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はじめに 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロジェクト

ごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される分科会を研究評価委員会によっ

て設置し、同分科会にて被評価対象プロジェクトの研究評価を行い、評価報告書案を策定の

上、研究評価委員会において確定している。 
 
本書は、「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」の中間評価報告書であり、NEDO 技術

委員・技術委員会等規程第 32 条に基づき、研究評価委員会において設置された「革新的ロ

ボット研究開発基盤構築事業」（中間評価）分科会において評価報告書案を策定し、第 72 回

研究評価委員会（2023 年 1 月 20 日）に諮り、確定されたものである。 
 
 
 

2023 年 1 月 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会 

 

 
 

審議経過 
 
● 分科会（2022 年 9 月 26 日） 

公開セッション 

 
● 現地調査会（2022 年 9 月 8 日） 

東京大学 本郷キャンパス（東京都文京区） 
 
● 第 72 回研究評価委員会（2023 年 1 月 20 日） 
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「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」 

中間評価分科会委員名簿 

 
（2022 年 9 月現在） 

 氏名 所属、役職 

分科 

会長 倉
くら

爪
づめ

 亮
りょう

 九州大学 大学院システム情報科学研究院 教授 

分科 

会長 

代理 
長谷川
は せ が わ

 泰
やす

久
ひさ

 
東海国立大学機構 名古屋大学＊ 

未来社会創造機構 ナノライフシステム研究所 

教授 

委員 

大場
お お ば

 光太郎
こうたろう

 
国立研究開発法人 産業技術総合研究所＊  

イノベーション人材部 審議役 

瀬川
せ が わ

 友史
ゆ う し

 
PwC コンサルティング合同会社 

テクノロジー&デジタルコンサルティング 

ディレクター 

中川
なかがわ

 友紀子
ゆ き こ

 株式会社アールティ 代表取締役 

野田
の だ

 哲男
あ き お

 
大阪工業大学 ロボティクス&デザイン工学部 

ロボット工学科 教授 

水内
みずうち

 郁夫
い く お

 
東京農工大学 大学院工学研究院 

先端機械システム部門 教授 

敬称略、五十音順 
 
注＊： 実施者の一部と同一大学、同一研究機関であるが、所属部門が異なるため（実施者：

名古屋大学未来材料・システム研究所、同ナショナルコンポジットセンター、産業技

術総合研究所 インダストリアル CPS 研究センター）「NEDO 技術委員・技術委員会

等規程(平成 30 年 11 月 15 日改正）」第 35 条（評価における利害関係者の排除）に

より、利害関係はないとする。 
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評価概要 

 
１．総合評価 
我が国の社会課題解決および産業競争力向上の観点から、ロボット導入の拡大は必要であ

り、ロボットメーカや大学の垣根を越えて、基盤技術・要素技術として大学やメーカ間で共

有化が可能な技術・情報を開発・蓄積することで、ロボットの導入費用やエネルギー消費等

の削減を目指す本事業は、我が国のロボット産業の競争力強化に対して極めて重要である。

研究開発は順調に進んで成果が得られ、また、成果の実用化・事業化に向けた取組みも進ん

でおり評価できる。 

一方、社会実装に向けて掲げている目標について、その定義や達成要件、実現したいユー

スケース、創出したいインパクト等について、さらなる明確化および関係者での認識共有が

重要と考えられる。また、実用化・事業化に向けた計画について、構想は提示されているも

のの、その担い手や産業エコシステムの在り方について、事業後半に向けて一層明確にして

いくことが重要と考えられる。 

今後は、現場で求められる目標を再検討し、本プロジェクト内の研究開発項目間の連携、

分担、結果の相互利用の仕組みも考えていただきたい。また、最終成果として、個々の研究

開発項目の成果をそれぞれ示すのではなく、プロジェクト全体の統合した成果として、日本

独自の技術により世界初の技術が実現できた、という事例の創出を期待したい。 

 
２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
未本事業は、日本の生産年齢人口の減少等にも対応し、世界をリードしている産業用ロボ

ットだけでなく、幅広い産業分野へロボットを導入するため、ロボットメーカや大学の垣根

を越え、基盤技術・要素技術として大学や企業間で共有化が可能な技術・情報を開発・蓄積

するものである。これにより、ロボットの導入費用やエネルギー消費等の削減を目指すもの

であり、世界各国で産官学によるロボット導入拡大の取り組みが行われている中、我が国の

ロボット産業の競争力強化に資する、極めて重要な事業である。また、自動配送ロボットに

関する事業は、技術進展と社会受容性を考慮した実用化・事業化を目指す取り組みであり妥

当といえる。これらの事業は、企業にとっては開発費に対し収益が見込みにくくリスクが高

い点、自動配送ロボットは海外に比較して国内制度にかかわる制約があり、国・地方自治体

等の支援も受けながら進めている点から NEDO の関与は必要である。 
一方、国内外の同分野に対する研究事例の調査・比較が必ずしも十分ではないとの指摘も

あり、現在の日本の立ち位置、日本または世界における研究の位置づけの総括や、汎用動作

計画、ハンドリング、遠隔制御、新素材、自動配送ロボットのそれぞれの分野における達成

目標についてのベンチマークも必要であろう。さらに、本事業の社会・産業での重要性を考

え、ロボット領域の他の事業や AI 領域の事業等と本事業の連携によるさらなる成果・イン

パクトの拡大についても検討頂けるとなお良いと思われる。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
ロボット導入拡大のカギを握る要素技術について、社会実装を視野に入れた目標および計

画を設定し、目標達成を阻害する要因にフォーカスして 5 つの研究開発項目に取り組んで

おり評価できる。また、自動配送ロボットは、事業化への数値目標が明確であり、現在の進

捗から成果が期待できる。 
一方、研究開発項目間の関係性の整理が十分でなく、また、個別の研究成果とプロジェク

ト全体の目標の関係も不明確な点があり、要素開発の全体的なロードマップと戦略が捉えに

くい様に思われる。 
日本のロボット技術の世界的優位性が損なわれつつある中、優位性を確立するため、今後

10 年の要素開発と全体的なロードマップについてより具体的に見直しを図り、例えば、そ

れぞれの項目でシステムインテグレーション費用 50％削減、自動化率 30％の目標について、

定義や達成要件、想定されるユースケース等を示し、どのように社会実装を実現していくの

かを明確にしていく事を期待したい。また、自動配送ロボットについては、実証実験に必要

な知識、手続きなどに加えて、可能な限り技術面での実施者間の情報共有も図っていただき

たい。さらに、個々に研究開発を実施するだけではなく、研究開発項目・各テーマ間の相乗

効果が得られるように、連携を深める仕組みも考えていただきたい。 
 

２．３ 研究開発成果について 
概ね、全てのテーマにおいて研究開発目標どおりの進捗が見られ、特に、ハンドリングに

おいては、不定形物を把持するハードウエア開発など、前倒しして達成しているものもあり、

また、自動配送ロボットにおいても、複数台の遠隔監視・制御、トータル走行距離などの実

績があり評価できる。さらに、学会発表や成果発表会などを開催して情報を発信しており、

一般道での自動運転ロボットの知見をまとめて発表するなど評価できる。 
一方、SIer など現場の意見を十分に反映していないとも思われるテーマが見受けられ、

特にデータベース開発については、現場で必要とされている技術を精査し、現場導入を見据

えた目標を設定していく必要があると思われる。また、新素材による軽量化・省エネ化につ

いては、詳細なモデリングや省エネ効果の計算方法等、研究的な視点からのアプローチが少

なく、遠隔制御については、構築された遠隔制御システムの遠隔制御性能の数値化と、作業

品質などを評価する指標の設定、実現目標値の早期設定等を望みたい。 
今後は、現場で求められる目標を再検討し、出口戦略を明確化したうえで、何がいつまで

出来ると何が社会実装できるのかを議論しながら研究開発を進めていただきたい。また、プ

ロジェクトの成果が個別の研究成果を束ねたものとならないよう、関係者で改めて認識共有

した上で、事業完了に向けて個別の研究成果をプロジェクト全体の成果として融合していく

ことが重要と考えられる。 
 注）SIer：System Integrator 

 
２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
大半のテーマでは実用化・事業化の構想を持ち、社会課題に対する解としての実用化に積
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極的に取り組んでいる。研究開発項目①から④の要素技術開発においては、PoC 実施に向け

た目標を設定し、中間目標に対しては成果をあげ、研究開発項目⑤の自動配送ロボットは、

一部の実施者により実用化・事業化に向けた実環境での実証実験も行われ、ロボット配送の

サービス化に向けて着実に進んでおり評価できる。特に、自動配送ロボットの社会実験に必

要な道路交通法や、地元の警察・自治体との擦り合わせ知見は、社会実装に向けた意味が大

きい。 
一方、プロジェクトとして掲げている目標の定義や達成要件、実現したいユースケースが

十分に明確化されていないテーマもあり、事業終了時の達成状態をより具体化し、関係者で

認識を共有していくことを期待したい。例として、果菜作物収穫システムでは、対象の認識・

把持では目標に近い性能が得られているものの、収穫ロボット全体では課題が多く、また、

価格・性能等の目標設定についても、より詳細な検討が必要と思われ、さらに、自動配送ロ

ボットでは、社会受容性を考慮した戦略的な取り組みを望みたい。 
今後は、実用化・事業化の構想と整合するよう、プロジェクトの目標をより具体的に再定

義し、実用化・事業化の担い手やエコシステムのあり方なども、より具体的に検討すること

を期待したい。 
 注）PoC：Proof of Concept 
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研究評価委員会委員名簿 

 
（2023 年 1 月現在） 

 氏 名 所属、役職 

委員長 木野
き の

 邦器
く に き

 早稲田大学 理工学術院 教授 

委員 

浅野
あ さ の

 浩志
ひ ろ し

 
東海国立大学機構 岐阜大学 特任教授 
一般財団法人電力中央研究所 研究アドバイザー 

安宅
あ た か

 龍
たつ

明
あき

 元先端素材高速開発技術研究組合（ADMAT） 専務理事 

河田
か わ た

 孝雄
た か お

 技術ジャーナリスト 

五
ご

内川
ないかわ

 拡史
ひ ろ し

 株式会社ユニファイ・リサーチ 代表取締役社長 

佐久間
さ く ま

 一郎
いちろう

 東京大学 大学院工学系研究科 教授 

清水
し み ず

 忠
ただ

明
あき

 新潟大学 工学部工学科 化学システム工学プログラム 教授 

所
ところ

 千
ち

晴
はる

 
早稲田大学 理工学術院 教授 
東京大学 大学院工学系研究科 教授 

平尾
ひ ら お

 雅彦
まさひこ

 
東京大学 先端科学技術研究センター 
ライフサイクル工学分野 教授 

松井
ま つ い

 俊
とし

浩
ひろ

 
情報セキュリティ大学院大学 情報セキュリティ研究科 教授 
国立研究開発法人産業技術総合研究所 名誉リサーチャ 

山口
やまぐち

 周
しゅう

 
独立行政法人大学改革支援・学位授与機構 研究開発部 
特任教授 

本
よしもと

 陽子
よ う こ

 
三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング株式会社 
政策研究事業本部 経済政策部 主席研究員 

敬称略、五十音順 
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研究評価委員会コメント 

 
第 72 回研究評価委員会（2023 年 1 月 20 日開催）に諮り、本評価報告書は確定された。

研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1 章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠の下の箇条

書きは、評価委員の主な指摘事項を、参考として掲載したものである。 
 
 



 

 

１．総合評価 
我が国の社会課題解決および産業競争力向上の観点から、ロボット導入の拡大は必要であ

り、ロボットメーカや大学の垣根を越えて、基盤技術・要素技術として大学やメーカ間で共

有化が可能な技術・情報を開発・蓄積することで、ロボットの導入費用やエネルギー消費等

の削減を目指す本事業は、我が国のロボット産業の競争力強化に対して極めて重要である。

研究開発は順調に進んで成果が得られ、また、成果の実用化・事業化に向けた取組みも進ん

でおり評価できる。 
一方、社会実装に向けて掲げている目標について、その定義や達成要件、実現したいユー

スケース、創出したいインパクト等について、さらなる明確化および関係者での認識共有が

重要と考えられる。また、実用化・事業化に向けた計画について、構想は提示されているも

のの、その担い手や産業エコシステムの在り方について、事業後半に向けて一層明確にして

いくことが重要と考えられる。 
今後は、現場で求められる目標を再検討し、本プロジェクト内の研究開発項目間の連携、

分担、結果の相互利用の仕組みも考えていただきたい。また、最終成果として、個々の研究

開発項目の成果をそれぞれ示すのではなく、プロジェクト全体の統合した成果として、日本

独自の技術により世界初の技術が実現できた、という事例の創出を期待したい。 
 

＜肯定的意見＞ 
・ 産業用ロボットメーカや大学の垣根を越えて、基盤技術・要素技術としてメーカ間で

共有化が可能な技術、情報を共有化することで、産業用ロボットのエネルギー消費や

導入費用等の削減を目指したものであり、我が国のロボット産業の競争力強化に対し

て極めて重要なテーマ設定である。加速化予算など、研究の進捗に応じた柔軟な予算

配分がなされている。全ての研究開発項目で中間目標を達成するなど、研究開発は順

調に実施されている。 
・ 明確な事業の位置付けのもと、適切な研究開発マネジメントによって、ほぼ全テーマ

において十分な研究成果が得られている。また、成果の実用化・事業化に向けた取組

みも順調に進んでおり、予想外のトラブルがなければ期待できる。 
・ ⑤の無人搬送ロボットの社会事件の知見は、社会実装への大事な知見としてまとめて

いただきたい。 
・ ロボット導入の拡大余地は多々あり、世界各国で産官学による取り組みが行われてい

るところ、本事業は導入拡大のカギを握る要素技術について産学によるイノベーショ

ン創出に取り組む内容となっており、我が国の社会課題解決および産業競争力向上の

観点から大変重要な事業である。当該事業について、社会実装に向けて具体的な目標

を掲げて事業推進されており、中間評価までに予定されていた計画に照らし順調に進

捗しており、実用化・事業化に向けた構想・計画も持ちながら取り組めている。 
・ 内外の技術動向、国際競争力の状況という点では、報告書には各プロジェクトにおけ

る海外の事例調査報告は少ないものの、国内の研究成果状況を鑑みると支援するべき

箇所でもあり、事業の目的は妥当と考える。また投じた研究開発費に相応の内容であ
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ると考えられる。総括すると、資料全体を概観するに、国内の状況はよくまとめられ

ており、現在の国の状況に応じた研究開発内容、予算配分、予算に応じた研究成果に

なっていると考えられる。 
・ 国際競争力の強化、国内で抱える問題の解決に対し、妥当である。 
・ 国内外で厳しい競争環境の中、国内企業による実用化につなげていきたいという本事

業は、大変重要で大いに期待する取組だと思います。日本から出てきた技術や知財な

どで強みが出る形で、ビジネスとして成り立つ世界を見つけてゆくことができること

を楽しみに期待しています 
 

＜改善すべき点＞ 
・ 研究開発項目①～④ 

研究開発項目間の関係性の整理が十分になされていない。ハンドリング用ソフトウエ

ア技術、ロボットハンド、トマト収穫ロボの関係を整理し、それぞれが連携し補完し

あうことで相乗効果が得られるよう、効率的に研究開発を進めるべきである。SIer な

ど現場の意見を十分に反映しているとは言い難い研究開発項目が見受けられる。特に

データベース開発については、真に現場で必要とされている技術を精査し、実用化を

見据えた目標を設定していただきたい。 
・ 研究開発項目⑤ 

一部の事業者では現時点では実用化・事業化が見通せず、更なる研究の加速、あるい

は場合によっては事業者の絞り込みや資金配分の見直しが必要である。 
・ 遠隔操作について、構築された遠隔操作システムの基本性能評価と、目標とする性能

評価方法・指標の決定およびその目標値の設定が急務と思われます。 
・ ①から④の要素開発については、繰り返しになりますが、目標スペックを明確にした

上で、何がいつまでどこまで出来ると、何が社会実装するのかを明確にして進めてい

ただきたい。 
・ 社会実装に向けて掲げている具体的な目標について、目標の定義や達成要件、端的に

どのようなユースケースを実現し、どのようなインパクトを創出したいのかについて、

さらなる明確化および関係者での認識共有が重要と考えられる。また、実用化・事業

化に向けた計画について、構想は提示されているもののその担い手や産業エコシステ

ムの在り方について必ずしも明確ではない点が見られたため、事業後半の推進に向け

て一段階明確にすることが重要と考えられる。 
・ 評価指標になっている国際競争力、研究、あるいは実用化、事業化のフェーズとして

の事業の在り方、戦略とはなにかの説明を成果発表時に明示的にすると成果報告とし

てこの事業の位置づけがはっきりするように感じた。 
・ 公開されている成果報告資料は、言葉足らずであり、研究開発の理念、目標達成への

熱意、アプリケーションの新しさなどが読者に伝わりにくい点は残念である。 
・ 各プロジェクト・項目間の連携がもう少し色々と見えてくると良いと思います。また、

初期コスト・ランニングコストとそれに見合う利益の期待が見える形になってゆくと
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れまでにできなかったことが実現できた、という例を見せていただきたい。 
注 ） ROBOCIP(ROBOT  Industrial  Basic  Technology  Collaborative  Innovation 

 Partnership) 

 

 

良いと思います。 
 

＜今後に対する提言＞ 
・ ROBOCIP や NEDO によるマネジメントをより一層強化し、本プロジェクト内の研究

開発項目間の連携のみならず、他プロジェクトとの連携、分担、結果の相互利用を積

極的に進めていただきたい。最終成果として、個々の研究開発項目の成果をそれぞれ

示すのではなく、プロジェクト全体の統合した成果として、日本独自の技術によりこ

・ 各研究推進機関が研究を進める際に、各機関で協調領域と競争領域を明確化と、協調

による相乗効果を期待します。本プロジェクトに参加している全研究推進機関から、

短くても口頭説明があるとプロジェクト内の各機関の位置付けと連携状況について、

より理解が深まると思われます。 
・ 研究開発のフェーズが異なる①から④と⑤を一緒に行う位置付けは改善すべき。 
・ 十分にインパクトある成果を創出するためにも、事業後半に向けては、採択事業者に

て改めて達成目標の具体化、出口戦略の明確化を行うことが重要と考えられる。具体

的には前者は達成要件、数値の捉え方、ユースケースなどが、後者は社会実装の担い

手、エコシステム、ステップなどがあり得る。その際、大半のプロジェクトがアカデミ

アを含む複数の研究機関により実施されていることもあり、くれぐれも事業としての

成果が、個別の研究成果を単に束ねたものとならないよう、関係者の間で達成目標・

出口戦略を十分に共有して進められるとよい。 
・ 評価内容の項目として「戦略」「国内外の技術的優位性」等があげられているが、NEDO

自身が各プロジェクトチームの採用と成果に対して戦略的な位置づけにおいてはその

成果がどこにあり、各チームの発表内容に対してはその戦略から見てどう評価してい

るのかが資料を読み込んでも解釈の余地があるように思われた。一方で各プロジェク

トの目標に対する達成度に関しては表にまとめられ、○等で示されているので、分か

りやすかった。同様に戦略、優位性についても各プロジェクトと実施チームごとに具

体的に NEDO の評価がどうだったのか分かるような資料のまとめ方をして欲しい。 
・ 「改善すべき点」で述べたことについて、可能な限り公開資料に反映していただきた

い。席上、発言のあった、学側の、理論に立ち返って説明する考え方は役に立つはず。

産側が抱えるコストや納期、品質保証から来る制約条件についても理解を深め、ぜひ、

いままで実施されていなかった産学の深い議論を行っていただきたい。研究開発遂行

上、計画時には予見できなかった新たな応用方法が発見された場合にリソース配分を

するなど、競争力強化に資するプロジェクト、あれもこれも出来た出来たと喧伝せず、

頻度分布の話題で述べられたように残課題は残課題として明確にして次につながるプ

ロジェクトとして完了をめざしていただきたい。 
・ ビジネス化に向けて、全体コストおよび期待できるベネフィットを見せて行けると良
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いと思います。また、ロボットビジネスの成否には技術だけでなく社会システム的な

側面も大きいと思いますので、例えば安全面の課題に対応する保険の仕組みとか、国

によって異なる社会システムに合わせてうまいやり方を見つけるとか、そのような面

でも良い形を示して、うまく強くなっていってほしいと思います。最後に、数値目標

の達成だけでなく、予定していた成果以外の面でもイノベーションの芽は様々な所に

潜んでいると思いますので、そのような視点を持って進められると良いと思います。 
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２．各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 

本事業は、日本の生産年齢人口の減少等にも対応し、世界をリードしている産業用ロボ

ットだけでなく、幅広い産業分野へロボットを導入するため、ロボットメーカや大学の垣

根を越え、基盤技術・要素技術として大学や企業間で共有化が可能な技術・情報を開発・

蓄積するものである。これにより、ロボットの導入費用やエネルギー消費等の削減を目指

すものであり、世界各国で産官学によるロボット導入拡大の取り組みが行われている中、

我が国のロボット産業の競争力強化に資する、極めて重要な事業である。また、自動配送

ロボットに関する事業は、技術進展と社会受容性を考慮した実用化・事業化を目指す取り

組みであり妥当といえる。これらの事業は、企業にとっては開発費に対し収益が見込みに

くくリスクが高い点、自動配送ロボットは海外に比較して国内制度にかかわる制約があ

り、国・地方自治体等の支援も受けながら進めている点から NEDO の関与は必要である。 
一方、国内外の同分野に対する研究事例の調査・比較が必ずしも十分ではないとの指摘

もあり、現在の日本の立ち位置、日本または世界における研究の位置づけの総括や、汎用

動作計画、ハンドリング、遠隔制御、新素材、自動配送ロボットのそれぞれの分野におけ

る達成目標についてのベンチマークも必要であろう。さらに、本事業の社会・産業での重

要性を考え、ロボット領域の他の事業や AI 領域の事業等と本事業の連携によるさらなる

成果・インパクトの拡大についても検討頂けるとなお良いと思われる。 
 
＜肯定的意見＞ 
・ 産業用ロボットメーカや大学の垣根を越えて、基盤技術・要素技術としてメーカ間で

共有化が可能な技術、情報を共有化することで、産業用ロボットのエネルギー消費や

導入費用等の削減を目指したものであり、我が国のロボット産業の競争力強化に資す

る、極めて重要なテーマ設定である。 
・ 日本の生産年齢人口の減少に対して、世界をリードしている産業用ロボットだけでな

く、幅広い産業分野へロボット導入を目指し、本事業では 5 つの研究開発項目が適切

に設定されている。これは、国策や社会からのニーズにも合致しており、また、技術進

展と社会受容性を考慮した事業化を目指す取り組みであり、NEDO の事業として妥当

である。更に、過去のロボット関連事業との繋がりや、現在進行中の他推進事業との

棲み分けも明確であると言える。 
・ 社会の需要から無人搬送ロボットに関する事業は妥当といえる。 
・ ロボット導入の拡大余地は多々あり世界各国で産官学による取り組みが行われている

ところ、本事業は導入拡大のカギを握る要素技術について産学によるイノベーション

創出に取り組む内容となっており、我が国の社会課題解決および産業競争力向上の観

点から大変重要である。 
・ 1.内外の技術動向、国際競争力の状況という点では、報告書には各プロジェクトにおけ

る海外の事例調査報告は少ないものの、国内の研究成果状況をとらえた内容になって

いる。それらの資料をみると重点的に支援するべき箇所でもあり、事業の目的は妥当
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と考える。また投じた研究開発費に相応の成果内容であると考えられるので、上位の

施策・制度の目標達成のために寄与している。 
・ 2.民間活動のみでは改善できないという点では、2-1.事業性については海外に比較して

国内制度にかかる制限がある分野でもあり、経産省の支援等も受けながら進めている

点 2-2.事業性という観点では国際競争力を望まれながらもともと国内が遅れている分

野でもあるため企業にとっては（海外に比べれば少額でも）開発費を入れ、得られる

成果も相応であることから収益が見込みにくいこともあり、企業で実施するには難し

い分野であることが推察される。そのため、NEDO で実施する公共性は高いと考えて

いる。 
・ 総括すると、資料全体を概観するに、国内の状況はよくまとめられており、現在の国

の状況に応じた研究開発内容になっていると考えられる。 
・ 我が国の産業用ロボットの国際競争力の維持拡大のためには、産業用ロボットを用い

るシステムのインテグレーション、メンテナンスの DX、ロボット本体の革新、ロボッ

トシステムによる自動化の具体的な事業化が不可欠であることから、本事業の目的は

妥当である。産産連携、産学連携による技術開発は民間活動のみではリスクが高く、

マインドも低く、これまで実施し得なかったフォーメーションであり、NEDO の関与

は必要である。 
注）DX(Digital Transformation) 

・ 現代のロボットをビジネスにするというのは各所で取り組まれてきている課題で、成

功に結びつくことが難しい事例も多いけれど、勢いのある諸外国も見られるのが現状

だと思います。どのように進むべきかの単純な解が見えるような道ではない中、革新

的ロボット技術を生み出し国際競争力を維持・強化することを目指す取り組みは非常

に重要であり、よく考えられた妥当な事業だと思います。国が関与することも妥当だ

と思います。成果に期待したいです。 
 
＜改善すべき点＞ 
・ 一部の研究開発項目において、事業者間の技術レベルや研究の進捗状況に大きな差が

あり、研究開発費の効率的な運用を目指し、事業者間での更なる技術、情報の共有が

望まれる。 
・ 汎用動作計画、ハンドリング、遠隔制御、新素材、自動配送のそれぞれの分野におい

て、国際競争力をより明確にする為、達成目標についてベンチマークが行われること

を期待する。 
・ 一方で、過去に何度も行われている要素開発のロードマップを明確にして進められる

と良い。 
・ 本事業の社会・産業目線での重要性を考えるに、本事業と他の事業（ロボット領域の

他の事業はもちろんのこと、たとえば AI 領域の事業等）との連携によるインパクト拡

大についても検討頂けるとなお良い。 
・ 会議でも国際比較についての調査資料の有無を聞いたが、資料においては、国内と海
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外事例、研究事例の調査自体、比較研究が少ないと感じるため、現在の日本の立ち位

置がどこにあり、研究の位置づけが日本ではここ、世界で見るとここ、というような

総括も改善策としては必要であろうと考えられる。国の政策で過去の資料からの積み

上げで、スタート時点から世界的な研究の観点からも実用化の観点からも企業はお金

を出しにくい分野を支えているので、論文化、情報や資料の公開をする方向で寄与す

る改善がなされれば公共性もあるのでよいと考えている。 
・ 未来に得られるコストパフォーマンスを論じることは難しく、改善すべき点を論じる

ことも同根である。以下は改善すべき点というより提言となる。大学の知見を成果報

告でも活用すべきとの意見が評価委員から出されていたが、本件プロジェクトの副次

効果として、産業界で実用化する博士号所得者の採用と活用・リカレント教育といっ

た人材育成、理論に基づく破壊的な技術を開発し活用する文化醸成、により我が国の

国際競争力強化に資することは可能で、10 年単位の中長期で大きく構え、より増額す

る計画は、選択肢としてありえる。 
・ アウトプットとして継続的な実際のビジネスを期待する事業だと思いますが、その対

象として国内に限らない場でのビジネスにつながる将来成果も見据えられると良いと

思います。 
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２．２ 研究開発マネジメントについて 
ロボット導入拡大のカギを握る要素技術について、社会実装を視野に入れた目標および

計画を設定し、目標達成を阻害する要因にフォーカスして 5 つの研究開発項目に取り組ん

でおり評価できる。また、自動配送ロボットは、事業化への数値目標が明確であり、現在

の進捗から成果が期待できる。 
一方、研究開発項目間の関係性の整理が十分でなく、また、個別の研究成果とプロジェ

クト全体の目標の関係も不明確な点があり、要素開発の全体的なロードマップと戦略が捉

えにくい様に思われる。 
日本のロボット技術の世界的優位性が損なわれつつある中、優位性を確立するため、今

後 10 年の要素開発と全体的なロードマップについてより具体的に見直しを図り、例えば、

それぞれの項目でシステムインテグレーション費用 50％削減、自動化率 30％の目標につ

いて、定義や達成要件、想定されるユースケース等を示し、どのように社会実装を実現し

ていくのかを明確にしていく事を期待したい。また、自動配送ロボットについては、実証

実験に必要な知識、手続きなどに加えて、可能な限り技術面での実施者間の情報共有も図

っていただきたい。さらに、個々に研究開発を実施するだけではなく、研究開発項目・各

テーマ間の相乗効果が得られるように、連携を深める仕組みも考えていただきたい。 

た柔軟な予算配分がなされている。 
注）ROBOCIP  (ROBOT  Industrial  Basic Technology  Collaborative Innovation 

 Partnership) 

 
＜肯定的意見＞ 
・ ROBOCIP の取りまとめのもとに研究開発が実施されており、指揮命令系統及び責任

体制は明確かつ機能している。研究開発加速予算など、研究の進捗や社会情勢に応じ

・ 事業推進中に新しいテーマの実施が必要となった場合に対して、追加予算を配分して

柔軟にプロジェクトを推進されている点が高く評価できる。また、大学と企業との連

携についても明確であり、効率よく機能しているといえる。さらに、自動配送につい

ては、事業化への数値目標が明確であり、現在の進捗から成果が期待できる。 
・ 搭乗型ロボットがつくばの特区で社会実験が行われ、その知見を広めることで特区が

全国展開した様に、一般道での自動運転ロボットの社会的知見をまとめて広めるのは

意味を認める。 
・ 導入拡大のカギを握る要素技術について、要素技術開発で終わらず社会実装を視野に

入れた目標および計画を設定し、取り組んでいる。 
・ 研究開発目標の妥当性の観点では、かけられる費用、人数から言えば妥当な目標、達

成度を判定できる内容になっていると考えられる。内外の技術動向、市場動向の観点

では、海外では実現できていても、日本ではいまだできてない分野を手掛けるという

戦略であるので、妥当と考えられる。 
・ 研究開発計画の妥当性 

目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）
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となっている。分野をまたがらないようなプロジェクトの住み分けや、一部のプロジ

ェクトでは複数の類似プロジェクトチームを走らせることで競争的な部分と共通して

情報交換できるような体系になっているように推察できる。 
・ 研究開発の実施体制の妥当性 

技術力及び事業化能力を有する実施者を選定されているかは発表社だけを見るとその

ように推察できるが、プロジェクトが終了になった社については不明。成果の実用化・

事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手が研究開発に取り組んでいるため、

指揮命令系統についても妥当であると考えられる。大学、公的機関が支援する体制に

ついて大学側は可能な限り貢献していると考えられる。研究開発の進捗に関しては、

特に問題はないと考えられる。 
・ 目標達成を阻害する要因にフォーカスしている点が評価できる。 
・ 掲げている 5 つの目標項目は革新度のような観点ではさほど目新しくはないものの、

実用化・事業化につながる目標項目および計画の設定として妥当だと思います。実施

体制は、将来投資的な側面もある項目については広めに、事業化に近いと思われる項

目については集中的に実施する体制になっていて、妥当な体制だと思います。 
 

＜改善すべき点＞ 
・ 研究開発項目間の関係性の整理が十分になされていない。ハンドリング用ソフトウエ

ア技術、ロボットハンド、トマト収穫ロボの関係を整理し、それぞれが連携し補完し

あうことで相乗効果が得られるよう、効率的に研究開発を進めるべきである。自動配

送ロボットについては、現時点では各事業者が個々に研究開発を進めており、事業者

間での情報共有が必ずしも十分ではない。 
・ ハンドリングにおいて、データベース構築、ロボットハンド開発、トマト自動収穫な

ど、テーマごとに異なる機関が個別にプロジェクトを推進されているように見受けら

れる。ハンドリング技術についてデータベース構築とロボットハンド開発が連携し、

基礎技術開発から実用化まで一貫した取り組みによって、さらなる効率的運用が期待

される。 
・ 要素開発の全体的なロードマップと戦略が見えない。過去 30 年の要素開発と何が異な

り、今どのスペックを実現することで社会実装が促進されるかの全体戦略が必要。イ

ンテグレーションコスト 50％、自動化率 30％を実現するには、“再利用率”を上げる

仕組みが大事であること、そのためには物流の様なオープンなものと、製造のクロー

ズなものとを分けた議論が大事。オープン/クローズ戦略意識して進められたい。 
・ 目標設定の視点は良いが、例えばインテグレーションコスト 50%減をはじめ、設定さ

れた目標の捉え方については人によって理解や解釈がばらつきそうなところがあるた

め、目標をより具体化して取り組めると良い。 
・ 全体的に費用対効果を考えれば、妥当性があるものが多く、研究計画に沿って実行な

されていると考えられる。知的財産等に関する戦略の妥当性は、特に評価委員会では

特許の取得状況については説明があったが、特許の取得「戦略」については説明がき
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ちんとなされていなかったので、判断しかねる。中にはあえて秘匿すべきものも多く

あると思われるので知財戦略は目的と目標を明確に定めるとよいだろう。 
・ 成果を前倒しで達成できた場合の理由およびその技術がいつ完成していればよかった

のかなど当初計画の妥当性の説明と、今後のリソース再配分計画について言及がほし

い。 
・ 目標として、自動化率向上や SI コスト削減を掲げていて、それ自体は妥当だと思いま

すが、顧客から見ると総コストと期待できる利益のバランスは非常に重要だと思いま

すので、その辺りの戦略も見せられると良いと思います。また、今後の取組予定だと

は思いますが、本事業に参画する各者の連携が今後より密になってゆくと良いと思い

ます。 
注）SI (System Integration) 

 
＜今後に対する提言＞ 
・ 個々に研究開発を実施するだけではなく、それぞれの相乗効果が得られるように、研

究開発項目間の連携を深めていただきたい。NEDO が実施している他のプロジェクト

について、重複に注意しつつ、連携できる点は積極的に連携することで、双方の効果

の最大化を図っていただきたい。自動配送ロボットについて、実証実験に必要な知識、

手続きなどに加えて、可能な限り技術面での情報共有も行っていただきたい。 
・ 各研究推進機関が研究を進める際に、各機関で協調領域と競争領域を明確にし、プロ

ジェクト内での協調による相乗効果を生み出しながら、事業化に繋げる仕組みについ

てご検討頂きたい。また、汎用動作計画技術では、既に自動化できる作業はロボット

が導入され、ロボットによる自動化が困難な作業のみが残っている現状において、そ

の残された困難な作業に対してロボットの導入を目指すだけでなく、ロボットの利点

を活かした新しい作業工程やサービス改革へのアクションも同時に検討して頂きたい。 
・ 日本のロボット技術の世界的にみた優位性は損なわれつつある。今後 10 年後、優位性

を確立するためのロードマップを期待したい。例えば、SI 費用 50％削減、自動化率

30％としてプロジェクト全体が管理されていると理解したが、それぞれの項目でこの

達成目標をどの様にして達成するのかが明示されたい。 
・ 目標の具体化に当たっては、定義や達成要件の明確化、想定されるユースケースの明

確化等の方策があり得る。 
・ 今後は、各プロジェクトについて世界的な動向、業界的な動向を調査し、その位置づ

けは NEDO が査定して各プロジェクトにフィードバックしたほうがよいように感じ

ている。 
・ リソースの再配分、加速予算の話題が出ていたが、早期完成による予算カットなどは、

研究開発に注力するインセンティブが無くなるため、早期開発に成功しその社会実装

が早くなるということであれば成果の前倒しは有りではあるものの、その場合に予算

に手を付けることは慎重にすべきと考える。 
・ 革新は偶然から生まれる場合も多く、そのような芽を見出すような視点も持っておく
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と良いと思います。知財や論文等の戦略は、目標として件数を掲げるのは妥当だと思

いますが、件数だけではなく日本発の技術・知財などで強みが出ることを目指してい

ただければと思います。 
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合していくことが重要と考えられる。 
　注）SIer：System Integrator 

 

 

２．３ 研究開発成果について 
概ね、全てのテーマにおいて研究開発目標どおりの進捗が見られ、特に、ハンドリング

においては、不定形物を把持するハードウエア開発など、前倒しして達成しているものも

あり、また、自動配送ロボットにおいても、複数台の遠隔監視・制御、トータル走行距離

などの実績があり評価できる。さらに、学会発表や成果発表会などを開催して情報を発信

しており、一般道での自動運転ロボットの知見をまとめて発表するなど評価できる。 
一方、SIer など現場の意見を十分に反映していないとも思われるテーマが見受けられ、

特にデータベース開発については、現場で必要とされている技術を精査し、現場導入を見

据えた目標を設定していく必要があると思われる。また、新素材による軽量化・省エネ化

については、詳細なモデリングや省エネ効果の計算方法等、研究的な視点からのアプロー

チが少なく、遠隔制御については、構築された遠隔制御システムの遠隔制御性能の数値化

と、作業品質などを評価する指標の設定、実現目標値の早期設定等を望みたい。 
今後は、現場で求められる目標を再検討し、出口戦略を明確化したうえで、何がいつま

で出来ると何が社会実装できるのかを議論しながら研究開発を進めていただきたい。ま

た、プロジェクトの成果が個別の研究成果を束ねたものとならないよう、関係者で改めて

認識共有した上で、事業完了に向けて個別の研究成果をプロジェクト全体の成果として融

 
＜肯定的意見＞ 
・ 全ての研究開発項目で中間目標を達成するなど、研究開発は順調に実施されている。 
・ 概ね、全てのテーマにて概ね研究開発目標どおりの進捗が見られた。特に、ハンドリ

ングにおいてはハードウエアの開発で不定形物の把持を達成するなど、前倒しして達

成しているものもある。また、自動配送でも、複数台の遠隔監視・操作、トータル走行

距離などの十分な実績があり、評価できる。 
・ 作業対象、ロボット、作業によって、データを共有化するという基本コンセプトは理

解できる。 
・ 中間目標を概ね達成しており、一部では計画以上の進捗も見られる。ハンドリング技

術をはじめ、新たなロボット活用を誘発し得るような、要素技術の幅出しができてい

る。 
・ 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義については、論文、特許などが提出さ

れているところから推察して、顕著な成果があるのではないかと考えられる。設定さ

れた目標自体がユニークなものである研究も中にはあるので、競合技術と比較して優

位性があるものは中にはある。最終目標に向けてこのまま進めていくことで達成でき

ると考えられる。成果の普及に関しては、実用化、事業化の戦略に沿って対外的に発

表されているのかは、研究成果や目的は資料に書かれているが戦略については明記さ

れているものが非常に少ないため判断が難しい。発表会や学会での発表などを定期的

に開催して情報を発信しており、評価できる。 
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・ 中間目標を達成している。 
・ 研究開発目標の中間目標は達成していると思います。今後の達成見通しも妥当だと思

います。 
 
＜改善すべき点＞ 
・  SIer など現場の意見を十分に反映しているとは言い難い研究開発項目が見受けられ

る。特にデータベース開発については、真に現場で必要とされている技術を精査し、

現場導入を見据えた目標を設定していただきたい。 
・ 新素材による軽量化・省エネ化は行われているものの、新技術を開発する研究的な視

点からのアプローチが少ないとの印象を受けた。また、遠隔操作については、構築さ

れた遠隔操作システム（通信性能、ロボット応答性能など）の数値化と、遠隔操作性能

を評価する指標（作業品質など）の設定、実現目標値の早期設定が望まれる。 
・ 各要素開発の必然性からなるスペックを明確にし、研究達成目標を明確にしていただ

きたい。遠隔操作技術の開発目標が、1 件以上開発、対応方針を 1 件確立と、かなりア

バウトであることは否めない。 
・ 汎用動作計画をはじめとする大半のテーマが複数の研究機関により分担され進められ

ているが、その際に、個別の研究成果とプロジェクト全体の目標の関係が必ずしも十

分に明確でない点が見られる。 
・ 評価委員会では「戦略的」という語が良く用いられているが、「戦略」そのものについ

ての説明が資料にも発表にもあまりないので、ここで言う「戦略」とはそもそも何な

のか明示した方がいいと考えられる。目指すべき世界である「目的」とそれを達成す

るためのマイルスト―ンになる「目標」がすりあわせられるよう「戦略」としてプロジ

ェクトを立てる、あるいはチームを選んでいるはずと考えられるが、事業の説明が目

標の説明になっていて、ロボフレのところでも解釈の違いが、という説明があったが、

目的とその戦略が見失われがちには感じる。 
・ 最終目標値に◯%と書かれているが、今回の研究開発成果を適用したすべてのケース

においてその目標値ぴったりを達成するものでないことは容易に想像される。 すべて

のケースで達成される、達成されたケースがたくさん有る、達成されたケースが少し

有る、といった具合に。達成されたケースが有る、ということで今回の成果とするの

はひとつの方法ではあるが、今後の競争軸につながらない懸念がある。新素材の省エ

ネ効果の計算方法について明確化が必要と考える。 
・ 知財・論文等の件数だけでなく、国内外の類似の取組との比較の中での、戦略面から

見た位置付けなども見せられると良いと思います。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 現場で真に求められる目標を再定義し、出口戦略を明確化したうえで研究開発を進め

ていただきたい。 
・ 今回の中間評価会では、果菜作物収穫システムや自動配送ロボットなど、直接口頭説
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明の無いサブプロジェクトがあり、プロジェクト全体としての融合について評価が困

難であった。 
・ 何がいつまで出来ると何が社会実装するのかを議論しながら進めていただきたい。 
・ くれぐれもプロジェクトの成果が個別の研究成果を束ねたものとならないよう、プロ

ジェクトを通じて創出したい成果について関係者で改めて明確に認識共有した上で、

事業完了に向けて個別の研究成果をプロジェクト全体の成果として融合していくこと

が重要と考えられる。 
・ 研究開発と実用化、事業化はそれぞれフェーズが別のところにあるので、プロジェク

ト○○はどのフェーズの NEDO プロジェクトで何年後に何がどうなる、事業主体はそ

れぞれのフェーズで誰が担うというのを明確にロードマップ的に書くとより分かりや

すくなると感じた。 
・ つまり成果を適用した n 回のケースについて、横軸に実現値、縦軸にその達成頻度を

とった頻度分布が得られ、その頻度分布で成果の優劣を測ることが科学的に妥当と考

える。頻度分布の形状で、解法・方式の優劣を比較することができれば、さらなる研究

開発課題と、新たな競争軸が創生できるはずである。新素材の省エネ効果の計算方法

については、電気回路シミュレータと動力学シミュレータを用いて、モータコアの回

転イナーシャ、摩擦、粘性パラメータに至るまで詳細なモデリングを行なった上で、

マニピュレータリンクの質量をゼロにして電流を流して見れば、リンク新素材採用に

よる性能限界が容易に判明するはずである。適用後の実現値は、ロボットのサイズ、

スペックを引数とする関数となるのかもしれない。 
・ 最終成果としてまとめてゆく際には、内部のプロジェクト間の有機的なつながりによ

る相乗効果もうまく見せられると良いと思います。また、評価項目は数値的なものが

多いかと思いますが、質的な点でもさらなるジャンプアップを期待します。 
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ことを期待したい。 
　注）PoC：Proof of Concept 

 

 

２．４ 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
大半のテーマでは実用化・事業化の構想を持ち、社会課題に対する解としての実用化に

積極的に取り組んでいる。研究開発項目①から④の要素技術開発においては、PoC 実施に

向けた目標を設定し、中間目標に対しては成果をあげ、研究開発項目⑤の自動配送ロボッ

トは、一部の実施者により実用化・事業化に向けた実環境での実証実験も行われ、ロボッ

ト配送のサービス化に向けて着実に進んでおり評価できる。特に、自動配送ロボットの社

会実験に必要な道路交通法や、地元の警察・自治体との擦り合わせ知見は、社会実装に向

けた意味が大きい。 
一方、プロジェクトとして掲げている目標の定義や達成要件、実現したいユースケース

が十分に明確化されていないテーマもあり、事業終了時の達成状態をより具体化し、関係

者で認識を共有していくことを期待したい。例として、果菜作物収穫システムでは、対象

の認識・把持では目標に近い性能が得られているものの、収穫ロボット全体では課題が多

く、また、価格・性能等の目標設定についても、より詳細な検討が必要と思われ、さらに、

自動配送ロボットでは、社会受容性を考慮した戦略的な取り組みを望みたい。 
今後は、実用化・事業化の構想と整合するよう、プロジェクトの目標をより具体的に再

定義し、実用化・事業化の担い手やエコシステムのあり方なども、より具体的に検討する

 
＜肯定的意見＞ 
・ 研究開発項目①～④ 

実用化・事業化に向けた基礎技術、要素技術が着実に積み上げられている。 
・ 研究開発項目⑤ 

一部の事業者では、実用化・事業化に向けた実環境での実証実験も行われており、着

実に進展している。 
・ 研究開発項目①から④において、社内やテストフィールドでの PoC 実施に向けた明確

な目標を設定し、また、その中間目標に対して十分な成果をあげられている。また、研

究開発項目⑤においては、ロボット配送のサービス化に向けて着実に進んでいる。 
・ 無人搬送車の道路交通法や、地元の警察、自治体との擦り合わせによる社会実験は、

社会実装に向けた意味が大きい。 
・ 大半のプロジェクトについて、実用化・事業化の構想を持ち、研究開発に取り組めて

いる。 
・ 成果の実用化については、制約のある中でそれぞれのチームが頑張っているという印

象を受けた。実用化に向けて課題、マイルスト―ンは法整備や安全ガイドラインの話

もあるので、難しいところもあると聞いている。引き続き各省庁の協力を得ながら努

力して頂きたい。想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握につい

ては、人材育成、ニュース性ではあると考えられる。実用化という点では、国内は安全

確保に振るあまり海外と違ってなかなか社会実装が進まない日本の現状を聞いて困難
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さを実感できた。 
・ 解決が切望される社会課題に対する解としての実用化に、積極的に取り組んでいる。 
・ 事業化までを目標とする項目と、実用化までを目標とする項目の、分類は妥当だと思

います。成果も順調だと思います。配送サービスの事業化と継続的なビジネス拡大に

つながることを期待します。 
 

＜改善すべき点＞ 
・ 研究開発項目①～④ 

大学が実施する研究開発項目の一部で、実用化・事業化への意識が希薄なため、現場

の意見を反映した真に必要とされる技術の開発が見通せないものがある。 
・ 研究開発項目⑤ 

一部の事業者では現時点では実用化・事業化が見通せず、更なる研究の加速、あるい

は場合によっては事業者の絞り込みや資金配分の見直しが必要である。 
・ 果菜作物収穫システムでは、果菜作物の認識では目標に近い性能が得られているもの

の、収穫ロボット全体では課題が多く、また、目標設定（価格、性能）についても、よ

り詳細は検討が必要と思われる。 
・ ①から④の要素開発と、⑤の社会実装開発は、フェーズが大きく異なり、一緒に研究

として行うことに疑問を感じる。 
・ プロジェクトとして掲げている目標の定義や達成要件、実現したいユースケースが十

分に明確でない側面があるため、実用化・事業化の戦略から逆算して事業終了時の達

成状態をより具体化できるとよい。また、実用化・事業化の構想を実現するためにど

のようなプレイヤーが何を担うか、エコシステムをどう構築するかについても検討を

深められると良い。特に汎用動作計画のテーマにおけるデータベースについては、ど

のような SIer をユーザーとして想定し、ロボット SIer のエコシステムをどう構築し

ていくか、それらエコシステムにおいてデータベースにデータを集める仕組みをどう

構築するかについて、より具体化していけるとよい。 
注）SIer(System Integrator) 

・ 事業化については日本独自の手法を確立する必要があると感じたので、海外勢との比

較が一部レポートにも挙げられているが、日本独自の慣習や法令等も調査してみると

よいと思うがどうか。会議の中で瀬川委員からデリバリー協会の事例で話されたくら

いであまり触れられていなかったが、安全に関する話が多かったので、事故時の保険

についても議論されるとよいと考えられる。 
・ 各テーマ間の成果の、今後の連携が見えるもの①～③と、見えないもの④がある。 
・ ⑤について適用する用途が異なるテーマが同居しているため、一律に評価していくこ

とが妥当であろうか自信がない。 
・ 席上で議論のあった「データベース」について、実用領域に入って使用者数、収納件数

が増えていくと、検索などのデータ操作、ロボット動作実行の困難性が加速していく

と予想する。 
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・ 個別の項目の間の連携や相乗効果などもよりよく見えると良いと思います。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・ 研究開発項目①～④ 

ハンド開発や新素材技術については、実用化の検討はこれからであり、まずは参画企

業を中心に着実に実用化、事業化を進めていただきたい。データベース開発は、他の

プロジェクトとの成果の共有を積極的に行い、持続可能な形での実用化を目指してい

ただきたい。 
・ 研究開発項目⑤ 

各社で技術開発力、実用化・事業化の時期や道筋に大きな差があり、共有化できる技

術や情報は積極的に開示し、全体としての技術の底上げを図っていただきたい。 
・ 全研究開発項目に言えることですが、ボトムアップ的な改善だけでなく、システム全

体の再構成による大幅なコストダウンによる事業化や、国際標準化につながるマイル

ストーンの設定や成果が得られることを期待します。特に、自動配送ロボットでは、

海外での日進月歩の実績に対して、社会受容性を考慮した戦略的な取り組みを期待し

ます。 
・ 目的として、①から④はインテグレーションコスト 50％、自動化 30％削減に寄与する

という意識をもった上での研究開発を進める必要がある。 
・ まずは実用化・事業化の構想と整合するよう、プロジェクトとして掲げている目標を

より具体的に定義し、関係者で認識共有できるとよい。また、実用化・事業化の担い手

やエコシステムのあり方について、一段階具体的に検討することが考えられる。特に

汎用動作計画のテーマにおけるデータベースについては、アーリーアダプターとして

想定されるような Data Driven Robotics 時代の SIer のあり方、エコシステムのあり

方について、業界の現状にとらわれすぎず、ありたい姿からの逆算で検討できるとよ

い。 
・ PoC に終わりがちというのを一般ではよく言われているので、NEDO や経産省がどこ

まで支援するかも明示してはどうか。 
・ 連携可能な成果かつ連携することで実用性が上がる部分はぜひインテグレーションし

て世に送り出していただきたい。そもそも本プロジェクトはシステムインテグレーシ

ョンのための技術開発である。もちろん不自然な連携は害をなす。 
・ ⑤はテーマごとに個別に丁寧に見ていく必要があろう。 
・ 「データベース」構築について、適切なミドルウェアの導入をおすすめする。 
・ 実用化までを目標としている項目についても、その先につながる形で最終成果になる

ことを期待します。事業化に関しては、顧客への潜在的経済的メリットを提示できる

ことを期待します。 
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３．評点結果 

 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性について 2.4 A A C A C A A 
２．研究開発マネジメントについて 2.0 B A C B B B B 
３．研究開発成果について 2.1 A B C B B B A 
４．成果の実用化・事業化に向けた 

取組及び見通しについて 1.7 B A C C B C B 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 

〈判定基準〉  
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

２．研究開発マネジメントについて 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた 

取組及び見通しについて 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

 

1.7 

2.1 

2.0 

2.4 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化・事業化に

向けた取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」 
 
 
 

事業原簿 

 

担当部 
国立研究開発法人 

新エネルギー・産業技術総合開発機構 
ロボット・AI 部 

 

 

公開 
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概 要 
最終更新日 ２０２２年 ８月２２日 

プロジェクト名 革新的ロボット研究開発基盤構築事業 プロジェクト番号 
P20016 
P20018 

担当推進部/ 
ＰＭまたは担当者 

ロボット・AI 部 竹葉 宏、細谷 克己、江口 豊、鶴田 壮広、土井 浩史（2022 年 6 月～現在） 
ロボット・AI 部 竹葉 宏、神山 和人、細谷 克己、江口 豊、鶴田 壮広、土井 浩史（2022 年 5 月） 
ロボット・AI 部 竹葉 宏、神山 和人、細谷 克己、江口 豊（2022 年 4 月～2022 年 5 月） 
ロボット・AI 部 竹葉 宏、神山 和人、細谷 克己（2022 年 2 月～2022 年 3 月） 
ロボット・AI 部 竹葉 宏、神山 和人、細谷 克己（2021 年 10 月～2022 年 1 月） 
ロボット・AI 部 和佐田健二、竹葉 宏（2021 年 9 月） 
ロボット・AI 部 和佐田健二、山口 芳文、竹葉 宏（2021 年 8 月～2021 年 4 月） 
ロボット・AI 部 茂手木淳史、中元 善太、谷越 貞夫（2020 年 11 月～2021 年 3 月） 

０．事業の概要 

産業用ロボットは日本の産業を発展させていく上でも欠かせない基盤技術であり、これまで日本が世界をリ
ードしてきた市場であるが、近年欧州や中国の追い上げにより、厳しい競争環境に晒されている。 

本事業では、多品種少量生産現場をはじめとするロボット未活用領域においても対応可能な産業用ロボ
ットの実現に向け、ロボティクスとは異なる分野も含めた幅広い大学研究者等との連携を図りつつ、産学が連
携した研究体制を構築し、産業用ロボットにおいて重要な要素技術の開発を行う。 

また、自動走行ロボットが屋外環境を安全に走行するための遠隔監視・操作システムの開発、自動走行ロ
ボットの自律移動機能開発を行い、安全・安心を示すエビデンスの収集、協調領域の整理を進め、自動配
送ロボットによる配送サービスの実現を目指す。 

１．事業の位置 
付け・必要性に
ついて 

 我が国のロボットの活用状況を見ると、1980 年代以降、製造現場を中心にロボットが急速に普及してき
た。特に産業用ロボットについて、現在に至るまで日本のロボット産業は世界で高いシェアを保ってきたものの、
近年、中国等のロボットメーカや欧州の大学発ベンチャー等の追い上げにより、1990 年台後半から約 20 年
で 30%近く低下し、現在は 60%弱となっている。 

そこで、これまで直接関わることの少なかった、ロボティクスとは異なる分野も含めた幅広い大学研究者等と
の連携を図りつつ、産学が連携した研究体制を構築し、産業界における協調領域について検討を進めながら
研究開発を実施する必要があるが、これには、国の関与が不可欠である。中長期にわたり、産業用ロボットに
おける重要技術について世界をリードし続けていくことを目指し、既存技術の改良・改善のアプローチのみなら
ず、サイエンスの領域に立ち返った技術開発や、異分野の技術シーズの取り込み等によるイノベーションの創
出、延いては国際競争力の強化を狙いとする。 

さらに政府の成長戦略（2019 年 6 月 21 日フォローアップ）において、自動走行ロボットの社会実装を
目指した具体的な政策が掲げられている。2022 年に入り、関連する動きが活発化しており、2 月には民間
主体による一般社団法人ロボットデリバリー協会が発足、4 月には低速・小型の自動配送ロボットに関する制
度化を含む「道路交通法の一部を改正する法律」が成立し、2023 年までに施行される予定となっていること
から、自動走行ロボットの早期の実用化を目指す本事業は政策的にも極めて重要な位置づけとなる。 

２．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

 本事業では 5 つの研究開発項目（汎用動作計画技術、ハンドリング関連 技術、遠隔制御技術、ロボッ
ト新素材技術、自動配送ロボット）を定め、検証・評価を行う。各研究開発項目において、多品種少量生
産現場や配送事業をはじめとするロボット未活用領域においても対応可能なロボットの実現に向け、ロボットメ
ーカ等が自社の製品開発に適用可能となる要素技術を 8 件以上確立することを目標とする。 
 さらに、各研究開発項目で得られた成果を統合したロボット試作機を製作し、実現場を模した環境での実
証試験を行い、いずれも従来のロボットと比較して、「自動化率 30%向上」、「システムインテグレーションコス
トの 50%削減」を実現し、ロボットの更なる普及に資することを目標とする。 
 また、本事業により得られた要素技術が活用されることで、ロボットの小型化・軽量化が進み、ロボット動作
における消費電力削減を実現することを目標とする。また、最適なロボット動作計画を用いることで、無駄な動
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きを省いた効率的なロボットの動作を実現し、ロボット導入における省エネ化に寄与する。測定指標として、エ
ネルギー効率について、現状（事業開始時）と比較して 1.5 倍とすることを目標とする。 

自動配送ロボットにおいては、開発成果を組み込んだ自動配送ロボットや遠隔制御システム等を用い、適
切なリスクアセスメントを行った上で自動配送実証試験を行い、下記のうち 2 つ以上の目標を達成する。 

 １．10 台以上のロボットを遠隔監視・操作可能なシステムの開発 
 ２．月平均 400km 以上、あるいはのべ 1600km 以上の走行 
 ３．実際にサービスインをする環境で、サービスとして実運用（プレ運用）し、事業としての運用可能性

を検証するため、週 3 日以上、6 か月以上継続した荷物の配送・受領に相当する作業を実施。以下は例示
であり、特定の地域や用途において以下の条件を下回っても継続的な事業化が可能となる場合はこの限りで
はない。 

① 都市部の人口密集地域：月あたり 300 件～500 件程度（2 台同時運用、週 3 日稼働時） 
② 郊外の低人口密度地域：月あたり 150 件～300 件程度（2 台同時運用、週 3 日稼働時） 

事業の計画内容 

主な実施事項 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 2024fy 

汎用動作計画技術 データベース構造検討 動作／データベース構築 実証試験 

ハンドリング技術 把持対象物情報計測 データベースとの連携 実証試験 

遠隔制御技術 次世代通信技術を活用した遠隔制御技術の開発 実証試験 

ロボット新素材技術 軽量／複合材料検討 軽量／複合材料開発 実証試験 

自動配送ロボット 機体開発／開発機体での実証   遠隔監視システムの高度化 サービス実証 

成果取りまとめ      

事業費推移 
(会計・勘定別に
NEDO が負担し
た実績額（評価
実施年度について
は予算額）を記
載) 
(単位:百万円) 
（委託）・（助
成）・（共同研
究）のうち使用し
ない行は削除  

会計・勘定 2020fy 2021fy 2022fy 2023fy 総額 

一般会計 219 491 608 －  

特別会計 
（電源・需給の別） 

   －  

開発成果促進財源    －  

総 NEDO 負担額 219 491 608 －  

（委託） 24 20 20 －  

（助成） 
：助成率△/□ 2/3 2/3 2/3、1/2 －  

（共同研究） 
：負担率△/□      

開発体制 

経産省担当原課 
製造産業局 ロボット政策室、 
商務情報政策局 商務・サービスグループ 物流企画室 

プロジェクト 
リーダー 

－ 

プロジェクト 
マネージャー 

ロボット・AI 部 竹葉 宏 
ロボット・AI 部 鶴田 壮広 
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委託先 
（助成事業の場合
「助成先」とするなど
適宜変更） 
（組合が委託先に
含まれる場合は、そ
の参加企業数及び
参 加 企 業 名 も 記
載） 

2020 年度～現在助成先 
技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP） 
（参加 9 社：(株)ダイヘン、(株)デンソー、ファナック(株)、川崎重工(株)、 

三菱電機(株)、(株)不二越、パナソニックホールディングス(株)、 
セイコーエプソン(株)、(株)安川電機） 

 共同研究先（武蔵野大学、(国研)産総研、東京大学、大阪大学、岡山大学、 
          筑波大学、名古屋大学、神戸大学、東京工業大学、広島大学 
          東京都立大学、千葉工業大学） 
ヤンマーホールディングス(株) 
 共同研究先（千葉工業大学） 
パナソニックホールディングス(株)、東北大学 
 共同研究先（パナソニックコネクト(株)、中央大学） 
2020 年度助成先 
京セラコミュニケーションシステム(株)、ソフトバンク(株)、佐川急便(株)、(株)本田
技術研究所、楽天(株)、(株)NTT ドコモ、(株)東芝、アイシン精機(株)、
(株)QBIT Robotics、日本郵便(株)、TIS(株)、パナソニック (株) 

再委託先 

(国研)産総研、千葉大学、(株)テクノバ 

2022 年度～現在助成先 

京セラコミュニケーションシステム(株)、LOMBY(株)、(株)ZMP、パナソニックホールデ

ィングス(株) 

 再委託先 

 北海道大学、(株)日本総合研究所 
2020 年度委託先 
(財)製造科学技術センター 
2021 年度委託先 
(財)製造科学技術センター 
三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング(株)、アーサー・ディ・リトル・ジャパン(株) 
2022 年度委託先 
(株)三菱ケミカルリサーチ 

情勢変化への 
対応 

調査事業による市場動向の把握と反映、研究開発が計画より進んでいるものは加速予算付与でさらなる高
度化を推進している。 

中間評価結果 
への対応 

（中間評価を実施した事業のみ） 

評価に関する 
事項 

事前評価 2020 年度実施  担当部 ロボット・AI 部 

中間評価 2022 年度 中間評価実施予定  担当部 ロボット・AI 部 

事後評価 2025 年度 事後評価実施予定 

３．研究開発成果
について 

要素技術開発では、2020 年から 2021 年で各研究開発項目の基盤構築を実施、2022 年度からは
具体的な試作や検証のフェーズに移行しており、中間評価目標は達成する見込みである。 

2020-21 年度の予算事業で、自動配送ロボット単体の機能開発、開発機体を用いた実証、社会受容
性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討を実施。実証は屋内外において想定されるユースケースを重な
りなく実施した。2022-24 年度の事業では 1:N 遠隔監視制御と実用化へ向けて、所定の距離の走行及び
自動配送の実証が可能な案件のみを採択しており、2022 年度末に中間目標の達成を見込んでいる。 

投稿論文 「査読付き」、「その他」 
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特 許 
「出願済」22 件、（うち国際出願 3 件） 
特記事項： 

その他の外部発表 
（プレス発表等） 

2022 年国際ロボット展（iREX2022）に出展、他 

  

４.成果の実用化・
事業化に向けた
取組及び見通
しについて 

開発成果(要素技術)活用による製品・サービス事業強化を支援し、ロボットサービスプラットフォーム提供と
継続したエンハンスによるイノベーション創出支援により製造業・サービス業の生産性向上、産業用ロボットの
国際競争力強化を図っていく。また、ハンドリング技術に関しては商品開発までを前提に研究開発を進めてお
り、研究開発項目の範囲外である実業化を視野に取組みを進めている。 

配送ロボ事業は、ロボットの製造販売だけでなく、下記のように３つの領域にまたがった事業化が考えられ
る。得意な領域のみを専業とする企業もあれば、３つの領域をパッケージとして提供可能な企業も出現するこ
とが予想され、事業の裾野は極めて大きく、業種の異なる様々な企業が事業化の検討を進めている。 

・ ハード：ラストワンマイル搬送を行うための屋内外を走行可能なロボット 
・ システム：複数の搬送ロボットを管理するためのマネジメントシステム。 
・ サービス：顧客に応じてハード、システムを活用した搬送サービスのオペレーション事業 

５．基本計画に 
関する事項 

作成時期 2020 年 6 月 作成 

変更履歴 

2021 年 11 月 改訂 プロジェクトマネージャーの変更 
2022 年 2 月 改訂 研究開発項目⑤として「自動走行ロボットを活用した新たな
配送サービス実現に向けた技術開発事業（P20018）」を統合 
2022 年 9 月 改定 プロジェクトマネージャーの変更 
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プロジェクト用語集 
 

用 語 説 明 
アクチュエータ “エネルギー”を、直進移動や回転・曲げなど、何らかの“動作”に変換する装置。 

アクチュエータを使うことで、物を動かしたり、物の動きを制御したりできる。 
アジャイル 柔軟で効率的なシステム開発によって、迅速なシステム提供を目ざすというソフトウェア

開発手法の総称。 
アノテーション 「特定のデータに対して情報タグ（メタデータ）を付加する」という意味で用いる。 

AI（人工知能）の分野では、音声・画像・テキストなどのデータ（教師データ）に付
加されるメタデータ（情報タグ）をアノテーションを呼ぶ。 

エンドエフェクタ ロボットアームの先端に取り付けられ、掴む、加工する、ネジを締める、塗装する、など
の動作を行う機器。ロボットハンドとも呼ばれる。 

エンハンス 高める、強める、促進する、強化する、向上させる、などの意味を持つ英単語。IT の
分野では、製品やシステムの機能追加や性能向上のことを意味する場合が多い。 

オクルージョン 手前にある物体が後ろにある物体を隠す状態のこと。 
システムインテグレーショ
ン 

さまざまなシステムの要件定義・設計・開発・運用などを行うサービスのこと。システムの
企画・導入から運用まで一貫して担当するサービスのことを指すことが一般的。 

システムインテグレータ 
 

システムインテグレーションを実施する企業、および要員。 

システムインテグレート システムインテグレーションと同等の意味で捉えることが多い。主にサービスにおける工程
などを示す場合がある。 

ジッター 主にデジタル信号の「タイミングの揺らぎ」のこと。回路や通信経路の雑音、他の回路や
外部機器の変動などさまざまな原因によって発生する。 

ジャミング膜 エンドエフェクタ機構の一つ。 
例：能動変形可能なジャミング膜グリッパ機構 

スループット 機器や通信路などの性能を表す特性の一つで、単位時間あたりに処理できる量のこ
と。コンピュータシステムが単位時間に実行できる処理の件数や、通信回線の単位時
間あたりの実効伝送量などを意味することが多い。 

タスク 課せられた「仕事」、「課題」。 
主に仕事を構成するための小さな単位の作業（仕事）を指す。 

データベース コンピュータ上で集積・整理された情報群のこと。決まった形式（データモデル）で整
理されたデータの集まりのこと指す場合が多い。 

ティーチングペンダント ロボット動作のプログラムの作成やティーチング作業のための入力・操作装置。 外部
自動運転以外のすべての操作を行なえる。 

デプスカメラ 物体の深度情報（奥行き）を測定する技術を備えたカメラ。 
ディレイ ネットワークの遅延のこと。「遅延」といっても遅延の種類は複数あり、「伝搬遅延」や

「アプリケーション遅延」が代表的。 
デッドロック 複数の実行中のプログラムなどが互いに他のプログラムの結果待ちとなり、待機状態に

入ったまま動かなくなる現象を指す。 
テレメトリ 観測対象に取り付けたセンサ等により測定を行い、そのパフォーマンスデータを観測対

象から離れた地点において遠隔で送受信すること。 



６ 
 

薄層プリプレグ 一方向に引き揃えられた炭素繊維／ガラス繊維に熱可塑樹脂を予め含浸させた中
間材料のこと。 

ピックアンドプレース 生産ラインなどでワーク（部品や部材）をある位置から別の位置に搬送する動作。 
ワークをピックアップして置く動作をすることからこの名前で呼ばれる。 

ヒューマンファクタ 多くの人や装置が組み込まれたシステムにおいては、人の特性がさまざまな形でシステ
ム全体の機能に影響する。こうしたシステムの中における人間の要因・特性を「ヒューマ
ンファクター」と呼んでいる。 

プリミティブタスク モデリングに使われる基本形状。平面、円柱、円錐、球などの単純な数式で定義でき
る形状のことだが、平面の組み合わせである立方体もプリミティブとしている。 

プロセスチャンバー 内部が真空になっており、実際にプロセスを行うチャンバーのこと。 
プロセスマイニング 現行の情報システムから容易に活用できるイベントログを基に知識を抽出することで、

実際のプロセスを発掘し、モニタリングし、改善するための分析手法のこと。 
ペイロード 送受信されるデータの伝送単位（パケットやデータグラムなど）のうち、宛先などの制

御情報を除いた、相手に送り届けようとしている正味のデータ本体のこと。 
ペトリネット 離散事象システムをモデル化するためのツール。離散事象システムの特徴は、事象生

起の並行性、非同期性、および非決定性にあり、これらの特徴をもったシステムを条件
と事象を基本としてモデル化し, 数学的解析を可能にしている。 

ポリゴンモデル 物体の表面を、三角形または四角形、場合によっては五角形以上の多角形の集合
で表したもの。 

マルチエージェントシステ
ム 

自ら状況を認識し、それに基づいて判断・行動するエージェント（主体）が、複数存
在するシステム。 

マルチプレクサ 複数の信号を受け、それらを選択したりまとめたりして一つの信号として出力する装置
や素子、機構などのこと。 

マルチモーダル 複数種類のデータを、統合的に処理すること。人間の例では、「五感」に代表される視
覚情報、嗅覚、触覚、味覚、聴覚など外部から入ってくる複数の感覚情報を組み合
わせて処理すること。 

無線 LAN マルチホップ
方式 

無線を搭載した各デバイスにデータの中継機能を持たせることで、バケツリレー式にデー
タの転送を繰り返し、広範囲におよぶ通信を可能とするネットワーク技術。 

メタレベル 一段高いレベルという意味。 
レンダリング 何らかの抽象的なデータ集合を元に、一定の処理や演算を行って画像や映像、音声

などを生成すること。 
ロボットフレンドリー 経産省にて推進している活動。ロボットの未活用領域にも導入を推進していくために、

ロボット側の対応に期待するのではなく、導入側の環境やプロセスを見直すことで、ロボ
ット導入を推進していくこと。 

ワーク 加工や搬送などの対象物のこと。英語で加工対象物を指す「ワークピース」を省略した
用語。 

ADC アナログ／デジタルの変換器 
AI 人工知能のこと。 

英語で人工知能を意味する（アーティフィシャル・インテリジェンス）の頭文字。 
CAE 製品開発の初期段階から、コンピュータを用いた仮想試作・仮想試験を十分に行い、

高品質な製品開発を行うためのコンピュータを活用した設計技術。 
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CFRP FRP の一種で、炭素繊維（カーボンファイバー）を強化材として加えたもの。CFRP
の特徴は「軽くて・強くて・腐食しない」こと。 

CFRTP 炭素繊維（カーボンファイバー）を強化材とし、母材に熱硬化性樹脂ではなく、熱可
塑性樹脂(Thermoplastic resin)を用いた繊維強化プラスチック。 

DB データベースのこと。 
EU 欧州連合のこと。 
EV 「Electric Vehicle」の略で、電気自動車のこと。 
GAN 「Generative Adversarial Network」の略で、敵対的生成ネットワークのこと。 

生成モデルの一種であり、データから特徴を学習することで、実在しないデータを生成し
たり、存在するデータの特徴に沿って変換できる。 

Human in the loop データ収集と前処理～機械学習モデルの訓練～訓練済みモデルの運用監視～継続
的なアップデートという一連の機械学習プロセス／ライフサイクル（ループ）の中に人間
からのフィードバック（feedback）が含まれることを指す 

LiDAR Light Detection and Ranging の略称。レーザー光を使ったリモートセンシング技
術の 1 つで、対象物にレーザー光を照射し、物体に当たって跳ね返ってくるまでの時間
を計測することで物体までの距離や方向、位置、形状などを測定する。 

IPX3 IP○○という表記は、「IP（International Protection）」コードと呼ばれ、精密機
器の水や固形物に対する保護性能を表す。IPX3 は垂直より左右 60°以内からの
降雨によって有害な影響を受けない程度の保護等級である。 

PDMS シリコーンエラストマーの一種で、加工しやすく、微細な流路構造の作製に適した樹脂
素材のこと。 

PM プロジェクトマネージャー。NEDO 内での事業推進管理者を指す。 
P＆P ピックアンドプレースのこと。 
QoS ネットワーク上のサービスを安定して使えるようにするために、データを通す順番や量を

調整する技術のこと。 
RaaS 「Robot as a Service」、ロボットのサービス化ビジネスモデル。 
RGB-D カラー画像（RGB）だけでなく、対象までの距離（D）を取得できるセンサである。 
ROS 「Robot Operating System」 はソフトウェア開発者のロボット・アプリケーション作成

を支援するライブラリとツールでオープンソースの一つ。 
ROBOCIP 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構 

産業用ロボットの基礎技術研究分野において、ロボットメーカー各社が連携。 
R＆D 研究開発を意味する。 
SI システムインテグレーション、システムインテグレートのこと。 
SIer システムインテグレータのこと。 
STL 形式 ラピッドプロトタイピング業界でのデータ伝送形式のデファクトスタンダード。 
VPN Virtual Private Network の略称。インターネット上に仮想の暗号化された専用線

を設け、安全なルートを確保した上で重要な情報をやり取りすること。 
WAN 接続 「Wide Area Network」の略で、遠く離れた場所とつながったネットワークのこと。 
３K 「きつい、汚い、危険」の頭文字をとった言葉。 3K の要素を持つ仕事は、仕事内容

や労働条件が悪いというイメージが強い。 
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1. 事業の位置付け・必要性について 

1. 事業の背景・目的・位置づけ 
（１）事業の背景 

我が国における人手不足への対応に加えて、昨今の新型コロナウイルス感染症の拡大を契機にあらゆる産業分野
で「遠隔」「非接触」「非対面」を実現することが求められている状況も踏まえて、幅広い産業分野へのロボットの導入を
進めていくことが急務であり、具体的には、以下の取組みを実施する。 

① 多品種少量生産にも対応可能な産業用ロボットの実現に向け、鍵となる、「汎用動作計画技術」、「ハンドリング
関連技術」、「遠隔制御技術」、「ロボット新素材技術」、等の要素技術に係る基礎・応用研究について、産業
界と大学等研究機関とが協調しつつ、研究を推進する。 

② サービスロボットの社会実装に向けて、ユーザーの業務フローや施設環境の変革を含むロボットフレンドリーな環境
の実現が必要である。このため、ユーザー、メーカー、システムインテグレーター等が連携し、当該環境の実現に向
けて研究開発等を実施するが、この中で屋外環境での配送サービスを実現するための自動配送ロボットの研究開
発を推進する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１-1．日本の生産年齢人口の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2．事業イメージ図 
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我が国のロボットの活用状況を見ると、1980 年代以降、製造現場を中心にロボットが急速に普及してきた。特に産
業用ロボットについて、現在に至るまで日本のロボット産業は世界で高いシェアを保ってきたものの、近年、中国等のロボ
ットメーカや欧州の大学発ベンチャー等の追い上げにより、1990 年台後半から約 20 年で 30%近く低下し、現在は
60%弱となっている。また、導入先に着目すると、自動車産業が最大の導入先であり、近年は電気・エレクトロニクス
産業でも同様の規模まで増加しているものの、食品、化粧品、医薬品といった、いわゆる三品産業等では導入があまり
進んでいないといった点も大きな課題となっている。また、製造のみならず物流配送などのモビリティ関連や、警備ロボット
やコミュニケーションといったサービス関連分野においても新たなプレイヤーの参入が拡大している。 

   ロボットの研究開発は多岐の分野にわたるとともに、世界における開発スピードも加速している中、厳しい競争環境に
晒されている。このため、各社が単独で基礎・応用研究を実施していくのではなく、協調すべき領域では協調し、従来と
は異なる分野の技術シーズなども取り込みつつ、研究開発を進めていくことが、今後もロボットの開発において日本が世
界をリードするために不可欠である 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3．世界の産業用ロボット年間出荷台数の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-4．世界の産業用ロボット推定販売台数（産業別） 
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（２）事業の目的 
産業用ロボットは、日本経済を牽引する自動車産業や電機・エレクトロニクス産業で数多く導入されており、その技

術は日本の産業を発展させていく上でも欠かせない基盤技術である。また、近年では労働力不足を背景に、サービス
分野・物流分野におけるロボットの活用についても着目されており、今後もロボットの市場は拡大が見込まれている。 

他方で、欧州や中国の追い上げにより、日本のロボット産業は極めて厳しい競争環境に晒されており、中長期的視
点に立った、企業が投資しづらいリスクの高い基礎・応用研究を支援する必要がある。また、現状、日本の産業用ロボ
ットメーカにロボットのみを手掛ける企業はなく、数多くあるセグメントの一つがロボット分野となっているに過ぎず、基礎・
応用研究に割くリソースは極めて限定的であるというのが実態である。そこで、これまで直接関わることの少なかった、ロボ
ティクスとは異なる分野も含めた幅広い大学研究者等との連携を図りつつ、産学が連携した研究体制を構築し、産業
界における協調領域について検討を進めながら研究開発を実施する必要があるが、これには、国の関与が不可欠であ
る。 

一方、非製造業ロボット（サービス関連・物流関連ロボット）の市場に関して、2026 年には 4 兆円を超える規模
となり、年平均 25％以上の成長率での成長が見込まれている。特にラストワンマイル配送におけるドライバー不足解消
や買い物弱者対策、ウィズコロナの中での利用者等の安全につながる非接触型の配送サービスとして、自動配送ロボッ
トの早期の社会実装が期待されている。 

本事業では、中長期にわたり、産業用ロボットにおける重要技術について世界をリードし続けていくことを目指し、既
存技術の改良・改善のアプローチのみならず、サイエンスの領域に立ち返った技術開発や、異分野の技術シーズの取り
込み等によるイノベーションの創出、延いては国際競争力の強化をねらいとするとともに、自動走行ロボットの実用化を
早期に実現し、サプライチェーンの強靭化を図るとともに、関連するビジネスエコシステムの醸成を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-5．NEDO の技術戦略 
 

（３）事業の位置づけ 
2016 年 1 月、総合科学技術・イノベーション会議において「第 5 期科学技術基本計画」が策定され、2020 年

度まで第 5 期基本計画に沿った科学技術政策を推進するとされている。当該計画では、未来の産業創造と社会変
革に向けた新たな価値創出の取組として、世界に先駆けた超スマート社会「Society 5.0」の実現を示すとともに、超
スマート社会における競争力向上と基盤技術の戦略的強化について掲げ、新たな価値創出のコアとなる、ロボット等の
強みを有する技術について、中長期的な視点から高い達成目標を設定し、その強化を図るとしている。 
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また、2019 年 7 月、内閣府、厚生労働省、文部科学省、経済産業省により合同で開催された「ロボットによる社
会変革推進会議」の取り纏め（ロボットによる社会変革推進計画）では、国内需要よりも海外需要が拡大する中、
国際競争力を強化していく上で、如何に国内でキープロダクツを育て、システムインテグレート能力を強化していくかが重
要な課題であるとされている。今後プレイヤーが急拡大することが見込まれる中、将来の乱立に向けて、早い段階で、
産業界が協調すべき領域を特定し、大学における基礎研究を活用しつつ、産学が連携して基礎・応用研究を実施し
ていくための体制整備が必要であるとされており、国内ロボットメーカ等の主導によりアカデミアの基礎研究を促進、支援
する本事業は政策的にも極めて重要な位置づけにある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-6．ロボットによる社会変革推進計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-7．国の政策推移 
 

自動配送ロボットにおいては、本格的な社会実装に向け、2019 年度内に官民による協議会を立ち上げ、同協議
会における議論も踏まえながら、ロードマップの策定及び社会受容性の向上のために必要な措置、必要なルールの在り
方、求められる安全性等についての検討に着手する。」ことを掲げている。今年に入り、関連する動きが活発化しており、
2 月には民間主体による一般社団法人ロボットデリバリー協会が発足、4 月には低速・小型の自動配送ロボットに関す
る制度化を含む「道路交通法の一部を改正する法律」が成立し、2023年までに施行される予定となっていることから、
自動走行ロボットの早期の実用化を目指す本事業は政策的にも極めて重要な位置づけとなる。 
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２. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 
   ２．１ NEDO が関与することの意義 

世界の産業用ロボットの販売台数は、2013 年から 2017 年の 5 年間で約 2 倍に増加しており、今後も年平均
12%の増加が見込まれている。また、サービス関連・物流関連ロボットの市場も 2026 年には 4 兆円を超える規模と
なり、年平均 25％以上の成長率での成長が見込まれている。 

 産業用ロボットの導入台数に着目すると、2012 年には日本が 1 位であったが、2017 年には中国が日本を抜い
て 1 位となっており、6 年間で約 5 倍に増加している。同様に、サービス関連・物流関連ロボットに関しても欧米中にお
いて様々な企業の参入拡大が続いている。 

 この他、欧州では、EU の「Horizon2020」において金融危機後の EU 経済の土台を築くために、「研究室から産
業へ、そして市場へ」を掲げ、産学連携によるイノベーション創出が進められており、ロボット分野については 23 のプロジ
ェクトが実施されており、年間 2 億ユーロが助成されている。なかでもデンマークにおいては、オーデンセ市により技術クラ
スター「オーデンセロボティクス」が発足し、2019 年 2 月時点で約 120 社のロボット関連企業や研究・教育機関及び
投資機関・企業が参画するなど、ロボティクスに係る技術・経営を熟知したプロフェッショナル集団による基礎研究から市
場参入までの一気通貫型支援を目指した、自治体による各種支援が実施されている。 

 以上より、本事業では、中長期にわたり、産業用ロボットにおける重要技術について世界をリードし続けていくことを
目指し、既存技術の改良・改善のアプローチのみならず、サイエンスの領域に立ち返った技術開発や、異分野の技術シ
ーズの取り込み等によるイノベーションの創出、延いては国際競争力の強化をねらいとするためにも NEDO が関与する
ことが必要である。 

 

 
図 1-8．主要国・地域でのロボットに係る取組み 
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  ２．２ 実施の効果（費用対効果） 
今後わが国では、製造業、卸売・小売、物流分野の人材不足、3K 職場人離れ、宅配取扱個数の急増、買い物

弱者の増加が予想され、これらへの対策が急務である。 
本事業において、これまでの事業費合計は、13.2 億円（2020～2022 年度）であり、下図にて試算した通り、

今後の人材不足を平均年収で換算したとして、本事業で得られる効果を市場規模の 5％と仮定しても十分な経済
効果が見込めるものと考える。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-9．費用対効果（試算） 
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２．研究開発マネジメントについて 

１. 事業の目標 
（１）アウトプット目標 

本事業では 5 つの研究開発項目（汎用動作計画技術、ハンドリング関連 技術、遠隔制御技術、ロボット新素
材技術、自動配送ロボット）を定め、検証・評価を行う。各研究開発項目において、多品種少量生産現場や配送事
業をはじめとするロボット未活用領域においても対応可能なロボットの実現に向け、ロボットメーカ等が自社の製品開発
に適用可能となる要素技術を 8 件以上確立することを目標とする。 

さらに、各研究開発項目で得られた成果を統合したロボット試作機を製作し、実現場を模した環境での実証試験を
行い、いずれも従来のロボットと比較して、「自動化率 30%向上」、「システムインテグレーションコストの 50%削減」を
実現し、ロボットの更なる普及に資することを目標とする。 

研究開発項目ごとの最終目標については表 2-1．参照。 
 

表 2-1．研究開発項目ごとの最終目標 

 
 

（２）アウトカム目標 
本事業により得られた要素技術が活用されることで、ロボットの小型化・軽量化が進み、ロボット動作における消費電

力削減を実現することを目標とする。また、最適なロボット動作計画を用いることで、無駄な動きを省いた効率的なロボ
ットの動作を実現し、ロボット導入における省エネ化に寄与する。測定指標として、エネルギー効率について、現状（事
業開始時）と比較して 1.5 倍とすることをアウトカム目標に掲げる。 

 
（３）アウトカム目標達成に向けての取組 

各研究開発項目において、国内ロボットメーカ等主導のもと、大学における基礎研究を活用しつつ、産学が連携して
基礎・応用研究を実施する。その際、従来のアカデミアの分野に囚われることなく、異分野の技術シーズを積極的に取
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り込んでいくことに加えて、ロボット関連企業、大学や研究機関との間で人材交流等を行いながら、産学の連携体制で
実施することにより、本事業で得られた研究成果の社会実装の確度を高める。 

 
２. 事業の計画内容 

   ２．１ 研究開発の内容 
上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、図．ｎの研究開発スケジュールに基づき研究開発を

実施する。 
（ａ）研究開発項目①「汎用動作計画技術」 
（ｂ）研究開発項目②「ハンドリング関連技術」 
（ｃ）研究開発項目③「遠隔制御技術」 
（ｄ）研究開発項目④「ロボット新素材技術」 
（ｅ）研究開発項目⑤「自動配送ロボットによる配送サービスの実現」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-1．研究開発スケジュール 
 

なお、（ａ）～（ｄ）（研究開発項目①～④）についてはロボット産業における共通基盤となり得る協調領域
の基礎・応用研究開発を支援するものであり、主として大学等研究機関が実施するものであるため、従来であれば、
委託事業で実施すべき研究開発内容である。しかしながら、早期の実用化と普及を確実なものにするため、民間企業
の積極的な関与を初期から得て推進することを目的に、助成事業として実施する（NEDO 負担率：2/3）。 

研究開発項目⑤については、配送分野に向けた応用研究開発及び実証を支援するものであり、実用化に向けて
企業の積極的な関与により推進されるべき研究開発であるため、助成事業として実施する（NEDO 負担率：大企
業 1/2、助成、中堅・中小・ベンチャー企業 2/3 助成）。 
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   ２．２ 研究開発の実施体制 
事業目標の達成には多くのブレークスルーが必要であることを考慮し、次のような観点から研究開発の実施体制を

構築している。 
① それぞれの研究開発項目について最高のポテンシャルを有する研究者を企業・機関のレベルを超えて結集させ、

ドリームチームを結成する。 
② それぞれの研究開発項目内のみならず、研究内容や企業の壁を越えて研究開発項目が相互に関連しあって

目標とするシステムが構築され高度化していくことを目指し、相互に緊密な連携を図って研究開発を推進できる
ようにする。 

③ 各企業、機関が所有する既存設備、ノウハウ等を有効に活用することにより、効率的かつ効果的な研究開発を
可能とするとともに、できるだけ効果的な資金配分を実現する。 

④ 参加企業・機関が一体となって標準化推進を進めるとともに、本研究開発成果の実用化・事業化をより確実
なものとするため、国内外市場における事業戦略を策定しつつ研究開発を推進できるようにする。 

 
本事業の研究開発企業と共同研究先、研究項目を図 1-11.に示す。本事業は技術研究組合 産業用ロボット

次世代基礎技術研究機構（以下、ROBOCIP と略記する）、パナソニックホールディングス株式会社、国立大学法
人 東北大学、ヤンマーホールディングス株式会社、京セラコミュニケーションシステム株式会社、株式会社 ZMP、
LOMBY 株式会社に NEDO が助成金を交付して実施する事業である。 

ROBOCIP の研究員は、組合企業である川崎重工株式会社、株式会社デンソー、ファナック株式会社、株式会社
不二越、三菱電機株式会社、株式会社安川電機、セイコーエプソン株式会社、株式会社ダイヘン、パナソニックホー
ルディングス株式会社から登録される研究員と、ROBOCIP にて採用した研究員により構成され、各企業内および
ROBOCIP 実験室にて研究開発活動を実施している。他は単体企業および共同研究先にて実施する。 
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図 2-2．研究開発の実施体制 
 
  

技術委員会 
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   ２．３ 研究開発の運営管理 
NEDO は、研究開発全体の管理、執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境の変化等を適時に把

握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項
を実施する。 

① 研究開発の進捗把握・管理 
PM は、研究開発実施者と緊密に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、テーマ間連携による相乗効
果や相補的技術要素の整理等についても実施者含め検討を行う。 

② 技術委員会の開催 
PM は、研究開発の進捗状況に応じ、適時技術委員会を開催し研究開発内容の精査、方向性の見極め等を
実施する。 

 
表 2-2．研究開発項目別技術委員リスト 

技術委員リスト 
要素技術開発：研究開発項目①∼④ 自動配送ロボット：研究開発項目⑤ 

委員長  有木 俊博 
委員    細田 祐司 

        榊 泰輔 
        三治信一朗 

委員長  永井 正夫 
委員    細田 祐司 

        川本 雅之 
        三治信一朗 
        東 博暢 
        冨士原 寛 

 
   ２．４ 研究開発成果の実用化・事業化に向けた マネジメントの妥当性 

事業の開始にあたり、NEDO は経済産業省と共に産業用ロボットにおいて強みを持つ企業が参加した事業の実施
体制を構築し、産業用ロボットに要する各種技術との深い誘導を実現するために必要な研究開発とその成果の実用
化の達成に対する蓋然性を高めている。 

 
（１）シンポジウムの開催 

・ 第 34 回新産業技術促進検討会シンポジウム「ロボット活用拡大に向けた最新の取り組み」 
    （2021 年 8 月 31 日）モノづくり日本会議・ウェビナー（NEDO、ROBOCIP） 

 
・ 「自動配送ロボットを活用した新たな配送サービス実現に向けたシンポジウム～自動 

配送ロボによるラストワンマイルの現在を知る」（経産省、NEDO、本事業参加事業者等） 
 （2022 年 3 月 8 日） 

 
・ NEDO 講座 「自動配送ロボのラストワンマイル」（全 5 回） 

（2022 年 3 月 8 日、5 月 11 日、7 月 22 日、9 月 9 日、12 月予定） 
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図 2-3．第 34 回新産業技術促進検討会シンポジウム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-4．自動配送ロボットシンポジウムの様子 
 

（２）講演 
・ 横浜ロボットワールド 2021（2021 年 11 月 10 日） 

「ロボット導入拡大に向けた NEDO の最新の取り組み」（NEDO） 
 

・ 国際ロボット展 2022 NEDO セミナー（2022 年 3 月 10 日） 
「新たな領域での活用を目指した革新的ロボット技術開発」（NEDO） 
「人とロボットの共生社会を目指した ROBOCIP の研究プロジェクト紹介」（ROBOCIP） 
「遠隔・非対面・非接触での配送サービス実現のための自動走行ロボット開発」（NEDO） 
「UR 団地における、5G/4G を用いた複数ロボットの遠隔監視・配送実証の実施」（NTT ドコモ） 

 
・ 第 40 回 日本ロボット学会・講演及び展示（2022 年 9 月・予定） 

「データドリブンロボティクス」（ROBOCIP） 
 

（３）展示会への出展 
・ World Robot Summit (WRS) NEDO ブース展示（オンライン）（2021 年 9 月） 

 
・ 国際ロボット展 2022 NEDO ブース展示：各事業者 （2022 年 3 月） 
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図 2-5．国際ロボット展での展示（2022 年） 

 
３. 情勢変化への対応 

    情勢変化への対応としては、以下のような取り組みを行っている。 
（１） 国際競争力強化や実用化に資すべく本事業で開発を進めている要素技術の研究開発成果に基づき、当初の

計画を変更する形で、実施方針の変更や加速資金の投入を実施した。産業用ロボットの応用についてはまだ
課題多く、実装技術・評価技術の開発を前倒しし、実用化検討を推進している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2-6．加速予算投入による研究開発前倒し 
 
（２） プロジェクトで取り組む技術分野について、国内外の技術開発動向、政策動向、市場動向等を調査し、技術

の普及方策を分析・検討する。なお、調査の効率化の観点から、必要に応じて本プロジェクトにおいて委託事
業として実施する。 
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図 2-7．調査事業一覧 
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３．研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 
  １．１ 事業全体の成果について 

革新的ロボット研究開発基盤構築事業での基本計画に定めた研究開発項目に基づき、事業の目的や目標を達
成するために以下の研究テーマについて研究開発を進めており、各研究開発において所期の成果が得られている。詳
細な内容については「3.2 項 開発項目毎の成果」にて記す。 

  ・産業用ロボットの機能向上・導入容易化のための産学連携による基礎技術研究 
    研究開発項目①：汎用動作計画技術、②：ハンドリング関連技術、③：遠隔制御技術 
             ④：ロボット新素材技術 
  ・変種変様な多能工作業を可能にするセンシング技術搭載エンドエフェクタの開発と実証 
    研究開発項目②：ハンドリング関連技術 
  ・果菜作物収穫システムの開発 
    研究開発項目①：汎用動作計画技術、②：ハンドリング関連技術 
  ・人共存下における配送ロボット・運行管理システムの開発と住宅街等での配送サービスの実現、他 
    研究開発項目⑤：自動配送ロボットによる配送サービスの実現 

 
  １．２ 知的財産権の確保に向けた取組み 

研究開発の実用化・事業化を推進するためには、製品の性能優位性を確保するとともに、持続的に市場優位性を
確保するために、簡単に他社に真似されない製品とする必要がある。本事業は助成事業であり、知的財産権は各事
業者へ帰属するため知的財産権の確保に向けた取組みは各事業者の考え方に委ねる。 

 
表 3-1．知的財産権に関する考え方 

 
 
  １．３ 成果の普及 

研究開発の中で共有化されてきた成果の社会実装、産業への波及効果を推進するために、研究開発の実施期間
中から、研究開発の成果が迅速かつ広く受け入れられるように、ニュースリリース、展示会への出展、シンポジウム開催
等の取り組みを通じて、革新的ロボット研究開発基盤構築事業の情報発信、普及促進を推進する。さらに革新的ロ
ボット研究開発基盤構築事業を、一般ユーザ、研究者、学生等へ幅広く普及させるために、成果普及、人材育成、
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ビジョン形成等の活動を推進する。 
研究開発成果の普及として、学会活動、展示会活動、ニュースリリース等を表ｎ*にまとめる。特許については、研

究開発成果の活用のため、成果や知的財産権は国内外で積極的に投稿、出願している。 
 

表 3-2．成果普及の状況 
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  １．４ 研究開発目標の達成度について 
研究開発の中間目標に向けた進捗状況を表 3-3.にまとめる。達成度は全て大幅達成◎、達成〇となっている。 

なお、下表における達成度は各事業者個別の評価を基に、本事業として総括的視点で目標と成果を精査した結果を
記している。従って「3.2 項 開発項目毎の成果」に記される各事業者毎の達成度とは相違する部分がある 

 
表 3-3．中間目標の成果状況 
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表 3-4．成果の最終目標の達成可能性 
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2. 研究開発項目毎の成果 
２．１ 産業用ロボットの機能向上・導入容易化のための産学連携による基礎技術研究（ROBOCIP） 

産業用ロボットを取り巻く世界の動向を見ると、中国では国主導で SI の強化に取り組んでおり、欧州では産学が連
携して産業用ロボットを含むロボットのイノベーション創出が進められている。一方日本では、産業用ロボットメーカにロボ
ットのみを手掛ける企業はなく、数多くある部門の一つがロボット事業になっていることから、ロボットの基礎、応用研究に
割くリソースは限定的であり、極めて厳しい競争環境に晒されている。 

そこで、多品種少量や変種変量の製造業やサービス業への産業用ロボットの展開を見据えたSIの導入容易化、低
コスト化および現状の産業用ロボットでは困難な熟練作業の自動化のために、異分野の技術シーズも取り入れつつ産
学連携により機能性や操作性、省エネルギーに優れた産業用ロボットの要素技術を開発する。具体的な研究項目お
よび担当機関は以下の通りである。 

〔ハンドリング・汎用動作計画技術〕 （㈱デンソー、東京大学、大阪大学、岡山大学、筑波大学、武蔵野大学、
産業総合技術研究所） 

・作業対象物や、ロボット、ハンドをまとめて扱えるメタデータベースの構築 
・上述データベースを利用して、ロボットの最適な動作計画を自動生成する汎用動作ロジック 
・定型物および不定形物をハンド選定やハンドリングするための戦略を導出するアルゴリズム 
・簡便で低コストな作業対象物の形状や物性データを取得する計測手法 
・データベースを利用したロボット生産システムの構築方法 

〔遠隔制御技術〕 （川崎重工㈱、㈱ダイヘン、神戸大学、名古屋大学、東京工業大学） 
・産業用ロボットの遠隔制御において必要なデータ種類、データ量、更新周期の基準の導出と検証 
・上述された基準を利用して、人間工学的要素を考慮した最善の通信方式の制定 

〔ロボット新素材・センサ応用〕 （㈱安川電機、三菱電機㈱、東京工業大学、広島大学、千葉工業大学、 
産業総合技術研究所、名古屋大学、東京都立大学） 

・産業用ロボットの駆動部または構造部のうち消費電力削減に寄与する項目を提示し、その寄与する項目を 
評価するための指標(疲労強度や剛性など)を導出 

・上述指標をもとに軽量化・高性能化に寄与する新素材 
・センサデバイスの産業用ロボット実装のための要素技術 
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２．１．１ 全体成果 
研究開発項目①∼④にて掲げた目標を具体的に実行し、中間目標に対する全体成果として表．ｎに記す成果が

達成する見込みである。 
 

表 3-5．全体成果 
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２．１．２ ハンドリング・汎用動作計画技術 
産業用ロボットを利用した組立や搬送などの各種作業に対して作業対象物(モノ)のデータや物性データおよびロボッ

トや周辺機器、ハンドをまとめたデータベースを構築し、データベースから最適な動作計画を自動的に生成する汎用動
作ロジックを開発する。モノは定型物および不定型物を対象とし、データベースから近い形状のモノは把持可能な柔軟
で汎用的なハンドリング技術を開発する。 

各共同研究機関の成果をとりまとめ、データベースを活用する３つのシナリオをベースに課題の明確化を推進した。 
●シナリオ 1 では DB のオフライン活用による P&P のシステムインテグレータ(SI)コスト削減を目標に P&P の対象ワ
ークやハンド、ハンドリング、動作計画など一連の動作をどのように DB に登録するのが望ましいのかを検討を実施した。 
●シナリオ 2 では DB のオンライン活用による P&P の自動化率向上を目標にリアルタイムで物体の認識等を行う際
に必要な要素の検討を実施した。 
●シナリオ 3 においては次年度以降に各研究機関の成果を統合したフレームワークの統合 DB においてロボットシステ
ムデータの生成及び最適化の機能構築を実施した。また加えて各研究機関においては上記シナリオでの活用につなが
る研究成果の構築を推進した。 
 

 
 

 
 

 
図 3-1．データベース活用シナリオ 
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   中間評価分科会時点での各共同研究開発先での個別目標、成果及び今後の課題を表 3-6．に示す。 
 

表 3-6．共同研究先の成果と課題 

 
 
   各研究先の詳細を以下に記す。 
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① ロボット・意味計算データベース・アーキテクチャの開発（武蔵野大学） 
     “物体知識”と“物体適用操作機能”を対象とした異種のデータベースが存在するマルチ・データベース環境（“物体

知識”、および、“物体適用操作機能”）において、それらの異種“物体知識”、“物体適用操作機能”を下位層レベル
の既存データベースとして位置づけ、それらを統合し、有機的に連動させることにより、メタレベル・ROBOTIC・DB 
ARCHITECTURE を実現する。 
〈目標〉 

      2022 年度中間目標：ROBOTIC-Semantic Computing DB ARCHITECTURE(意味 DB)、メタレベル・
ROBOTIC・DB ARCHITECTUR(メタ DB)の原理開発・検証 

      最終目標（2024 年度末）：ROBOTIC-Semantic Computing DB ARCHITECTURE、メタレベル・
ROBOTIC・DB ARCHITECTUR を活用したアルゴリズムを用いて検索システムを構築し、統合 DB システム
上での機能検証を実施することで、実用化に向けた基礎研究を完成させる。 

 
〈スケジュール〉 
   2022 年度：ROBOTIC-Semantic Computing DB ARCHITECTURE、メタレベル・ROBOTIC・ 

DB ARCHITECTUR の原理検証及び検索アルゴリズムの検証を実施 
2023 年度：各共同研究機関で構築したデータを活用した検索システムの構築を実施 
2024 年度：構築した検索システムの検証を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

      メタレベル・ROBOTIC・DB ARCHITECTURE は、ロボットの操作対象物体の意味を解釈し、ロボットと物体間
の状況・文脈に応じて操作機能を抽出する ROBOTIC-Semantic Computing DB ARCHITECTURE の実
現、および、ロボットが、物体の意味と動作状況（動作文脈）を解釈し、その物体の意味と動作状況（動作文脈）
に応じた動作 PROCESS を生成し、実動作を行うデータとプロセスの自動生成を行うデータベースとして機能する新
しいメタレベル・ROBOTIC・DB ARCHITECTURE である。 

 
〈成果〉 

     これまでに設計・実装した “ROBOTIC・DB 設計支援システム（空間生成マトリクス作成支援ツール
SOFTWARE ）” を用いて、メタレベル・ROBOTIC ・DB ARCHITECTURE における ROBOTIC-Semantic 
Computing データベースの基本データ構造を設定し、実現データ例の作成を行った。さらに、ROBOCIP から提
供されたサンプルデータをもとに、時間的、空間的、および、意味的な関連性を計量の対象とし、ロボットシステム、モ
ノ形状、動作戦略、ハンド、周辺機器等の統合的関連性計量を実現する ROBOT・DB 統合意味計算方式を設
計した。また、ロボットシステム、モノ形状、動作戦略、ハンド、周辺機器についてのサンプルデータベースとして、本
“ROBOTIC・DB 設計支援システム”による ROBOTIC-Semantic Computing データベース生成を行った。さ
らに、ROBOTIC Semantic Computing データベースを対象とした ROBOT・DB 統合意味計算によるデータ検
索実験を行った。これらのデータ検索実験結果の精度の分析を行うために、本“ROBOTIC・DB 設計支援システム”
の意味解釈機能の計量分析・可視化機構の実現を行った。これらにより、時間的、空間的、および、意味的な関
連性によるロボットシステム、モノ形状、動作戦略、ハンド、周辺機器等の複合的な組み合わせを対象として、それら
に適合するロボットシステムを検索する ROBOT・DB 統合意味計算方式を実現した。本 ROBOT・DB 統合意味
計算方式は、多様なモノ形状を対象とした問い合わせの形成を可能にし、問い合わせに対応する時間的、空間的、
および、意味的な関連性を有するロボットシステム、モノ形状、動作戦略、ハンド、周辺機器等の組み合わせを生成
するメタレベル・ROBOTIC・DB ARCHITECTURE として位置づけられる。 
（１） ロボットの操作対象物体についての“物体知識”とその“物体適用操作機能”を体系的に蓄積・共有・検索・
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統合・分析する本メタレベル・ROBOTIC ・DBARCHITECTURE を設計するための“ROBOTIC・DB 
設計支援システム”を対象として、ROBOT・DB 統合意味計算方式を設計し、操作対象物体の形状属
性（重量、容量、サイズ等の連続値）を扱うことができる ROBOT・DB 統合意味計算方式における意味
解釈機能の計量分析・可視化機構の実現を行った。 

（２） さらに、“ROBOTIC・DB 設計支援システム”を対象として、基本データ構造例を設計し実現データ例の作
成を行った。ROBOCIP から提供された「ロボットシステム」「ロボットシステム属性」「モノ形状」「ロボット」「ハ
ンド」「周辺機器」「配置」「作業手順」「ハンドリング」「動作戦略」に関するサンプルデータを対象として、基本
データ構造例を設計し実現データ例の作成を行った。 

（３） ロボットの操作対象物体とロボット操作機能を対象とし、それら物体の形状属性（重量、容量、サイズ等の
連続値）を対象として、状況（文脈）に応じた物体とロボット操作機能の組み合わせを意味的計量
（ROBOTIC-Semantic Computing）により実現する意味解釈機構の SEMANTIC DB 処理サンプ
ルプログラムと複合的な組み合わせ処理を可能とする計量軸重みづけ機能を試作した。 

（４） ROBOTIC-Semantic Computing DB 問合せ例設計：動作戦略リスト設計として、ROBOCIP から
提供されたモノ形状問合せ例を対象として、SEMANTIC DB 処理プログラムの適用による問い合わせ処
理実験を行い、その実現可能性を確認した 

（５） ROBOTIC-Semantic Computing DB 問合せ実行結果として、実験検証用にロボットシステムリストの
生成と計量結果の可視化実験を行い、その実現可能性を示した。 

（６） ユーザー側の環境情報と入力作業内容(自然言語)を基にプリミティブタスクの自動変換アルゴリズムの構築
を開始し、シミュレータ上においてその検証を行った。 

 
    各項目の DB と SYSTEM の構成について図 3-2.～図 3-3. を添付する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-2.  “ROBOTIC・DB 設計支援システム 
（空間生成マトリクス作成支援ツール SOFTWARE）”構成図 
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   環境状態と入力作業内容(自然言語)からロボットの認識できるプリミティブタスクへの自動変換アルゴリズムを構築
し、ロボット側で認識したワーク・オブジェクトの状態に合わせて行動選択・動作生成を行うシステムについてシミュレー
タ上での検証を開始。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-3．DB 検索時の作業内容入力からプリミティブタスクへの自動変換フロー 
 

〈ベンチマーク〉 
      多様なモノ形状を対象とした問い合わせの形成を可能にし、問い合わせに対応する時間的、空間的、および、意

味的な関連性を有するロボットシステム、モノ形状、動作戦略、ハンド、周辺機器等の組み合わせを生成するメタレ
ベル・ROBOTIC・DB ARCHITECTURE として位置づけられ、他機関では追随できていない世界トップレベルの技
術である。 

 
② 画像に基づくモノのデータ作成技術および形状データ登録・分類方法の検討（産業技術総合研究所） 

    これまでの研究開発により、モノの形状データ作成・登録・分類方法および保有技術との関係整理に基づき、DB 登
録の流れやユースケース、後プロセス（ハンド・ハンドリング設計検証）との関係を確定した（図 3-4.）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-4．3D 形状 DB の利用プロセスと処理 
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〈目標〉 
   2022 年度中間目標：モノデータの登録方法に関する検証及び DB への登録要素の検証 
   最終目標（2024 年度末）：構築したモノデータにより統合 DB への実データ登録検証及びデータベース内のモ

ノデータを活用した初見ワークの形状推定等の要素技術を構築し、実用化に向けた基礎研究を完成させる。 
 

〈スケジュール〉 
2022 年度：モノデータの登録技術の検証及び実際に登録するモノデータの登録内容の検証を実施 
2023 年度：登録したモノデータを活用した初見ワーク形状推定技術の構築 
2024 年度：構築した要素技術の検証を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
   〈ベンチマーク〉 
      これまで公開されている 3D モデルデータセットは、日用品を対象としたものが多く、種類がまばらで規模も大きくな

い。一方で、コンビニやスーパーなどの店舗環境には、類似の商品が数多く存在する上に、定期的にパッケージの違う
新商品に入れ替えられる。このような店舗商品の3Dモデルを簡便に作成する技術がこれまでなく、それゆえ商品3D
モデルのデータセットもこれまで提案されてこなかった。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

モノの形状データ作成技術に関しする研究開発については、多様な手法（3D レーザスキャナ、フォトグラメトリ、
RGB-D カメラ等、図 3-5．）について様々なモノの 3D モデルデータを作成、精度評価、テクスチャ画像解像度に
ついて評価するととともに、将来的に現場での形状データ作成を考慮し、作成手順の容易さも含めて評価を行った。
特に、光沢のあるもの、透明物体についてはデータ生成のためのノウハウが必要であり、別途実施している透明物体
の GAN（Generative Adversarial Network）による推定手法に関する研究の知見も取り入れ、様々な物体
の 3D 形状データ取得手法の体系化を行っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-5．形状データ作成手法と得られた 3D データの評価 
 

〈成果〉 
モノの形状データの DB への保存に関する研究では、形状データの表現形式について議論し、後プロセスやハンド

リング時の DB の利用も考慮、形状プロファイル情報、点群情報、プリミティブ形状情報、把持知識情報等を保持で
きるよう DB 構造を定義、スキーマ作成の上 DB を実際に作成するとともに、Web ブラウザによるフロントエンド（図 
11）を開発し実際にモノ形状データ等が格納・閲覧・検索できることを確認した。 
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今後、これらの技術について、後段のハンド・ハンドリング設計検証プロセスと連携および、実際のハンドリングへの
応用について、実機ロボットを用いるなどして検証を進める予定である。 

 
③ 最適なエンドエフェクタを選択するために必要なハンドデータや抽出アルゴリズムの開発（筑波大学） 

    ワーク・ハンド・把持位置に基づいた把持安定度の定義および計算手法の開発を進め、ワークの種類及び置かれた
姿勢、ハンドを指定することで、様々なアプローチ方向および把持位置から安定な把持パターンのデータを作り、把持デ
ータベースに格納するシステムを構築した。 

 
〈目標〉 
   2022 年度中間目標：ロボット把持の原理検証及び把持原理に基づく戦略の開発・検証  
   最終目標（2024 年度末）：把持戦略の検証に基づくロボットハンドの要素技術の確立及び統合 DB への把

持戦略の実装により、実用化に向けた基礎研究を完成させる。 
 

〈スケジュール〉 
2022 年度：ロボット把持の原理検証及び把持戦略の検証を実施 
2023 年度：検証した把持戦略の確立及び統合 DB への実装 
2024 年度：構築した要素技術の検証を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
   〈ベンチマーク〉 
      システムインテグレータやロボットユーザーが、ハンドリング／組立／その他作業を行うロボットシステムを設計する際

に、適切なエンドエフェクタ（電動ハンド、エアーグリッパ、バキューム、その他。以下ではまとめて「ハンド」と記述）を選
択するための補助となるデータベースおよび検索アルゴリズム（もしくはプログラミングフレームワーク）の開発を目標と
する。 

従来手法では、カメラで計測したワーク形状データを基に計画を行うという手法を用いているため、データベース化さ
れているワークなども、質量や重心位置などの本来考慮すべき重要なパラメータを含んでいない。ハンドはほぼ決まっ
ており。それで把持できることを前提とし、ハンマーのヘッドと柄のような異なる重量バランスにも対応していない。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

ワークの形状、材質、重さ等、ハンドの種類、形状、把持力、開き幅等を含めたデータベースを構築する。 
まずはエアーグリッパ／電動ハンドの二指ハンド／三指ハンド、バキュームを対象とし、可能な把持パターンの抽出・生
成、その時の把持安定度を、上記のパラメータを用いて力学的に算出する。 

設計者は、把持安定度の許容値を設定することで、複数のワークを一つのハンドで掴む、などの選択が可能となる。 
把持可能／把持不可能領域については、まずは設計者が指定するが、ワーク固有の条件（高精度加工した箇所
を把持不可に、等）やタスクに依存する条件（卓上に置く場合は上下には把持不可、等）などをデータベース化、
および、指定を容易にすることで、設計を容易にする。 

爪の設計は従来ワークごとに個別に行われている。上記の手段でハンドおよび把持方法が選択されているので、そ
の把持方法に合わせて、ワークとの接触面形状を変形させていき、より安定度が増す接触面形状を探索する。この
面形状が爪の形状となる。ただし、一つのハンドが複数のワークを把持することを想定しているので、すべての対象ワー
クに対して、安定度が増すことを確認する必要がある。 
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   〈成果〉 
具体的なデータベース作成手順は以下のように検討した。ワークデータベースには、ワーク情報として、ワーク名、

CAD データ STL 形式、重心位置、質量、摩擦係数、プリミティブ＝平行 2 面の組、円筒面＝ が格納される。ハ
ンドデータベースには、ハンド名、指本数、把持力などの情報が格納される。把持対象となるプリミティブに対し、多数
の把持候補点および姿勢を生成し、各把持姿勢に対して把持安定度の計算を行う。このとき、爪形状は平らな面
とし、ハンドの開閉幅は一時的に無限大として爪が対象物に接触するまで移動させる。計算された把持安定度が 0
以上であれば安定な把持可能であるとして、ハンドリングデータベースへ登録する。さらに、平らな爪形状を仮想的に
開閉幅の半分程度ワークに食い込ませ、重なった部分を消去することで、爪形状をワーク形状にフィッティングさせる。
これにより、ワークに適応したハンドリングシステムを構築できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-6．把持対象プリミティブに対する把持姿勢生成 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-7．ワーク形状に合わせた爪形状フィッティング 
 

また、2021 度はロボットシステムインテグレータ（SIer）に対する調査を行った。SIer がハンドリングシステムを構
築する手順や具体的な事例、気を付ける箇所などの条件についてインタビューを行った他、具体的なワークを指定
し、どのようなハンドおよび把持方法を設計するのか調査するために、実システムの設計、製作を依頼した。設計時の
検討項目として、ハンドから把持位置までのオフセットに応じて把持力が変化する点、開閉の両位置での周辺との干
渉チェック、ワークの寸法誤差が大きい場合の電動ハンドの問題点、など様々なノウハウが提示された。さらに、大学
の実験設備に合わせた実験システムの製作を依頼し、条件に合わせた設計の手順についてインタビューを行った。 

2022 度は、データベース構築の高速化、データベースに基づいて新たなワークに対するハンドリングシステムの設
計手順作成を行うほか、実験システムを用いてコンベア上を流れてくるワークの種類と姿勢を計測し、オンラインでデー
タベースを検索して適切なハンドを用いてハンドリングするデモシステムを構築する予定である。 
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図 3-8．5 種類のハンドを搭載したハンドリング実験デモシステム 
 
 

④ システムインテグレータなどが持っているロボットの動作戦略（ノウハウ）のディジタル化、データ化と、そのデー
タを利用方法に関する開発（大阪大学） 

    ロボット動作計画・視覚認識ソフトウェアの整備を行った。ROS(Robot Operating System)に基づいて、視覚認
識の部分と動作計画の部分を構築している。 

 
〈目標〉 

2022 年度中間目標：動作戦略の基礎となるワーク認識からの動作生成に関する検証を実施  
   最終目標（2024 年度末）：動作戦略の検証に基づく動作計画法の確立及び統合 DB への動作戦略の実

装により、実用化に向けた基礎研究を完成させる。 
 

〈スケジュール〉 
2022 年度：ロボット動作戦略の原理検証及び動作戦略の検証を実施 
2023 年度：検証した動作戦略の確立及び統合 DB への実装 
2024 年度：構築した要素技術の検証を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
   〈ベンチマーク〉 
      従来より、ロボットハンドによって対象物の把持姿勢を計画し、計画された把持姿勢を使った作業計画の研究や、

機械学習を用いてロボットの作業動作を自動生成する研究が行われている。しかしながら、これらの従来研究は十
分に実用化がされているとは言い難い。これは、実用化を考えた場合、ロボットは膨大な数の日用生活品や工業部
品を対象にして動作を自動的に生成しなくてはならないからである。これらの日用生活品や工業部品は、それぞれの
形状や使い方に関して特徴を有しており、ロボットによる作業動作を生成する場合は、それらの特徴を的確に記述し
た上でロボットの動作生成を行わなくてはならない。 
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〈アプローチ、特徴技術〉 
本研究開発では、ロボットが扱う日用生活品や工業部品などの対象物に対して、形状や使い方に関する特徴を

記述した大規模なデータベースを構築し、これに基づいてロボットの作業に関する様々な要素を自動的に計画する。 
 
〈成果〉 

視覚認識として二つの手法を構築した。まず、RGB 画像に基づく方法を以下に示す。図 3-9．に示すように、画
像特徴量を抽出し、画像特徴量とモデルとの特徴マッチングを行う。さらに関係式の同定を行った上で、カメラ座標
系での位置姿勢の算出を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-9．RGB に基づく視覚認識 
 

次に３次元点群に基づく方法を図. n に示す。まず、グローバル点群、ローカル点群の登録を行い、これらに基づ
いて回転行列を計算する。これにより、カメラ座標系での姿勢を算出する。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-10．点群に基づく視覚認識 
 

次に、未知対象物に対するピックアンドプレースの動作計画を行った。ここでは、形状と使われ方の類似性を考え、
これらに基づいて未知対象物に対する把持姿勢の推定を行っている。そして、この把持姿勢を実現するようにピックア
ンドプレースを行った。 
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図 3-11．未知対象物に対するピックアンドプレース 
 

また、把持対象物の把持姿勢の補正を行った。図 3-12. に示すように複数回の持ち替えを行うことで、徐々に
望みの把持姿勢に近づくことを確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-12．把持姿勢の補正 
 

⑤ ロボットやその周辺機器などの複数のセルからなる動作システムと、それを記述するモデリング言語を利用した最
適化手法の開発（岡山大学） 

    ロボットシステムの最適化システムの構成として、図 3-13．に示す階層型最適化システムを開発した。全体システム
は機器選定・配置最適化システム、配置動作計画最適化システム、シミュレーション・検証システムから構成される。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-13．ロボットシステムの階層型最適化システムの構成 
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パラメータ入力
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〈目標〉 
2022 年度中間目標：最適化アルゴリズムの原理検証を実施 

   最終目標（2024 年度末）：原理検証に基づく最適化ロジックやアルゴリズムの構築及び統合 DB への動作
戦略の実装により、実用化に向けた基礎研究を完成させる。 

 
〈スケジュール〉 
   2022 年度：最適化アルゴリズムの原理検証を実施 

2023 年度：検証した最適化アルゴリズムを活用した動作・配置最適化システムの構築 
2024 年度：構築した要素技術の統合 DB への実装を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
   〈ベンチマーク〉 

自動車産業やパソコンなどの組み立て産業、自動倉庫における搬入・搬出作業の自動化においては、複数台の
ロボットシステムが用いられる。半導体生産システムにおいても、クラスターツールと呼ばれる複数のプロセスチャンバーと
チャンバー間を移送するロボットアームを有する装置が広く用いられる。これらのロボットシステムを新規に導入する際に
は、システムインテグレータやエンジニア、および顧客の要求に合わせてロボットシステムのシステム設計を行う必要があ
る。例えば、自動倉庫において搬送ロボットを導入する際には、ロボットの配置や荷物の入出庫の量、ハンドリング装
置の設置位置やロボットの動作設計などを決定する必要がある。しかしながら、複数ロボットのシステム設計は容易で
はない。複数ロボット間には干渉や衝突回避、あるいは安全性を考慮したシステム設計が必要となる。また、ロボット
の動作は制御次第で容易にデッドロックが生じる。そこで、デッドロックを回避した動作計画が必要となる。また、省エ
ネルギー性の考慮も重要である。ロボットシステムのシステム設計にはロボットの動作計画を考慮した設計が必要であ
る。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

複数のロボットシステムのサブシステムをマルチエージェントシステムとしてモデル化することで、大規模システムにおけ
るデータの取得やモデルの調整、およびエージェント間の協調制御や学習機能をリアルタイムにかつ自動的に行うこと
を可能とし、動的シミュレーションとの相互作用によるエージェントの共創的学習によって、提供されるサービスの影響
やコスト、 性能評価をリアルタイムに行うことを可能とする動的シミュレーションによるロボットシステムの共通サービス基
盤(動的モデル共通開発基盤)を構成する。これにより、詳細シミュレーションを何度も行うことなく、システム設計に対
する簡易設計が可能となり、より迅速にロボットシステムのコスト評価、概算見積、省エネルギー性評価、契約発注
が可能となる。 

マルチエージェントシミュレーションあるいはマルチエージェント最適化手法を用いて実仮想融合型の動作シミュレー
ションを行い、不足情報を推定しながらシステマティックに導出する方法を提供する。 

 
〈成果〉 

機器選定最適化システムでは、ROBOCIP データベースからロボットシステム構成やワークの形状、配置、作業手
順などのデータを授受し、要件仕様を満たすロボットシステム構成のための機器選定の決定問題を混合整数線形計
画問題として定式化し、ハードウエアの物理制約条件、作業条件、ワークへのハンドの到達可能条件、姿勢可能
性、速度・加速度条件を線形不等式で記述し、 最適な機器選定決定の支援を行う。 

ROBOCIP データベースを用いた数値実験の結果、 コストやサイズの変更に対して妥当な機器選定結果が得ら
れることを確認した。配置動作計画最適化システムではベルトコンベアとロボットアーム各 1 台を想定し、作業完了
時間と消費エネルギーの重み付き和を最小とする配置変数と動作計画の粒子群最適化や遺伝的アルゴリズムを用
いた最適化手法を開発した。 
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双腕型ロボットアーム duaro を対象として最適化システムを実装し、Moveit の RRT-Connect との比較を行っ
た結果、作業完了時間及び省エネルギー性能について提案手法は約 15%程度優れるという結果を得た(参考文
献 1)。  

シミュレーション・検証システムでは教示データからプロセスマイニングを用いてペトリネットを自動生成する手法を開
発した（図 3-14．）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-14．プロセスマイニングを用いた動作計画の最適化・検証・シミュレーションシステム 
 

生成されたペトリネットモデルを用いて、複数の可能な動作候補から目的関数を最小とする動作シーケンスを導出
し、最適化結果をシミュレーションによって検証することが可能となる。上記の最適化システムをロボットシステムとして
実現するために、ベルトコンベアとスカラ型ロボットから構成されるコンベア同期ピッキング実験設備を拡張し、２台のス
カラ型ロボットとその周辺機器を開発・導入した（図 3-15．）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-15．スカラ型ロボット２台に拡張したピックアップ・プレーシングロボット実験装置 
 

また、６軸ロボットアームとして Niryo NED 2 台を導入し、ROS を利用した最適化アルゴリズムを実験装置に容
易に実装可能とする実験システムを構築した。2022 年度以降の研究において、２台のロボットシステムとベルトコン
ベアで搬送するワークの形状や大きさなどの諸条件によって、ロボットのレイアウトや最適動作計画条件の影響につい
て数値シミュレーション、および実験システムを用いて、ロボットシステムやその周辺機器などの複数のセルからなる動
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作システムの最適化の効果を検討し、その最適化によって人間系による従来の設計手法に比べてスループットの大
幅な改善や消費エネルギーの大幅な削減を検証する。 

 
参考文献 1. K. Nonoyama, Z. Liu, T. Fujiwara, Md M. Alam, T. Nishi, Energy-Efficient Robot 

Configuration and Motion Planning Using Genetic Algorithm and Particle Swarm 
Optimization, Energies, Vol. 15, No. 6, DOI: 10.3390/en15062074, March 2022. 

 
⑥ 目標作業において、ロボット形状や仕様、ハンド、ワークのデータを利用する、ロボットや周辺機器との最適配置

問題の解法アルゴリズムの開発（東京大学） 
    これまでに実施してきた最適化アルゴリズムの構想設計を基にした要素技術を開発した。 特に、2021 年度はこれま

で設計者の手作業で行われてきた、人手作業からのロボットシステム設計・変数仕様の抽出過程にも着目し、図 3-
16．に示すようにシステムインテグレーションコスト低減へ向けて、システム設計全体を通した最適化技術開発に取り組
んだ。 

 

 
図 3-16．人手作業動画からの設計変数抽出過程を含めたロボット動作計画・機器配置問題同時最適化アルゴリズム 

 
〈目標〉 

2022 年度中間目標：複合設計問題の原理検証 
   最終目標（2024 年度末）：原理検証に基づく最適配置ロジックやアルゴリズムの構築及び統合 DB への動

作戦略の実装により、実用化に向けた基礎研究を完成させる。 
 

〈スケジュール〉 
2022 年度：複合設計問題の原理検証及びアルゴリズム構築の必要な要素技術検証を実施 
2023 年度：検証したアルゴリズムを活用した複合最適化問題の解放アルゴリズムの構築 
2024 年度：構築した要素技術の統合 DB への実装を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
   〈ベンチマーク〉 

多自由度ロボットの動作計画問題（ロボットの初期コンフィグレーションから目標コンフィグレーションまでの動作を
計画する問題）は、探索空間が高次元であり環境内にロボットが回避すべき障害物が多数存在するため、導解に
非常に時間がかかる問題点があった。また、ある特定の問題を解いた動作計画結果を他の問題に適用することが困
難であり、たとえ類似問題であっても、一から解き直す必要があり、効率が悪かった。更に、多くの場合、ロボットシステ
ムの機器形状や配置をまず決定し、その後でロボットの動作計画問題を解いており、ロボットの動作計画に適した機
器形状・配置になっていない問題もあった。 
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〈アプローチ、特徴技術〉 
ここでは、既存の問題を解いた際の様々な属性情報（例えば、ロボットハンド形状や部品に対する把持位置）

や動作計画結果をデータベースの形式で保持しておき、新しい問題が与えられた際に、それらの既存の結果を部分
的に利用、統合することで、解の導出の効率化を目指す。また、ここでは、通常のロボットの動作計画問題における
設計変数（ロボットの各関節角）に加えて、ロボット治具・作業対象部品・供給装置等の機器の形状・配置も設
計変数として、それらを同時に設計する「ロボット動作、機器形状・配置」複合設計問題を設定し、解くことで、より
適正なロボット動作計画と機器形状・配置が期待できる。機器の位置を少しずらすだけで、動作計画問題が飛躍
的に解きやすくなる状況は多々存在するが、ここではそのような課題解決が期待できる。 

 
〈成果〉 

具体的には、本年度の実績として開発した要素技術は主に以下のものが挙げられる。  
(1) 人手作業動画を基にした作業工程の自動記述アルゴリズムの開発: 人手作業動画から対象物と人の骨格

情報を抽出し、両者の相互作用(人の手が物体に近づいている等)を基にした作業工程の自動記述アルゴリズ
ムの開発に取り組んだ。本年度の成果としては単純なピックアンドプレース作業を対象としてアルゴリズムの基礎
的な枠組みを開発した。 

(2) 人動作軌道情報を経験として利用した動作計画手法の開発: 骨格推定ソフトウェアを用いて人手作業動画
から手首の三次元位置情報を推定し、任意の作業を行なった際のその軌道情報をロボット作業空間へマッピン
グすることで、人の動作をロボット経験として蓄積・再利用する動作計画手法の開発を行なった。これによって、
既存の動作計画ライブラリに含まれる手法では解決困難な動作計画問題も高確率で解くことができた。 

(3) ロボット動作・機器配置問題の同時最適化アルゴリズムの検討: 昨年度行なった最適化の構想設計を基に、
ロボット動作・機器配置問題の同時最適化を行うためのアルゴリズムの検討を行なった。 具体的には、高次の
機器配置問題と低次のロボット動作計画問題それぞれに過去の経験を参照する枠組みを導入することで、複
雑な高次元最適化問題を高速に解くことを可能にする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-17．人手作業動画から作業工程(アーム動作)への自動記述結果 
 

2022 年度はこれまで開発したそれぞれの技術を精緻化するとともに、さらにそれぞれを結合させて、人手作業から
設計変数を抽出する段階も含めた、ロボットシステム設計全体を対象として最適化やシステム構想の提案を行うア
ルゴリズムの開発に取り組む。 
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⑦ 産業用ロボットと周辺機器から構成されるロボットシステムのモデリングと、1-1 から 1-6 で研究したアルゴリズ
ムを統合するデータベースの構築（ROBOCIP） 

    RGB-D カメラを用いてコンベア上に流れてくる物体を認識して把持を行うシナリオ 2 に関する簡易 P&P モデルを構
築し、DB への登録要素についての検討と 2021 年度国際ロボット展 NEDO ブースにおいて実機展示を実施すること
でプロジェクト 1 の研究成果の公表に関する取り組みを推進。また 2022 年度以降に構築する統合 DB についての
基本フレームワークの構築を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 

図 3-18．国際ロボット展展示 
 

〈目標〉 
2022 年度中間目標：統合 DB の基礎構築及びロボットシステム評価に関する検証 

   最終目標（2024 年度末）：検証に基づくロボットシステム評価手法の確立及び各研究機関の成果を統合し
た統合 DB の構築により、SI コスト削減・自動化向上についての検証。 

 
〈スケジュール〉 

2022 年度：統合 DB の基礎構築及びロボットシステム評価に関する検証 
2023 年度：各研究機関の研究成果の統合 DB への取り込み及び実店舗での検証による SI コスト減少、 

自動化率向上の検証 
2024 年度：統合 DB の構築を通じ、実用化に向けた精度向上を実施 

 
   〈ベンチマーク〉 

自動車を始めとして主に大企業では溶接、搬送、組立作業のロボット化は進んでいる。大企業は、先に述べた SI
機能を持つ専門の部隊がいる、または、SI をシステムインテグレータに外注することで、ロボット化できている。一方、
中小製造業では、労働力不足が深刻で自動化ニーズはあるものの、産業ロボットを扱うノウハウを持っていないため、
システムインテグレータに頼らざるを得ず、システムインテグレータのリソース不足や SI コストが産業用ロボット導入の障
壁となっている。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

産業用ロボットの AI 活用を含む制御技術および多種多様な製品の生産技術を有する組合員各社が協同し
て、ハンドリング、動作計画、配置設計、データベースの研究を行っている大学および研究機関の知見を活用しなが
ら試験研究を行うことにより、SI に関連する産業用ロボットの導入や仕様変更の負担を低減するハンドリング技術や
動作計画の知能化技術の研究を加速することが可能となる。 

 
〈成果〉 

簡易 P&P モデルはロボットハンドに取りつけた RGB-D カメラを用いて取得した点群データから DB に登録されて
いるワーク情報とのマッチングを実施、マッチングされたワーク情報と紐づいたハンドリング・動作計画を実際のロボットが
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実行するシステムを構築し、RGB-D カメラを用いた際の物体認識において点群の解像度等の検証を実施した。統
合 DB については今までの研究成果や今後の活用をもとに各研究成果の統合を進めるために「データ仕様の変更の
手間が可能な限り小さいこと」「相互に関連する研究/他の研究機関が生成するデータを利用する研究で最新デー
タを利用できること」「個別の研究の進捗を阻害しないこと」「研究成果を利用しやすい形に整えること」等の要件・基
本方針の明確化と DB のフレームワーク構築について着手を実施した。 

次年度においては構築した簡易 P&P モデルに各研究機関の成果の取り込みと 2022 年 9 月に実施される日
本ロボット学会にて実機展示を行い研究成果の公表に関する取り組みを実施する。統合 DB については各研究機
関がそれぞれの研究成果を実装できる DB の構築を実施するのに加え、それに伴い各研究機関には統合 DB を活
用した際に考えられる課題を解決するための研究を実施していただくようにマネジメントを実施する。また DB を活用
した SI コスト削減効果を確認するために SI コストモデルや実証実験も実施する。 
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２．１．３ 遠隔制御技術 
設定したゴールイメージを具体的に実現するために、まず図．ｎに示すように提案する遠隔型協調・協働作業シス

テムの各コンポーネントの関係を整理した。通信システムとロボット制御システムとは分離して開発すべきものではなく、両
者連携の下で最大のパフォーマンスが得られるようなシステムとすべきであることは既に確認済みであるが、具体的に開
発を進めるために、通信部分の基本的な検証用プラットフォームとなるプログラムを作成し、神戸大学と名古屋大学が
この共通プラットフォーム上で開発を進めることで、ロボット制御と通信システムとの連携を可能とする枠組みを構築し
た。また、遠隔型協調・協働作業システムの評価にはヒューマンファクタが欠かせないことは、2020 年度から認識されて
いたが、2021 年度よりヒューマンファクタの評価を担当する東京工業大学が加わり、研究体制を強化した。  

また、ユースケースとして溶接作業を選定し、様々な通信環境下で作業を行うことで、通信環境に応じた様々な情
報提示条件とタスクのパフォーマンスやオペレータの認知心理的影響を計測、整理した。 

 
 
 
 
 
 

図 3-19．遠隔型協調・協働作業システムの各コンポーネントの概念図 
 

表 3-7．共同研究先の成果と課題 
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① 対象作業とヒューマンファクタおよび通信環境制約を考慮したロボット遠隔操縦のための通信方式に関する研
究（神戸大学） 

    本研究開発で様々な実験を行うために、図 3-20．に示すような実験プラットフォームを神戸大学にて構築した。今
後の様々な作業がおこなえるよう、スペースも余裕をもって確保し、グループ内で成果を共有できるように制御システムは
ROS 上に構築した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-20．実験プラットフォーム 
 

〈目標〉 
・ 通信遅延・変動のある通信環境でも人が使いやすい遠隔制御ができる通信方式の確立 
・ 作業性能の評価を含む実験システムの実装 
・ 実験による開発手法の検証 

 
〈スケジュール〉 

2022 年度内： 組立作業用の遠隔制御システムおよびタスクボードの試作 
2023 年度： 組立作業評価、通信環境や作業状態、ヒューマンファクタと連携したロボット制御部の検討 
2024 年度： 高速大容量の通信環境下での実証試験と通信方式の改良 

 
   〈ベンチマーク〉 

従来の遠隔制御では、専用回線の利用を前提に通信遅延がロボット制御に影響を及ぼさない環境で利用され
てきた。本開発の想定環境のように有線/無線を経由した一般回線でも通信システムと相互連携して遠隔制御が
容易に使えるような通信方式を協調領域の技術として提案することは他に類を見ない。 

また、遠隔制御の作業性能を評価するために標準的な作業と評価方法を提示するタスクボードも遠隔制御ロボッ
トの適用拡大には不可欠な要素である。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

遠隔制御の特徴である双方向通信や複数感覚（マルチモダリティ）の利用やヒューマンファクタが制御要素に含
まれる Human-in-the-loop であることを考慮して、協調領域として通信システムに着目し、多様な通信条件下で
も安定で人が使いやすい遠隔制御を、通信環境を制御するシステムとロボットを制御するシステムを相互連携させる
ことで実現することとした。そのためには、様々な通信環境下で通信制御とロボット制御の対応策を検討する必要が
ある。 

まずは対応策を実装した通信方式の評価ができる基盤システムを構築し、ロボット制御と通信制御のそれぞれの
研究機関に提供し、共通プラットフォームで検討を進めるようにした。さらに、従来はロボット制御と連携されることがな
かった操縦者の認知心理特性の考慮や対象とする作業の特性を考慮したロボット制御を検討することで総合的に
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遠隔制御の性能評価ができるようになる。 
 

〈成果〉 
・ 通信方式評価の基盤システムを構築 
・ 作業性能を評価する標準作業と評価方法（タスクボード）を試作 
・ 作業結果スコアと画像提示遅延の 関係を実験的に検証 

 
   （１）通信プログラムの共通プラットフォーム開発 

本研究開発で開発する遠隔型協調・協働作業システムのための通信システムは、ロボット制御との密な連携のも
とで動作するように開発することが重要である。そのため、そのような通信システムの仕様を検討したり、考案した手法
を検証したりできる通信プログラムの共通プラットフォームが必要である。グループ内の研究機関・企業をまたいだ共通
プラットフォームとなるためには、ファイヤーウォールをまたいだ WAN 接続が可能、ロボットメーカーに左右されないソフト
ウェアプラットフォーム、様々なモダリティを一元管理できこと、将来に渡る継続性・拡張性が保証されていることが条件
となる。以上の条件を満たすものとして、通信プラットフォームを構築した。図 3-21．にその概念図を示す。このプラッ
トフォームは、QoS 制御などの様々な機能を付加していくことが可能となるように設計されており、今年度は QoS 制
御の簡単な一例として帯域制限のある通信路において重みに応じた複数の情報の送信のための負荷配分を実装
し、その動作を確認済みである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-21．通信プログラムの概念図 
 
   （２）タスクボードによる予備実験 

2021 年度の対象作業（ユースケース）として溶接作業を実験的にとり上げた。まず ROBOCIP メンバー企業、
特に溶接ロボットを事業の柱としているメンバー企業と密に情報交換をしながら溶接作業タスクボード構築を行った。 

溶接作業は、定型的なものであれば一部自動化されているが、鉄道車両や大型タンクなどの大型構造物の溶接
は一品物であるために、自動化しにくいものとして未だに人手による介入が行われており、この大型構造物の溶接作
業を対象とすることとした。大型構造物といえども、完全にマニュアルで溶接するわけではなく、設計図面から割り出さ
れるノミナルなロボット軌道に追従するようにロボットを動作させるが、溶接ひずみにより軌道の補正が必要となり、この
ひずみ量が事前には予測しがたいため、実際の溶接作業時に作業者が介入して補正している。 

神戸大学で様々な通信環境下での溶接作業の評価の予備実験を行った。図 3-22.（右）にその予備実験の
様子を示す。（１）で述べた通信プログラムを介し、様々な遅延条件で実験を行った。今後今回の予備実験の結
果を踏まえて、修正操作インタフェースなどをより適切なものに変更し、図 3-20．で示した実験プラットフォーム上で
改めて評価実験を行う予定である。 
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図 3-22．溶接作業のモデルと予備実験の様子 
    

② 遠隔制御における通信性能評価・性能向上・制御との連携に関する研究（名古屋大学） 
    本研究開発は、産業用ロボットの高性能・高信頼な遠隔制御の実現を目指すものである。ここで高性能の条件とし

て、  
・高い作業品質 
・オペレータ疲労が小さな操作性 

を考える。また高信頼とは、上記の高性能を、データ遅延や焼失といった通信品質の変動への耐性を持つことや、遠隔
制御に関わる通信に対する悪意のある攻撃への耐性（通信セキュリティ）を持つことを意味する。 

 
〈目標〉 

・ 多様な通信・ロボット制御状況に対応する通信方式の確立 
・ 多様な通信環境をシミュレートした実験システムの実装 
・ 実験による開発手法の検証 

 
〈スケジュール〉 

2022 年度内： 無線制御など回線の品質・変動を考慮した QoS 制御、通信方式の設計 
2023 年度： QoS 制御、通信方式の実装・評価、ロボット制御やヒューマンファクタと連携した通信制御部の

検討 
2024 年度： 無線通信などの速度制限環境下での実証試験と通信方式の改良 

 
   〈ベンチマーク〉 

遠隔側からの映像の伝送だけなく、力触覚や聴覚などの多感覚（マルチモダリティ）の伝送を同期・並列に提示
することも考慮して、通信遅延や変動の影響を低減するような QoS 制御を協調技術として提供することは他に類を
見ない。特に無線通信環境において変動に強い遠隔制御が活用できるとロボット分野だけでなく、建機や遠隔手術
など他分野への波及効果も高い。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

従来、安定で高速な通信ができる専用回線のみが前提として検討されてきた遠隔制御に比べて、本開発では、
場所や距離など様々な通信条件により動的な変動要因も通信に存在することを前提としたロボットの遠隔制御を実
現する。そのため、ロボットの遠隔制御における通信環境と通信の制約を検討し、ロボットの遠隔制御実験環境にお
いて様々な条件下の通信環境をシミュレートし、遠隔制御への影響を検証することで、通信方式での通信品質を保
持するための通信制御について検討する。 



４９ 
 

また、ロボット制御と共通の通信プラットフォームに実装してロボット作業実験で効果を検証することで効率的な開
発を行う。さらに従来、考慮されてこなかったロボット制御を介した作業状態やヒューマンファクタとの連携を考慮した通
信制御を行うことで、より安定した通信方式を提案する。 

 
〈成果〉 

・ 2-1 で開発した基盤システムの上に通信遅延・変動に対応する QoS 制御を開発 
・ 通信遅延や変動などの条件下でロボット作業実験を行い QoS 制御の性能を検証 

 
以下、研究開発内容の詳細を示す。 
情報通信技術を用いた遠隔制御を実現する上での課題を明確化するための現状把握を行った。具体的には、

現在一般的なロボットシステムやネットワークカメラなどをそのまま用いて遠隔制御に利用した状況を実際の機器で検
証できる「ロボット遠隔制御ベースラインシステム」を構築した（図．ｎ）。このシステムを用いて、通信シミュレータお
よび実際の無線 LAN 回線を用いた場合の「ロボットの動作への通信の不完全性の影響」を検証した。さらに工場
外からの制御において不可欠な遠隔映像取得における通信回線の不完全性の影響および作業品質の影響を明ら
かにした。 

2021 年度の主たる成果として、以下のような事柄を明らかにした。 
・作業品質の試金石として使用可能な標準作業として Pick and Place を定義できた 
・通信回線の不完全性を考慮していない一般的な制御プログラムでは、不完全な回線を使用すると、制御動作

そのものが開始できない場合がある。 
・通信回線の不完全性により動作遅延だけでなく動作に振動が発生し作業品質を低下させる。 
・通信回線の不完全性がロボット動作に悪影響を与える状況でも操作者の習熟により作業品質の低下が補償さ

れることがあり、システムの人的要素（疲労も）を考える必要性が明確となった。 
・一般的なネットワークカメラは、その遅延や通信回線の不完全性による映像停止があり、遠隔制御のための映

像情報処理には不適当。遠隔制御を想定した画像伝送が必要。(図 3-23．) 
以上のように、2021 年度は、実験のための基本的なハードウエアシステムの構築と従来システムを遠隔制御に用い
た場合の問題点の明確化をおこなった。この成果をうけて、2022 年度は、以下のように、高性能・高信頼遠隔制
御実現のための方式開発を実施している。 

●屋内無線制御のための通信方式の検討 
●通信誤りを前提とした制御手法の開発・評価 
●マルチメディア環境・制御情報の同期伝送方式開発・評価 
●通信品質の変動を想定した伝送方式と制御手法の開発・評価 
●通信・制御方式の作業品質・作業負担への影響の定量化 
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図 3-23．ロボット遠隔制御ベースラインシステム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-24．不完全性の作業品質への影響：作業時間評価 
 

③ 遠隔制御システムにおけるヒューマンファクタの評価手法に関する研究（東京工業大学） 
 

〈目標〉 
・ ヒューマンファクタ(操縦者の熟練度・疲労等）が作業性能に与える影響の評価手法の開発 
・ ヒューマンファクタを通信方式に活用する手法の検討 
・ 評価手法の有効性をロボット遠隔制御実験にて検証 

 
〈スケジュール〉 

2022 年度内： ヒューマンファクタの評価手法の実験検討 
2023 年度： ヒューマンファクタの評価機能の試作評価、ヒューマンファクタとロボット制御や通信制御との連携方

法の検討 
2024 年度： ロボット作業実験による実証試験によるヒューマンファクタ評価方法の改良 
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〈ベンチマーク〉 
従来の遠隔制御では遠隔制御に熟練した操縦者が遠隔作業を行うことを前提にしており、操縦者の操縦能力

を評価することはされておらず、操縦者の体調や操縦への習熟や疲労などのヒューマンファクタを評価して遠隔制御の
作業性能と結び付ける手法の提案は他に類を見ない。 

また、ヒューマンファクタを評価した結果を操縦者の評価としてフィードバックする仕組みは、従来にない取り組みであ
り、遠隔地から操縦者を選定・雇用するオペレータマッチングに必須の機能であり、今後、遠隔制御を用いた自律ロ
ボットの適用拡大には不可欠な要素である。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

従来は特定の熟練者が遠隔制御を行うため、操縦者の認知心理特性を考慮した評価がされることがなかった。
遠隔制御の操縦者にとってロボットを動かして「行為を起こしたのは自分である」と考える操作主体感をもつことが重
要であると考え、機械との一体感や操作感、違和感、疲労などをどのように計測・可視化するかを検討する。 

特に時間遅延の変動に関して人間の認知能力と操作一体感の関係を実験的に調査して、有効な評価方法を
検討する。マルチモダリティを用いる作業では、ロボットの遠隔制御実験を通じた評価が有効と考え、通信制御やロボ
ット制御と連携した評価実験を行う。 

 
〈成果〉 

・ ヒューマンファクタの評価手法の要件定義を実施 
・ 通信遅延・変動が人に与える影響を視線追従実験により評価 

 
（１） 遠隔操縦ロボット操の遅延を模したシミュレータの試作 

従来，遠隔操縦ロボット操作における映像や触力覚の遅延に関する実験では，一定の時間に固定された遅延
の下でヒューマンファクタの実験を実施することが一般的であった。しかし，名古屋大学拠点より、映像の遅延にジッタ
ーが入る状況の研究報告があったことを受けて、東京工業大学拠点においても、映像の遅延にジッターが入る状況
を模したシミュレータを製作し、心理物理学的実験を実施する準備を進めている．シミュレータとしては、大規模なリ
アルタイム遠隔操縦ロボットを用いたものから、簡便にコンピュータ上でマウス操作に対してマウスのポインター動作が遅
延するようなものまで、様々なものを予定している．以下に、ユーザの視線移動に応じて視覚画像が変化するような
インタフェースに、映像の遅延を設け、さらにそこにジッターを加えたものを試作した模式図を示す（図 3-25.）。この
模式図に示された実験システムを用いて、試験的に実験を実施した研究成果を 2022 年には国際学会等で 2 件
外部に公開する予定で、現在実験中である。 
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図 3-25．遅延時間の模擬 
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２．１．４ ロボット新素材・センサ応用技術 
ロボットの軽量化・高性能化を実現する新素材およびロボットへのセンサデバイス実装技術に関して、各共同研究先

と定期的に討議を行い、 
① ロボット新材料探索と研究 
② ロボット材料（ CFRP ）研究 
③ ロボットへのセンサデバイス実装技術の研究開発 

の３つの研究テーマを遂行している。 
ロボット新材料探索と研究では、東京工業大学、広島大学、千葉工業大学、東京都立大学の４大学が連携し、

産業用ロボットアーム用の構造材として基本的な特性を試験するため、アームを模擬した一軸試験機を試作した。この
試験機を用いて、東京工業大学は耐久性に関して、広島大学はロボットの高速性に着目して、千葉工業大学はロボ
ットの高ペイロード化に着目して、また東京都立大学はロボットの剛性に着目して、計測・評価を行った。 

ロボット材料（ CFRP ）研究では、名古屋大学が、ランダム CFRTP（炭素繊維強化熱可塑プラスチック）シー
ト素材を積層して熱プレス成形する方法で、既存のロボットアーム部品とほぼ同形状で、ほぼ等剛性・等強度の
CFRTP 部品（プロトタイプ）を製作した。この試作品について曲げ試験を実施し、解析結果との差異を考察し、検証
中である。 

ロボットへのセンサデバイス実装技術の研究開発では、山形大学が、圧力センサアレイと無線通信回路を組み合わ
せたグリッパへの実装と実証、圧力センサアレイによるせん断力検出、2 種類の圧力センサの積層による動的／静的圧
力変化の同時検出の検討、静電容量型とインダクタンス型を組み合わせたハイブリッド型近接センサの試作・検討を実
施した。 

 
表 3-8．共同研究先の成果と課題 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

研究開発
項目

目標
(2022年度末) 成果 達成度 今後の課題

と解決方針

A.ロボット
新素材
の検討

3-1 ロボット
新材料探索と研究
(東工大・広島大・
千葉工大・
東京都立大)

・アーム部に適用可
能な新素材／
CFRPを１件以上
提案し、プロトタイプ
開発・評価
・駆動機構部に適
用可能な新素材／
CFRPの基本的検
討

・ロボット素材としての評価指標選定し、ロボットの機
構を模擬した1軸試験機を製作し、樹脂、複合材、
３Dプリンタ造形したCFRP等、複数の候補材を評価
して、アーム部・駆動機構部ともに適用可能と考えら
れる素材等につき基本的検討実施。

○
22年度計画の
遂行

3-2 ロボット材料
(CFRP)研究
（名古屋大）

・不連続炭素繊維をランダム配向したシート状素材
(市販品)のプレス成形による、実物大のCFRP製ロ
ボットアームのプロトタイプを開発し、成形条件・加工
性等を確認。

○

B.センサ応用技術

3-3 ロボットへのセンサデバイス実
装技術の研究開発
（山形大(～2021)、

産総研(2022～) ）

・センサ実装に係わ
ル要素技術を１件
以上提案し、プロト
タイプ開発・評価

・印刷型有機センサ技術により、振動／圧力センサ、
静電容量・インダクタンス型近接センサ等試作
・4x4配列の圧力センサアレイを用いた2次元圧力
マッピングによる把持物体の角度検出等の要素技術
を提案。 2次元圧力マッピングと無線通信回路を組
み合わせたワイヤレスのセンサシステムをロボットハンド
に実装したプロトタイプを開発し、評価。
（2021年度までの山形大成果による）

○
共同研究先変
更に伴う実施内
容再確認
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① ロボット新材料探索と研究（東京工業大学、広島大学、千葉工業大学、東京都立大学） 
ロボットとして必要な特性の評価に基づき、新素材の探索及び加工方法を研究することにより、ロボットに適した材

料・プロセスを選定して、プロトタイプを開発・評価する。 
〈目標〉 

      2022 年度中間目標： アーム部・駆動機構部に適用可能な新素材／CFRP の基本的検討 
      最終目標（2024 年度末）： 駆動部及び構造部の軽量化・高性能化に資する軽量素材や複合材料を 

1 件以上開発するとともに、消費電力の 30%減少について検証を行う。 
 

〈スケジュール〉 
2022 年度は、市販の CFRP 素材、3D プリント素材等から、ロボットに適した材料を探索し、機械特性・環境特

性評価や加工・成形条件の基礎的な検討を行い、2023 年度から特性評価の継続とともに、締結・接合を含む加
工・成形条件の検討、ロボットに適した材料の選定を行い、試作・検証を行って最終目標を達成する。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

ロボットアームの機構を模擬した１軸試験機を製作し、ロボットに必要な特性を評価して、新素材の探索及び加
工方法を研究することにより、ロボットに適した材料を探索。 

各大学の分担は下記の通り。 
東京工業大学 

      ・ 全体とりまとめ 
      ・ ロボットの耐久性に着目： ロボットの動作に伴う繰り返しの荷重変動に対し，材料の疲労による強度低下や

部材の変形、それにより生じうる締結部のガタなどについても評価・研究 
広島大学 

      ・ ロボットの高速性に着目： 動力学特性を実現するための材料およびその制振性能についても評価・研究 
東京都立大学 

・ ロボットの剛性に着目： 高い負荷に耐えうる材料および機構部材の静的な変形特性についても評価・研究 
千葉工業大学 

      ・ ロボットの高ペイロード化に着目： 高い手先出力を実現するための材料および機構部材の動的な変形特性
についても評価・研究 

 
〈成果〉 

ロボット素材としての評価指標選定し、ロボットの機構を模擬した 1 軸試験機を製作し、樹脂、複合材、３D プリ
ンタ造形した CFRP 等、複数の候補材について、東京工業大学、広島大学、千葉工業大学、東京都立大学で分
担して、基本的検討実施した。詳細を以下に記載する。 

 
東京工業大学は、本テーマの全体をとりまとめ、かつ、ロボットの耐久性に着目し、ロボットの動作に伴う繰り返しの

荷重変動に対し、材料の疲労による強度低下や部材の変形、それにより生じうる締結部のガタなどについても評価・
研究を進めている。 

産業用ロボットアーム用の構造材として基本的な特性を試験するため、アームを模擬した一軸試験機を設計し、
試作した。試験リンクの材料として比較用のアルミ合金 4 種類、バルク材の切削による樹脂 4 種類、熱溶融積層
方式による 3D プリント樹脂 3 種類を選定し、試作した（図 3-26．）。 
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図 3-26．試作した試験リンク 
 

耐久性に関しては、(1)試験リンクの経時的な質量変化の計測、および(2)試験リンクに一定荷重が作用する場
合の変形について計測を行った。(1)では、ナイロン樹脂を母材とするフィラメントで造形した試験リンクの質量が湿度
により顕著に変化することが明らかとなった。バルク材のナイロンではこれほどの変化は観測されないため、3D プリント
による表面積の増大が影響しているものと推察される。また(2)に関しては、3.2kgf 負荷した際の経時的な変位を
計測したところ、⑥材の変位が最も大きかった。一方で超微細チタン酸カリウムで強化した⑤材やカーボン不織布で
強化したエポキシ樹脂である①材では変位は小さいことが明らかとなり、強化する繊維材料や母材により特性が異な
ることが分かった。 

 
広島大学はロボットの高速性に着目し、高い動力学特性を実現するための材料およびその制振性能について検

証した。手先の移動速度の向上のみを考えるとアクチュエータの高出力化が重要となるが、アクチュエータが静止して
も手先が振動していては高速な作業は実現できない。つまり、材料においては制振性能が求められる。そこで実験方
法として試験片に質量 3.2 kg の錘を取り付け、アクチュエータにより駆動し、錘を持ち上げ試験片が水平となる所
で急停止させ、先端の変位(振動)を計測した。試験片の材料としては、アルミ合金系を 4 種類、樹脂系を 7 種類
検証した。試験片の形状は図 3-26．に示すように、全て同様である。 

アルミ合金系と比較すると樹脂系は 1 周期目の減衰比は優れているものも少なくないが、その後の減衰比は小さ
くなる傾向がある。つまり、振幅が大きい場合においては制振性能が優れているものの、振幅が小さくなると減衰しにく
くなる傾向があった。また、樹脂において⑥材に炭素長繊維を複合した材料（⑦材）は、アルミ合金系と同程度の
制振性能が得られた。 

 
次に固有振動数について考える。一般に固有振動数以下の周波数帯でロボットを動作させる必要がある。ゆえ

に、固有振動数が高いほど優れており、剛性が高いほど固有振動数は高くなる。アルミ合金系と樹脂系では大きく剛
性が異なると考えられるが、実験結果においてはすべての材料において振動数はおよそ 22 Hz となった。つまり、試
験片以外のアクチュエータなどの剛性の方が支配的であると考えられるため、動力学特性に着目して材料を選定する
場合、剛性よりも制振性能の方がロボットの運動の優劣に影響を与えることが分かった。 

 

①市販 CFRP 素材(フェルト状基材／エポキシ樹脂) 
②市販複合材素材(ガラス短繊維・無機フィラー／PET 樹脂) 
③POM：ポリアセタール樹脂 
④MC901 ナイロン 
⑤市販複合材素材(超微細チタン酸カリウム繊維／ナイロン)（3D プリンティング） 
⑥市販 3D プリント用 CFRTP フィラメント(カーボン短繊維／ナイロン)（3D プリンティング） 
⑦上記素材⑥＋カーボン長繊維(連続繊維)（3D プリンティング） 
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千葉工業大学は、ロボットの高ペイロード化に着目し、高い手先出力を実現するための材料および機構部材の動
的な変形特性についても評価・研究を進めている。高ペイロード化、すなわち高い手先出力を実現するためには、軸
周りの部品を高精度に組み合わせ、同時に高負荷や衝撃負荷に対する強度を確保する必要がある。現在までの
金属材料を用いた方法では、NC 加工機等を用いた高精度加工や、材料の変更による強度の確保、並びに CAE
を用いた構造解析による形状の最適化などにより実現してきた。しかしながら、3D プリンタを用い、樹脂系材料を熱
溶融積層方式で造形した部品で同じことを実現しようとしても、1) 造形した部品の造形精度の分布が不確実で、
狙ったサイズの部品を確実に造形するのが困難である、2) 材料の経年変化の特性が不明である、そして 3) 造形
による製作であるため、造形後の部品の機械特性（変形特性・耐衝撃性）は不明であり、CAE などを使った有効
な解析方法が存在しない、と言った問題が存在する。 

これらの問題に対応するため、a) 造形部品の精密サイズ測定、b) 造形物のサイズの経年変化測定、c) 造形
物の力学的な静／動特性の計測を行う。基礎的な測定として、これらのうちまず、(a): 軸と穴のサイズ測定、と
(b): 異なる湿度環境下でのサイズの時間変化の測定、を実施した。 

3D プリンタを使い、⑥材で造形をした際の造形場所による造形サイズの偏りを調べたが、特に特異な差は見られ
なかった。次に造形サイズを計測するため、シャフト（充填率 100%）とパイプ（充填率 100%）について、直径・
穴径を Φ5～Φ6 まで 0.1 mm ずつ変えたものを造形し、直径・穴径を計測した結果、シャフト径は 0.2 mm 程
度設計値より大きくなり、穴径では同程度小さくなる。同様に Φ15～Φ16 まで設計値を 0.01 mm 刻みで変化
させ 3D プリンタ並びに造形物の造形精度を確認したところ、切削加工に比べれば多少のばらつきはあるものの、同
程度のずれのまま比較的高精度での造形が可能であることを確認した。 

 
次に、3D プリンタ材料⑥材の吸水特性に関して、その変化について計測した。沸騰水の中で 1 時間煮ると急激

に質量が増し、数ヶ月間大気下に放置することで質量とサイズが変化することが確認された。大気中の湿度が造形
物の質量・サイズに影響を及ぼすと考え、4 種類の infill 形状をもつ造形物に対して、乾燥機、低湿度保管庫と水
中にて保管し、質量の変化を計測した。これより、質量とサイズは造形物の保管環境における湿度に比較的大きな
影響を受けることが確認できた。 

 
東京都立大学は、ロボットの剛性に着目し、高い負荷に耐えうる材料および機構部材の静的な変形特性につい

て評価・研究するため、以下の 4 種の材質で製作されたリンク部品を対象として研究を進めた。 
●アルミニウム合金の代表例として A5052 
●エンジニアリングプラスチックの代表例として③ 
●カーボン長繊維を用いた 3D プリンタ材料として⑦ 
●カーボン長繊維を用いない比較対象として⑥ 
これらの素材でできたリンクをハーモニックドライブ付きステッピングモータに取り付けた際の剛性を軸方向・回転方向

のそれぞれで調査した。リンクの締結トルクは 1.5Nm および 3Nm の 2 種類とした。回転軸から 292mm 離れたリ
ンク先端付近に約 50N の押し付け力を印加し、その際の変位を回測定した。 

それぞれの条件における測定結果から以下のことが言える。 
●A5052、③、⑦、⑥の順で剛性が高い（材料のヤング率から想定通り）。 
●A5052 および③においては、締付トルクが高い方が剛性が高くなる。 
●⑦および⑥においては、締付トルクは剛性の増加に寄与しにくい。 
●A5052 は樹脂材料に比べると桁違いの剛性であるはずだが、測定結果はそれほどではない（リンクだけの剛

性を測定しているわけではないため）。 
さらに、この結果から、測定した剛性を、リンクと減速機・軸受が直列に接続された剛性モデルとして検討し試算し

た結果、おおむね妥当な値であることを確認した。また、その直列剛性モデルから、カーボン長繊維により⑥の剛性を
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③に近い剛性まで向上できる可能性が示唆されたが、実験結果から、積層方向や充填率により特性が変化するこ
とが予測された。 

 
〈ベンチマーク〉 

樹脂系材料／複合材料の３D プリンティングは、将来的に低コストな CFRP の製法として期待できる。現状で
は、エンドエフェクタの製造や、海外メーカーでは市販の３D プリンタをそのまま用いて小型（協働）ロボットを製造し
ている事例はあるが、十分な強度と構成が必要な中・大型のロボットの構造部へはまだ適用されていない。現在 3D
プリンティング技術は発展途上の過程にあると認識しており、現時点でロボットに必要な基礎的な特性を評価しなが
ら加工・成形条件を改良することにより、世界トップレベルを狙えると考える。（なお 2022 年度は、樹脂系複合材
料の３D プリンティング分野で日本をリードする研究者のコンサルティングを受けて研究を加速する） 

 
② ロボット材料（ CFRP ）研究（名古屋大学） 

航空機および自動車市場で適用されている CFRP 材料をベースに、ロボットに適した素材・加工方法を研究し、プ
ロトタイプを開発・評価する。 
〈目標〉 

      2022 年度中間目標： アーム部に適用可能な新素材／CFRP を提案し、プロトタイプ開発・評価。 
      最終目標（2024 年度末）： 駆動部及び構造部の軽量化・高性能化に資する軽量素材や複合材料を 

1 件以上開発するとともに、消費電力の 30%減少について検証を行う。 
 

〈スケジュール〉 
2022 年度は、2021 年度とは異なる素材・プロセスにより、中空形状のアーム部品のプロトタイプ開発を行い、
2023 年度から、2022 年度までのプロトタイプの各種特性評価の継続とともに、締結・接合を含む加工・成形
条件の検討等を行い、試作・検証を行って最終目標を達成する。 

 
〈アプローチ、特徴技術〉 

「素材の切断→積層→プレス」という、他の CFRP 製造工程と比較して簡易な工程で製造が可能なシート状の
素材を選定し、軽さと力学的特性と製造容易性を兼ね備えた、ロボットに適した素材・加工方法を研究。 
2021 年度のプロトタイプ開発に用いた不連続 CFRTP シート素材は、不連続繊維であることによる成形型への良
好な賦形性と、不連続とはいえ長め（20mm 長）の繊維を用いること、さらに日本国内の研究機関（福井県工
業技術センター）で開発された開繊技術（繊維束を開いて薄く平らな状態にする技術）による薄層プリプレグを原
料に用いることによる優れた力学的特性とを両立させた新しい素材である。 

 
〈成果〉 

不連続炭素繊維とナイロン樹脂から成るランダム CFRTP（炭素繊維強化熱可塑プラスチック：Carbon Fiber 
Reinforced Thermo Plastics）シート素材のプレス成形により、実際のアルミ製アーム部品と同形状の CFRP
製アーム部品のプロトタイプを製作・評価した。詳細を以下に記載する。 

 
2020 年度から 2022 年度までの研究開発計画の全体と、各年度の実施計画を策定した。具体的には、ランダム

CFRTP シートを積層したものの熱プレス成形技術の研究開発を主体として、2020-2021 年度に実施することとし
た。第２番目のロボットアームにプリプレグ成形に適した形状のものを選定し、2021-2022 年度にプリプレグを使用し
た熱プレス成形技術の研究開発を実施することとした。 
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最初の使用材料として、リボン状の CFRTP 薄片を集積したランダムシート型材料である不連続 CFRTP シート素
材を選定した。 

アルミ合金製ロボットアームを３次元データ化し、現在のアームの強度・剛性の特性を有限要素法を使用した数値
解析により求めた。この形状を図 3-27．に示す。次に、選定した 不連続 CFRTP シート素材 の材料特性数値を
代入して、ほぼ等剛性・等強度になるロボットアーム形状を設計した。実際の作業は、研究協力者である大学院学生
が実施した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-27．アルミ合金製ロボットアーム形状 
 

設計された CFRTP 製ロボットアーム形状を図 3-28．に示す。このアームには更なる軽量化のため、CFRTP 連続
繊維ブリプレグを超音波溶着した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-28．設計された CFRTP ロボットアーム形状 
  

600 mm 

12
0 

m
m

 

AL 製 （可搬 15 kg タイプ） 
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次に、不連続 CFRTP シート素材を原料として、CFRTP ロボットアームを熱プレス成形した。型内の原料と成形品
の写真、成形条件等を図 3-29．に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-29．成形された CFRTP ロボットアーム形状と成形条件 
 

次に、このロボットアーム形状データに材料データを入力し、有限要素法を用いて剛性解析を実施した。プリプレグに
より補強した場合についても、補強枚数が 2ply,8ply の場合について解析を実施した。解析では、冶具やクロスヘッド
まで忠実にモデル化した。 

 
実際に製作した供試体について、曲げ試験を実施し、解析と比較した。解析との比較では、実験結果の方が剛性

が小さくなるという差異が認められた。この原因を考察すると、その第１としては、入力した材料データが二次元的な板
の曲げ試験から求められたもので、ロボットアームの中では繊維が３次元的に配向しており、弾性係数が２次元的な板
の曲げ試験から求められた値より小さいことが想定されることが挙げられる。これについては、実際のロボットアームから試
験片を切り出して、曲げ試験を実施して、実際に近い弾性係数を計測するという可能性が考えられる。第２の原因と
して、実験の上下方向変位には、曲げ変形のみでなく、圧子による押込みのくぼみの変位も加算され、解析ではこれが
充分に反映されていないことが挙げられる。この原因については、有限要素解析に弾性接触問題を取り込んで、実施
する。 

 
〈ベンチマーク〉 

2021 年度のプロトタイプ開発に用いた不連続 CFRTP シート素材は、〈アプローチ、特徴技術〉の項に記載した
ように、日本独自の開繊技術を用いた、賦形性と力学的特性を両立した新しい素材であり、これから量産化が計画
されている開発段階の素材でもある。こうした素材をいち早く評価・試作し、実用化につなげていくことで、世界をリー
ドする技術レベルを狙えると考える。 

 
 
 

800 トンプレス機 （NCC) 

Heating 280 ℃     40 ton × 40 min  

Shaping 280 ℃     60 ton × 4 min 

Cooling 150 ℃     60 ton 

 

AL 8.8 kg 

CFRTP 6.2 kg 
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③ ロボットへのセンサデバイス実装技術の研究開発（山形大学→産総研） 
ロボットの信頼性・安全性向上につながるセンサ実装技術を研究し、ロボットへの実装を想定して、プロトタイプを開

発・評価する。 
 

〈目標〉 
      2022 年度中間目標： センサ実装に係わる要素技術を提案し、プロトタイプ開発・評価 
      最終目標（2024 年度末）： ロボットの信頼性向上や制御性能の付与、安全性の向上に資するセンサデバ

イスについて、基幹部品となる要素技術を 1 件以上確立する。 
 

〈スケジュール〉 
2021 年度までは山形大学が担当（中間目標は達成） 
2022 年度は、山形大学の辞退に伴い、実施機関を産総研に変更し承継する 
2022 年度後半以降は、センサの信頼性評価、状態検知、近接センシング、ワイヤレス化等の研究を進め、試

作・検証を行って最終目標を達成する。 
 

〈アプローチ、特徴技術〉 
2022 年度後半以降は、産総研の保有するセンサ技術をベースとして、ロボットへの実装技術主体の研究として

効率的に進める。 
近接センシング（柵レス化）については、静電容量センサ等の既存の近接センサでは検知距離は 10～20cm

程度であり、アームの速度が速い場合、それだけでは柵レス化は困難である。複数センサの組合せなども含め、産総
研のアイディアも活用して進める。 

 
〈成果〉 

2021 年度までの山形大学の成果として、ロボットの高性能化に資するセンサ実装技術として、各種の印刷型有
機センサ試作や、2 次元マッピング可能な圧力センサアレイと無線通信回路を組合せたワイヤレスセンサシステムをハ
ンドに実装したプロトタイプの開発・評価等を実施した。詳細を以下に記載する。 

 
圧力センサをアレイ化し無線通信回路と組み合わせてロボットグリッパーへ実装し、ロボットアームとグリッパーの制御系

へ組み込むことで、壊れやすい物体の把持や圧力マッピング情報取得による棒状物体の把持角度検出によるロボットグ
リッパーの高機能化を実証し、課題抽出を行った。さらに、圧力センサアレイを発展させることによりせん断力検出、2 種
類の圧力センサを積層することで動的／静的圧力変化の同時検出を検討した。また、既報告を参考に印刷法による
近接センサの作製も検討した。 

アレイ化に関しては、2020 年度は、単一の印刷型フレキシブル圧力センサをロボットハンドに実装していたが、検出
面積の拡大と二次元圧力情報の取得による高機能化を目的に検討した。デバイスは 2021 年に研究員が報告した
プロセスを用いて作製した(Adv. Mater. Tech. 6, 2100731 (2021))。この時、粘度計を用いた粘度の測定を行
いインクの状態を観測した。試作したセンサアレイの各センサ素子は 2.2×2.4 mm、4×4 全体のサイズは 2×2cm
以下のサイズである。電気的特性評価には、ソースメータやマルチメータを用いフォースゲージを用いて圧力を印加した
際の抵抗変化を測定した。センサ基材には柔軟性のあるポリイミド基板を用いており、グリッパー先端に 3D プリンターで
作製された先端チップに両面テープを用い、コネクタと接続される部分を裏側に配置することで実装可能である。また、
配線数低減と高解像度化を目的として、8×8 圧力センサパッシブマトリクスを作製し特性評価を行った。本センサアレ
イの主な課題は、各センサの初期抵抗値にバラつきがある為、デバイス作製毎にキャリブレーションの作業が必要になる
点である。また、本研究で採用した多孔質カーボン材料は、センサの固有抵抗値が 1∼10 kΩ と比較的低い抵抗値
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であるため、常時電流を流すようなセンシング回路では、消費電力増加が見込まれる為、抵抗値を増加させる対策が
必要である。 

圧力センサアレイのロボット制御系への組み込みに関しては、作製された圧力センサアレイの出力をマイコンの ADC
でディジタル変換後に制御系に接続されている PC へ入力しデータ処理することで実現した。PC へ入力されたセンシン
グ情報は、ソフトウェア上で可視化や閾値判定、二次元圧力マッピング解析、データロギングを行い、これらの情報をもと
にロボットアームと、ロボットグリッパー制御を行った。ロボットアーム制御は、標準の制御ボックスにディジタル信号を入力
することで行った。4×4 アレイを用いて、紙コップ等の柔らかい物体の把持や、4×4 の二次元圧力マッピング情報を利
用した、棒状物体の把持角度の検出を実現した。これらの結果を JFLEX2022 展でのデモンストレーションと 2022
年度春季応用物理学会学術講演会での発表を行った。 

本制御系の主な課題は、制御速度（タイムラグ）の問題が挙げられる。本制御系では、通信時間やマイコンでの
処理、ソフトウェアでの処理時間等の遅延時間が生じる。更なる高速化が必要な場合にはマイコン内でデータ処理を
行いグリッパー制御を行うなどの制御系の高速化が必要になると考える。次に、ロボットアームの制御方法が挙げられ
る。アームの制御は、標準のティーチングペンダント内に搭載されるソフトウェアが担っており、制御ボックスのディジタル入
力に PC からマイコンを介して制御信号を入力することで、圧力センサの情報をロボットアームの制御プログラムに反映さ
せていた。このため、閾値判定や角度等の簡易的なアーム制御しか行うことが出来なかった。 

また、ロボットへの容易な実装を目的として、ADC を搭載するマイコンと PC 間の通信には、USB ケーブルを用いたシ
リアル通信で行っていたが、ムセンコネクト社製の BLE モジュール（LINBLE-Z1）を用いて無線通信化を行い、バッテ
リーを搭載することで一体化基板を作製した。本センシング回路の主な課題は、センサ部分の消費電力が挙げられる。
4×4 圧力センサアレイでは、すべてのセンサに常時電流が流れている為、消費電力が高い状態である。このため、マル
チプレクサ等でのスイッチングによる省電力化が必要であると考える。 

圧力センサの応用として、複数の圧力センサとドーム構造ピラーを利用したせん断力センサを実現した。4 つ又は 7
つのセンサに跨る様に PDMS ドームを配置し、ソフトウェア上で各センサ出力値の差分を取ることで、せん断力（圧力
の偏り）を算出し、せん断力可視化の検討を行った。せん断力の構造に合わせ可視化用のソフトウェアもセンサ配置と
同等に変更し、圧力の偏りが明確に可視化できるように変更した。現状では、圧力センサ間の距離や、PDMS 材料の
硬度の最適化が不十分であり、正確なせん断力の検出までには至っていない。今後、圧力センサ間の距離を含むセン
サ配置の最適化や更なる微細化、そして、PDMS 材料の形状や硬度の最適化を行うことが必要であると考える。 

２種類のセンサを組み合わせたハイブリッド型センサを検討した。これまで、抵抗変化型のカーボン材料は静的な圧
力変化に適した材料であったが、振動の様な動的な圧力変化の検出は困難であった。そこで、動的な圧力検出に適
した圧電材料を積層することで、静的／動的な圧力情報の同時センシングを試み、静的／動的 2 種類の圧力変化
をそれぞれの圧力センサで測定可能であることが分かった。 

また、ロボットアームへの人体や物体の衝突を防ぐために、近接センサを検討した。近接センサには既報告の論文
（T. D. Nguyen et al., IEEE Trans. Indus. Electron. 68, 2379-2388 (2020)）を参考に、容量型とイ
ンダクタンス型を組み合わせたハイブリッド型近接センサを検討した。作製した電極パターンは、2 つの半円形の電極の
周りにコイルが形成されており、半円形の電極間での容量変化と周囲のコイルのインダクタンスの変化による測定を検討
した。シミュレーションをした結果、回路図中の C2（センサの半円形電極間の静電容量）が 0.1pF から 100pF まで
変化した場合には、Vout の出力電圧が変化しており、近接センサとして有用であると考えられた。 

   本項で述べたセンサの外観、実装状況、積層構造などを図 3-30．に示す。 
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図 3-30. 2021 年度研究報告：(a)4×4 圧力センサアレイ (b)圧力センサのロボット制御系への導入 (c) 無線通信

可能な一体化基板の作製 (d)せん断力センサ (e)積層型ハイブリッドセンサの断面構造 
 

〈ベンチマーク〉 
印刷型有機センサのロボットもしくはエンドエフェクタへの適用については、これまでも部分的には行われていたが、産

業用ロボットに必要な耐久性・信頼性の観点からのデータを蓄積することで、産業用ロボット分野への適用拡大、そ
れによるロボットの生産性向上が期待される。また静電容量センサによる近接センシングは実用化されているが、前
述の通り検知距離が短く、実際の生産ラインで使用される（アームの動きが速い）産業用ロボットには適用困難で
あり、仮にこの分野で柵レス化を可能にするセンサシステムの構築が可能になれば、世界トップレベルと言える。 
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２．２ 変種変様な多能工作業を可能にするセンシング技術搭載エンドエフェクタの開発と実証 
（パナソニックホールディングス、東北大学） 

    中間目標への達成状況を表 3-9．に示す。 
 

表 3-9．達成状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-31．エンドエフェクタ試作とセンサ情報による柔軟物の把持 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-32．ロボットハンド要素技術開発 
 

（１）ハードウェア開発 
2020 年度に検討開始していたエンドエフェクタに搭載するセンサおよび機構・センサ統合エンドエフェクタ機の第 1

弾ハンドの試作を完了。その後，第 1 弾ハンドの性能評価を実施した。 
評価結果に基づいて第 1 弾ハンドを改良・機能追加を行った第 2 弾ハンドを設計・製作した。第 2 弾ハンドを用い
て，「把持」「つまみ上げ」「すくい上げ」などの様々なエンドエフェクタ動作の実現を確認した。 

   
（２）制御ソフトウェア開発 

第 1 弾ハンドに小型ステレオカメラを搭載し，大きさや硬さ・重さなどが未知な物体に対して事前情報なしにつま
み上げることができるセンサ情報を活用したエンドエフェクタ制御アルゴリズムを開発した。 
第 2 弾ハンドに搭載した「ヘラ・ベルト機構」を用いて，把持物体の姿勢をハンド内で変更するインハンドマニピュレー
ションを実現した。 

 
 

柔剛切替 ヘラ挿入 
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図 3-33．ハンド試作（左：第 1 弾、右：第 2 弾） 
 

表 3-10．研究開発項目毎の目標と達成状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    最終目標に向けた取組みとして、従来の専用エンドエフェクタを脱するため、原理に立ち戻って機構技術と制御技術

を開発し、多能工エンドエフェクタを実現する。また、ピッキングするだけでなく、その後のタスクも考えた機構・制御で、従
来自動化が難しかった工程の自動化を実現する。 

    従来のエンドエフェクタは、特定の対象物やタスクに特化しているものが多く、本研究開発では、「多種多様な対象物
へ対応」＋「対象物の状態変化に対応」の２軸に注目し実現できる作業を面で広げていく開発を行う。 

 
 
 

◆全体

成果 達成度 今後の課題と解決方針

センシング機能を搭載したエンドエフェクタを開発
し，4種類の物体について把持確認を完了。
ロボットハンドの基幹要素技術として，「ヘラ・ベル
ト機構」を確立。

○
10種類以上の物体の把持に向けて，把持確認
実験を実施。得られた知見を次ステップのロボット
ハンド開発にフィードバックする。

◆個別テーマ

研究開発項目 目標 成果 達成度 今後の課題と解決方針

エンドエフェクタ機構技術の開発
　①エンドエフェクタ実機原理考案検討
　②エンドエフェクタ試作機の設計・試作

汎用性の高いエンドエフェクタの原理を考案し，考
案原理に基づく実機を具現化。
対象物の形状・サイズに依らずすくい取り保持可
能なエンドエフェクタの設計・試作を行う。

柔剛切替え可能なベルト付きヘラ構造および、ヘ
ラ挿入用隙間生成メカニズムについての原理を考
案、実機試作。

○
張力調整用のカム形状の最適化および，柔剛切
替え可能な無限軌道円柱化を検討し，エンドエ
フェクタ機構技術を継続進化させる。

エンドエフェクタ搭載センサ・制御技術の開
発
　③エンドエフェクタ搭載センサ要素原理
設計
　④エンドエフェクタ搭載センサ要素製作

エンドエフェクタに搭載した小型カメラのセンシング
情報を用いた エンドエフェクタの把持制御手法を
開発する。

エンドエフェクタの動作制御と搭載した小型カメラの
画像認識を組合せたアルゴリズム開発により、硬
度、重量が未知の対象物サンプルに対するつまみ
上げ制御を実現。

○

次ステップとして現場での応用を目指し、つまみ上
げ制御後に、対象物を作業可能な姿勢に変換す
るために必要な把持物の姿勢操り制御の可能性
を検討する。

統合エンドエフェクタの開発
　⑤機構・センサ統合エンドエフェクタ機の
開発

センサとヘラ・ベルト機構を搭載したエンドエフェクタ
の設計と試作を行う。

センサとヘラ・ベルト機構を搭載したエンドエフェクタ
の試作と基本動作の確認完了。 ○ 種々な形状や様々な状態の物体の把持への適

用を行い，課題抽出を行う。

エンドエフェクタ技術調査
　⑦各種ロボットエンドエフェクタの海外調
査

海外の販売中のエンドエフェクタを調査する。
最新の技術動向について学会調査や知財調査を
実施する。

公開情報ベースで網羅的な調査を実施し、各社
のエンドエフェクタの特徴を整理した。国際学会で
最新の情報を収集し技術動向を把握した。国内
知財の近年の出願動向を調査した。

○ 最新の情報を引き続き取得する。国内知財に加
えて，海外知財の調査も実施する。

エンドエフェクタ活用調査
　⑨他実施者との連携 ROBOCIPに参画し情報を収集する。 パナソニックから２名がROBOCIPの研究員として

参画している。定例の会議に参加している。 ○ 現状はROBOCIP内のPJについての議論が中心
であり、今後連携についての議論を進めていく。

◎　大きく上回って達成，　○　達成／達成見込み（中間），△　一部達成（事後），　X　未達

目標

把持対象物の情報計測を行うことの可能なセンシング機能を有するエンドエフェクタ等を開発
し、10 件以上の定型物・不定形物サンプルに対し、把持するモノの情報計測を実施する。
さらに、定形物を把持する汎用ロボットハンドの基幹部品となる要素技術を1 件以上確立す
る。
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図 3-34．ピックアップタスクでの目標 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-35．配置タスクでの目標 
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２．３．１ 研究開発成果 
自動で動作ができる多能工エンドエフェクタ、その作業の正確性に寄与するセンシング技術・制御技術の開発。 

↓ 
『変種変様』な対象物を把持可能なエンドエフェクタを創出する 

 
これにより、産業界において広く実用できる、多種多様ならぬ『変種変様』な対象物を把持可能な多能工ロボット

の実現を目指していく。 
      想定されるアプリケーションとしては以下が考えられる。 

・工場や物流における複雑形状物の把持作業の自動化 
   ・農業等における軟弱・脆弱物の把持動作の自動化 

・工場における把持作業の自動化 
 

（１）機構・センサ統合エンドエフェクタ機の開発（担当：東北大学、パナソニック、中央大学）   
  ① 第 2 弾ハンドにおいて，ほぼ目標通りの仕様を実現。 

       センサとヘラ・ベルト機構を搭載したエンドエフェクタの試作と基本動作の確認完了。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-36．機構・センサ統合エンドエフェクタ機概要 
 

② 様々なエンドエフェクタ動作を実現 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-37．把持 
 
 
 



６７ 
 

 
 
 
 
 
 

図 3-38．摘まみ上げ 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-29．すくい上げ 
 

（２）エンドエフェクタ搭載センサ・制御技術の開発（担当：パナソニック、中央大学） 
① エンドエフェクタの動作制御と搭載した小型カメラの画像認識を組合せたアルゴリズム開発により、硬度、重量が

未知の対象物サンプルに対するつまみ上げ制御を実現。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-40．未知な柔軟物（スポンジ）把持の様子 
 
 
 
 
 
 
 

ステレオカメラで物体移動速度を測定  
物体が滑っていないギリギリの状態を維持  

 
図 3-41．エンドエフェクタ搭載センサ・制御技術 
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② 把持物体のハンド内での姿勢変換制御（インハンドマニピュレーション）を実現   
 
 
 
 
 
 

図 3-42．ハンド内での姿勢変換（回転） 
 

（３） エンドエフェクタ機構技術の開発（担当：東北大学） 
   これまでの研究開発実績を以下に記す。 

● 対象物の初期把持誘導機能を有する折返しベルト構造を取り付けるプレートに搭載する板状の柔剛切
替え構造の実機具現化および実験を繰り返すことによる実機改善。 
断面 2 次モーメント活用法の簡易的な入力方式とベルト循環の両立。 

● 新たに創案した後方崩しを用いた隙間挿入式エンドエフェクタのアイディア吟味および実機具現化。 
● 履帯自体に流体を供給することが可能な革新的な流路内包型スプロケット機構の創案と実機具現化。 
● 上記の創案原理を基に実機を試作．試作した実機を用いた実験により考案原理の有効性の確認。 

 
    【後方崩し型エンドエフェクタ機構】 
      ロボットによる物体把持の分野において、平行グリッパや多指ハンドは多くの研究が行われ、既に実用的な機構の

例として挙げられる。 
これらは高い把持性能をもつ一方で、円錐型や富士型など、把持を苦手とする形状もある。そこで、平行グリッパ

や多指ハンドが苦手とする把持対象物を、ヘラを差し込んで掬い取り保持することで達成する手法を提案する。 
掬い取り機構の従来研究として、把持モード可変グリッパ[1]や、平行柔軟グリッパ[2]、伸縮・回転可能な爪機

構を有するロボットハンド[3]-[4]、人間の物体摘み上げ動作を模した劣駆動ハンド[5]-[6]、シートの摺動を利用
したグリッパ[7]-[8]などが挙げられる。 

前提として、テーブルなどの面上に乗っている物体は、少なくとも自重を支えるだけの剛性は持っている。そして A 
地点から B 地点に物体を移動させることが目的なら、グリッパやハンドによる把持だけではなく、物体をヘラの上に載
せてお盆のようにして運ぶことも可能である。この場合、物体にかける力は、ヘラに物体を乗せる時と降ろすときに発生
するため、運搬時は物体に一切の把持力をかけなくてよい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-43．後方崩し型エンドエフェクタ機構の原理 
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ここで問題となるのが、底面が床に完全に接している物体にヘラを差し込もうとすると、理論上は隙間が全くないた
め、差し込みが不可能ということである。（図 3-43.a）この問題の解決法として、柔道において相手の姿勢を崩す
技術である“崩し”（図 3-43.b）を参考にして、本研究では物体を押し込むことで後方に傾け、ヘラを挿入可能な
だけの隙間を生成する“後方崩し式ヘラ挿入用隙間生成メカニズム”を考案・具現化した。 

本稿では、考案した後方崩し式ヘラ挿入用隙間生成メカニズムの原理（図 3-44.）の説明、試作機の構成、
試作機の基本動作を含む実機実験から得られたすくい取り機能に関する知見について論じていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-44．後方崩し型エンドエフェクタ機構のメカニズム 
 

土台部分を左に直動させることで物体の右上端部から押し付け力を与え、回転運動のためのモーメントを発生さ
せる。ここで、物体が回転しても接触パーツが物体との接触点を維持するように、接触パーツ部が上下にスライド可能
な仕様とした。以上により傾いた物体の隙間にヘラを差し込み、物体をヘラに乗せた状態で運搬、ヘラの引き抜きが
可能な機構となる。 

ここでヘラの引き抜きについて、差し込み時と同様に物体を後方に傾けると、ヘラと底面の面接触から線接触また
は点接触になる。これにより、引き抜きの開始時点では摺動が生じるものの、物体が床に接した瞬間から、摺動が生
じなくなるため、物体への負荷が少なく引き抜き可能になる。 

 
    《実機構成》 
      図 3-45．に具現化した実機を、図 3-46．に実機を半分に切った断面図を示す。 
 

① リニアガイド 
実機には、図 3-46．の赤色で示す箇所に 3 つのリニアガイドを搭載した。A は実機の外殻部分から、接触

パーツやヘラを含めた内部構造部分を直動させるリニアガイド、B はヘラを直動させるリニアガイドであり、これらは
実機外側につけたハンドルによって手動操作が可能である。また、C は接触パーツが上方向にパッシブにスライド
するためのリニアガイドである。 

② 接触パーツ 
接触パーツについて特筆すべき点は、物体に押し付け力を与える接触パーツを複数個並列に搭載したことで

ある。この接触パーツにはシャフト部分にバネが搭載されているため、物体に押し付けるとそのバネがつぶれること
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でパーツが右側に沈む。これを複数個並べることで、物体の形状が複雑であっても、それぞれのパーツが適度に
沈むことで物体の形状に沿った状態で後方崩しの動作に移行できる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-45．後方崩し型エンドエフェクタ機構のメカニズム概観 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-46．後方崩し型エンドエフェクタ機構断面図 
 

また、物体を回転させるには、よりモーメントが大きくなる物体の右上端部を押し込むのが望ましい。そのため、
接触パーツが複数個並ぶことで、その範囲内であれば、任意の高さの物体に対して最適な接触点で押し込み
が可能である。 

 
これらのことから、接触パーツを複数個並べることで、物体のサイズや形状に依らず、同様の操作で掬い取り

保持が可能となる。また、この接触パーツは物体に押し力を働かせられるなら、吸盤やスポンジ、空気噴射など
の別のエンドエフェクタとの互換性がある。 

 
表 3-11．後方崩し型エンドエフェクタ諸元 
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図 3-47．後方崩し型エンドエフェクタ寸法 
 

③ ヘラ部 
ヘラはリニアガイドに直接ボルトで締結し、床と 1mm の隙間を設けることで、ヘラが床の表面性状に依らず

滑らかに直動可能な構成とした。また、ヘラ部は少なくとも 3kg の物体まで許容できる仕様とした。 
 
    《実機動作》 
      図 3-48．に実機を用いて複雑な形状の PC マウスを掬い取り保持した様子を示す。以下に掬い取り保持の手

順を説明する。①で内部構造部分をマウスに近づける。②で 3 本の接触パーツがマウスの形状になじんだ状態で押
し込みを行い、マウスに回転運動をさせる。③で傾いたマウスの隙間にヘラを差し込み、④で内部構造部分をマウス
から遠ざけることで、マウスの傾きを元に戻す。⑤、⑥で実機を持ち上げ、マウスを運搬する様子を示す。⑦でマウスを
傾けさせ、ヘラの引き抜きを行いやすい状態にする。⑧でヘラを引き抜き、⑨でマウスを最初の状態に戻す。 
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図 3-48．後方崩し型エンドエフェクタの動作 
 
 
    《実機実験》 
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① 接触パーツの上下スライド機能の有無による動作比較 
当機構において、接触パーツが物体に接し続けながらその物体を回転させるには、接触パーツ自身が上方向に

スライドをする必要があると考えられた。そこで、このスライドがない場合においても、物体の掬い取り保持が可能か
検証した。 

実験方法として、実機の接触パーツ部に、リニアガイドによる上下スライドを制限する部品を新たに追加し、従
来との後方崩し動作の比較を行った。 

結果を図 3-49．に示す。これは房状ジャミング膜グリッパ[10]とガムテープを対象物として比較したものであ
る。図 3-49.a-1 では、接触パーツが上方向にスライドするため、押し込みに対して自然に傾き、容易にヘラを差
し込むことが出来た。一方、図 3-49.a-2 ではジャミング膜グリッパが大きく変形するほどの押し力を加えても底面
は一切傾かなかった。この結果はマウスでも同様であった。 

また、ガムテープやコップは、押し込み時にわずかにヘラが入るだけの隙間が生じた。これは、接触パーツのシャフト
部分が微小に上下に揺れることで、物体をわずかに持ち上げているためであると予想する。さらに強く押し込むと、
図 3-49.b-2 のように物体と接触パーツが滑ることで傾きを生じたが、明らかに従来よりも多大な力が必要であっ
た。ジャミング膜グリッパやマウスでは、その形状や材質から接触パーツの微小な上下移動を打ち消していると予想
する。 

以上のことから、接触パーツが上下にスライドすることの必要性を確認することができた。一方で、空気噴射な
ど、直接対象物に接触せずに押し込み力を与える手法の場合は、上方向にスライドさせること自体が必要なくなる
と考えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-49．接触部品の垂直スライド機能がある場合とない場合の操作の比較 
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② 後方崩し可能角度の検証 
後方崩し式ヘラ挿入用隙間生成機構で掬い取り保持を行うにあたって，テーパが掛かった対象物の後方崩し

動作時に，接触パーツが滑りあがってしまうことが予想される．そのため，テーパの掛かった対象物の後方崩し動
作可能な角度を実験により検証した． 

方法として，半径 100mm，角度は任意に調整可能な扇形のブロック(アクリル系樹脂製)を用いて， 
(a) 物体表面：なし，接触パーツ表面：なし 
(b) 物体表面：ゴムシート，接触パーツ表面：なし 
(c) 物体表面：ゴムシート，接触パーツ表面：ゴムシート 

の 3 つの条件で，接触パーツが物体を滑らずに後方崩し動作が行えた角度を測定した．10 回の試行で 10 
回とも滑らずに後方崩し動作が行えた場合を成功とした． 

結果として，(a)は 65°，(b)は 45°，(c)は 15°の時に成功した(図 3-50)．また，(b)では非常に強い力
で押し込む必要があり，(c)では，滑りはしなかったものの，後方崩し動作を達成するには接触パーツ部の上方
向へのスライドを補助する必要があった． 

この結果から，現在の機構の構成では，滑りやすい物体への後方崩し動作が苦手であることが分かった，ま
た，(b)，(c)の後方崩し動作について，現在の機構では与える力の方向が横向きのみであるため，物体との接
触点の位置が低いと，生じるモーメントが小さいために多大な力を必要としていたと考えられる． 次章において，
身の回りの薄いもの，滑りやすい形状のものについてさらに検証する 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-50．後方傾斜角の検証 
 

③ 複数種類の対象物の掬い取り保持 
実機を用いて，複数種類の対象物を掬い取り保持する様子を図 3-51．に示す．成功例を見ると，形状や

サイズがそれぞれ異なるものを掬い取り保持できていることが分かる．また，スポンジやゴムバンドなどの底面が床に
完全に接していないものに関しては，後方崩し動作を行わずに直接ヘラの差し込みが可能だった．その際の接触
パーツは，持ちあげ時に物体を押さえつけることで物体を支え，ヘラ引き抜き時には物体がヘラに追従するのを防
ぐ壁の役割をしていた． 

このような成功例の一方で，SD カードケースやスマートフォンなどの薄い物では，高さが十分にないため，一
番下の接触パーツがせり上がってしまった．また，マウスの後ろ側から接触した場合は，表面で滑り上がってしまっ
た．これらのことや，章 4.2 の結果から，当機構は，薄い物，滑りやすい物の後方崩し動作が苦手だと分かっ
た．現状でとれる対策として，薄い物に関しては，物体にかける力のベクトルを上方向にすることで，回転に必
要なモーメントを大きくすることが考えられる．具体的には，接触パーツが上方向にスライドしやすくするため，接
触パーツの自重補償を行うことや，接触パーツ部の上下移動を行うリニアガイドの傾きを直角よりも右側に傾け，
接触パーツの押し力を利用できるようにすることなどが考えられる． 
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次に，滑りやすい物の対策として，接触パーツの変更が考えられる．章 3.1.2 で先述したように，物体に押
し力を伝えられれば何でもよいので，現在のアクリル系樹脂の接触パーツにゴムシートを貼って表面性状を変更す
る，半円柱型の形状を変える，スポンジ，吸盤，空圧式などの別の材質や仕様に変更するなど，様々な選択
肢が考えられる． 

逆に現状の仕様でも，薄い物，滑りやすい物以外ならどのような形状のものでも後方崩しとヘラの差し込みが
可能だと考える． 

また，ヘラ部の展開として，柔剛切替機能を追加することでヘラを薄くし，さらにヘラに摺動するベルトを巻く．
これにより，物体への差し込み，引き抜き性能をさらに高めることを検討している[11]-[13]． ここで，搭載す
るベルトを無限循環可能にすることで，従来のヘラの直動に依存する循環方式よりも，物体のヘラ上での位置
調整など，さらなる機能の追加が見込める．当チームでは，この無限循環を可能にするカプラの着脱用の流路
内包型スプロケット機構を創案し，具現化を行っている． 
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図 3-51．複数種類の対象物の掬い取り保持 
    《まとめと今後の予定》 

本稿では，考案した後方崩し式ヘラ挿入用隙間生成メカニズムの原理の説明，試作機の構成，試作機の基
本動作を含む実機実験を行った．結果として，マウスなどの複雑形状を含む様々なサイズや形状の対象物を掬い
取り保持可能なことを示した一方で，薄い物や滑りやすい物に対しての後方崩し動作を苦手とすることが分かった． 

今後は，この苦手な対象物を保持できるように機構を改良する．具体的には，接触パーツの検討，接触パー
ツの自重補償機能の追加，ヘラ部の機能追加の検討などを行う。 
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図 3-52．後方崩し型機構の回転バージョン。 
 

図 3-52．示すように，接触部を直接的に円弧状に動かす方式も考案している．平行グリッパと併用可能という
利点も有するが，今回は接触部の軌跡生成の容易性に鑑み，図 3-45．に示す方式とした。 
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    【流路内包型スプロケット機構】 
     〈１〉 通常のスプロケット機構 

従来のスプロケットは，チェーンを通して駆動力を伝達することが，その主な機能であった．そのため，スプロケッ
ト側の幾何的な凹凸と噛み合うようにチェーンも構成されており，スプロケットの回転に伴いチェーンに張力が発生
し，その張力によって，チェーンと噛み合わされた１つもしくは複数のスプロケットが回転する，広義には，チェーン
によって噛み合わされた何らかの部品が駆動される，という使用に方法が限定されていた． 

 
     〈２〉 流体供給機能の提案 

前述の，駆動力伝達機能のみの従来からあるスプロケットとチェーンの組み合わせに対して，スプロケットによっ
て，流体がチェーン側にも供給できれば，駆動力のみならず，圧力や流れ，流体自体の物理的作用・化学的
反応など，力に限定されない多様な伝達を可能とする機構を作り出すことが可能となる． 

 
     〈３〉 従来方式，および創案原理の異着眼点 

従来，空気の通り道を内部に含めて異物を吹き飛ばすことを可能とする歯車やスプロケットは提案されている
（例えば[1]）．しかしながら，流体そのものを，その噛合駆動する相方要素に供給することを目的とはしておら
ず，またこの供給機能を実現させた例は我々の知る限りでは存在しない． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-53．無限循環 
 
 



７９ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-54．初期機械的プロトタイプモデルの概要 
 

また，文献[2]特許に示すように無限軌道状に流体を供給させる方式として，機体中央部分に回転可能継
手を設置して，無限軌道の直背部分においては，その柔軟配管をたるませるという方法が存在する．しかしなが
ら，この方式は，履帯の軌跡が直線と円弧で構成されるものに限定され，なおかつその直線部分が比較的長い
場合にはたるみが発生し，軌跡が S 字など複雑化した場合や実時間で変化する場合には適用不可能である．
さらに，この機構を複数層で使用するとなると，かならず中央部分の回転継手から共有する流体源までの間でね
じれが発生することが問題となる． 

 
     〈４〉 研究目的 

前述のように，流体供給を行うスプロケットがなく，なおかつ流体供給により多様な機能が実現できる可能性
を踏まえ，本研究の主目的を，無限循環体への持続的流体供給を可能とするメカニズムとしての流路内包型ス
プロケット機構の原理創案と実機具現化と設定する． 

 
     〈５〉 流路内包型スプロケット機構および流体供給可能履帯によりなされる機能例 

駆動力伝達のみならず，状態を変化させることが可能な各種流体素子・要素を履帯表面に搭載したベルトコ
ンベアやクローラ機構が構成できることになる． 

流体供給を行った際に発生する効果として，例えば後述する機能がある．これまでに，当研究チームにおいて
は，１次元ジャミング機構という線状の柔剛切替え要素について長年研究を続けてきた[3]．１次元ジャミング
にはワイヤ駆動方式と流体駆動方式などがあり，この後者の流体駆動方式においても，減圧式・加圧式とがあ
る．いずれにせよ，作動流体によって柔剛を切り替えるこの要素には，流体供給が必要であり，この流体式柔
剛切替え機構を無限循環体の表面に有する機構は，凹凸の激しい不整地や対象物に柔モードで形状適応を
行いながら無限循環推進し，作業などを安定して行う際には，なじみ形状を維持した状態で剛モードに移行す
るといった動作が可能となる．さらに，流路供給先に対して，負圧を発生させることによる吸引効果もあるため，
例えば壁のぼりロボットの足回りなどに使用可能である． 
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    《流路内包型スプロケット機構の基本原理》 
円弧部分で必ず噛み合う．軸方向もしくは径方向にカプラの片方が回転と同期してずれることにより，相方のカ

プラと噛合を行う．この連動動作をカムを用いて行い，チェーン内に流路を含めた流路内包型チェーンに，駆動力
伝達のみならず流体の供給を行うものである．なお，このかみ合わせの方向が径方向と軸方向の主に２つが考えら
れるが，今回は反力の受けやすさを鑑み，後者の軸方向方式を採用した．また，鏡面対称にこの流路内包型ス
プロケット機構を配置することにより，スプロケット機構本体の内力として相殺しあい，スプロケット機構にモーメントを
発生させないような配置上工夫した構造も考えられる． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 3-55．円筒タイプ CAD モデル 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-56．平面タイプ CAD モデル 
 
    《実機具現化》 

創案した基本原理に基づき，実機を設計・試作した．第一段階として，円柱版に入る前に，平面版にて基本
動作・機能実験を行い，カム形状を含めた要改良点の抽出と反映を行い，次の段階としてこの構造を湾曲させて
円中版とする，という手法を取る．具現化した平面版の CAD 図を図 3-56．に，実機外観を図 3-58．（斜
視図）図 3-57．（三面図）にそれぞれ示す． 

実機にはオス・メスともに常閉式のカプラを用いた．これは，例えば状態切替体をチェーンに搭載した際に，そのモ
ードをスプロケットを噛み合っていない際にも維持できるようにするため，およびスプロケット側からも噛み合っていないカ
プラにおいて，流体漏れが発生することによる圧力低下などが起きないようにするためである．後者は，無尽蔵に流
体源から流体が供給される状況においてはその限りではない． 

また，スプロケット自体の駆動方向とは垂直向きにカプラを動かすための溝カムを設け，その溝カムにはまるローラカ
ムフォロワーを搭載し，このフォロワー側に前述のカプラのオス型を搭載した．こうすることで，溝カムの軌跡に応じてフ
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ォロワーが図中左右方向に動くことになり，直線上の移動に伴い，所定の場所でメス型と連結することが可能とな
る．今回の平面版はこの溝カムの軌跡形状の最適化に向けた確認機としての位置づけでもある． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-57．平面タイプ三面図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-58．平面タイププロトタイプ概観 
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図 3-59．平面タイププロトタイプの上面および側面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-60．ロータリーコネクタによる流体チャネルブルト付きチェーン 
 

また，図 3-60.にこの流路内包型スプロケットと連動する流路内包型チェーン機構の試作機外観の一部を示
す．回転継ぎ手を用いて構成されており，この図に示されたユニットが図中の上下方向に複数個連結することで，
図 3-60.に示す試作機のチェーンよりも滑らかな受動動作が可能となる．ピッチに関しては，スプロケットの回転駆
動用のピッチと同じ，もしくはその約数か倍数での設定が望ましい． 
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    《実機具現化》 
前章にて説明した平面版実機を用いて基本動作実験を行った．実機を用いた実験を通して，創案した基本原

理の効果の確認が実験の目的はである．実験においては，平面版のオス型・メス型双方の連結しない方の端部
に，空気圧チューブされにその先にシリンジを搭載した．流体の供給・移動が視認しやすいように，赤色に染色した
液体と気体である空気の２種類を含む流体をシリンジ内に封入した． 

実験の結果を図 3-61.および予稿添付の動画に示す．図 3-61.および動画からもわかるように，カムに沿ってメ
ス型のカプラがオス型のカプラへと連結され，連結・非連結の境界においても，視聴認する限りでは流体の漏れが殆
ど発生しないことが見て取れた．また，0.7MPa をオス型・メス型双方の連結部の逆端部にそれぞれ印加しても同
様に漏れが殆ど発生しないことが観察された． 

以上により，創案した流路内包型スプロケット機構および流路内包型チェーン機構の連結の基本原理に基づい
て具現化した試作機を用いた実機実験を通して，創案原理の基本的な有効性を確認した． 

今後は，この漏れ量の定量評価および円筒型の実機具現化を実施していく． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-61．基礎実験 
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    《流路内方式メカニズムへの拡張》 
本研究で取り扱ったスプロケット機構およびチェーンに限定されることなく，ベルトやギア，ベアリング，カップリング，

シャフトなど，様々な機械要素に流路を内包させ，駆動力伝達，物理量変化をもたらす機構群の創出が考えら
れる． 

 
    《まとめと今後の課題》 

本研究においては，無限循環体への持続的流体供給を可能とするメカニズムとしての流路内包型スプロケット機
構の基本原理創案と実機具現化を行った．創案した基本原理に基づいて具現化した試作機を用いた実機実験を
通して，創案原理の基本効果・性能を確認した． 

今後は，漏れ防止の効果や供給圧力に応じた要駆動力の変化など，さらなる定量評価の実施，および次号
機への反映を繰り返し行い，実機の質をより向上させる．また，本機構の複層構造化や，状態切替要素や吸引
要素など，各種機能素を表面に施した無限循環式機能体も含めた体系的な研究推進を行っていく． 
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（４） エンドエフェクタ技術調査（担当：東北大学、パナソニック） 
      最新の技術動向について学会調査や知財調査を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3-62．ソフトロボティクス（流体素子）に関する研究動向調査 
 

    《国内動向調査》 
国内知財 2002～2021 年のエンドエフェクタ関係知財 722 件を調査。 

・2017 年から国内出願が急増 
         ⇒ 関連事象）関連国プロ増加、WRS の開始、ソフトロボット勃興 
         ⇒ 変種変様ハンドの出願も増加傾向 

・変種変様ハンドで研究開発と出願を加速し権利化を急ぐ 
・今後の課題 ⇒ 海外知財の状況を調査 

 

流体（液体・気体）による回路（R,L,C）を用いた
ソフトロボティクス研究が立ち上がりつつある 
 
 ⇒柔軟かつスマートなエンドエフェクタが 
   単体素材で実現できる可能性 
 
【今後の課題】 
 循環ベルトや柔軟グリッパーへの適用可能性の 
 検討 粘性対象物用

　循環ベルト式把持トリガ機構

不定形軟弱・脆弱物把持用
　　　　　　柔軟グリッパ
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２．３ 果菜作物収穫システムの開発（ヤンマーホールディングス） 
      これまでの主要成果の意義を以下に記す。 

・ ハンド 吊り下げられた凹凸あり果実への吸着を初めて実現 
→ 収穫可能割合に寄与。収穫ロボット全般の実現に貢献する。 

  物流にも有用。 
・ 認識 写実的 CG モデルを使った機械学習により現実の作物認識性能を高められることを実証した。 

→収穫可能割合に寄与。 
・ 収穫ロボット試作機を構築。ハウスでの効率よい試験実施が可能になった。  

 
    成果の概要を以下に記す、各成果の詳細は、2.3.1 項に示す。 

①トマト収穫ハンドの開発 
切断＋吸着方式の収穫ハンドについて、試作機の評価を通して目標性能を実現した。また試作開発の過程で

吸着、繰り出し、切断の各部の課題を解決した。 
特に吸着パッドについては形状の最適化を行い目標性能を達成するとともに学会発表し講演賞を受賞した。このパ
ッドは凹凸物体に広く利用することができる。 

 
③果菜類認識・推定技術の開発  

・作物構造を機械学習で認識するための作物モデルシミュレータを構築した。 
・上記シミュレータを活用した植物構造認識に関する論文が掲載された。 

⑤トマト自動収穫ロボットの設計、製作、評価、実証、事業化  
・収穫機能開発用の６号機を製作し活用した。 
・ロボット展に出展しアピール実施した。 

 
２．３．１ 研究開発成果 

① トマト収穫ハンドの開発  
吸着＋切断による方式を選定し、各要素を実現すべく開発した。 
トマトを自動収穫する上で、トマトを果梗から分離する切断機能について、多くの方式を試作し、目標を達成でき

るハサミ式切断機構を設計、製作した。 
 

切断部に関しては、複数方式を比較し、収穫対象果実及び周囲を傷付けない形状かつ、十分な切断能力を発
揮することが可能なハサミ方式を採用した。 

 
吸着部に関しては、前年度８種、今年度３種類の吸着パッドの試作評価を行った。 

・反力が得にくい球状作物を形状、姿勢によらず吸着可能 
・位置ずれがあっても吸着でき、中央に引き込む 
・同外形の従来吸盤と同等の把持力を発生 

◎高い性能を単一部品で実現し、非常に実用的 
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図 3-63．吸着パッドの評価試験 
②  果菜類認識技術の開発（非公開） 

 
③ 果菜類認識・推定技術の開発 

果菜類植物の構造を推定する技術について、共同研究先の千葉工業大学を中心に取り組んだ。 
 

1) 作物構造推定と隠れ枝推定モデルの開発、それにかかわる論文投稿 
２）に記載のシミュレータで生成したアノテーション済み画像を用いて、植物を撮影した画像の中で枝がどこにある

のかを、隠れた枝も含めて推定するアルゴリズムを開発し(2020 年度までの成果)、シミュレータの構成と合わせて
2021 年度に論文投稿した。トマトを生育しているような複雑な環境で、隠れた枝の位置を推定するアルゴリズムは
ほかに例がなく、革新的な技術であると言える。 

 
２) トマトの植物全体の外観を再現するシミュレータの開発 

ロボットの多様な作業とそのための認識アルゴリズムを考慮すると植物全体の外見を再現するシミュレータが必要で
ある。例えば果房が着生する位置は葉のついている位置や順番と相関があるので、葉のついている位置がわかれば、
果房が隠れていてもおおよその位置を推測できる。また、トマトの栽培作業は収穫だけではなく、葉や芽をかくような
作業があり、このような作業も将来的に自動化が求められるだろう。人間にこのような複雑な作業ができるのは、経験
的に植物の構造を理解しているからである。ロボットで同様に複雑な作業を行うには、ロボットを制御するコンピュータ
に植物の構造を授けるための仕組みが必要である。しかし、実世界でそれを行うのは難しく、シミュレータが必要となる。 

そこで、図．ｎの右上に示すように写実的に植物の外観を表現できるシミュレータを開発した。このシミュレータで
はトマトの主茎・葉と果房が再現されている。このシミュレータは図．ｎの左上のポリゴンモデルをもとに、物体の表面
物性を再現する physical based rendering と現実の照明環境を模擬する image based rendering によっ
て、植物を写実的にレンダリングできる。 
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図 3-64．果実シミュレータと果実シミュレータがレンダリングした画像 
 

このシミュレータは植物の外観を写実的に再現できるだけでなく、画像の各画素に意味を持たせたアノテーション済
み画像としてレンダリングすることもできる。例えば、図 3-64.の左下のアノテーション済み画像は、写実的にレンダリン
グされた左の画像の各画素に映っているのが植物のどのパーツなのかを示した画像である。また、図 3-64.の右下の
アノテーション済み画像は、左の画像の中でどこに枝があるのかを、本来はほかの物体によって隠されている部分も含
めて示した画像である。このような画像は実世界でカメラを使って得ることはできない。実世界で撮影された画像の各
画素に何が写っているかを正確に表そうとすれば、各画素を人の手で 1 画素ずつ塗り分けなければならず大変な労
力がかかる。また、他の物体に隠された別の物体がどこにあるのかを示すなど、もはや人間には不可能である。 

 
④ 自動収穫の経路生成（非公開） 

 
⑤ トマト自動収穫ロボットの設計、製作、評価、実証、事業化 
１）試作機 

下図に示す「トマト収穫ロボット試作６号機」を設計、製作した。リスクアセスメントを行い、運用上危険な部分
を修正し実用的な試験機に仕上げた。 

これを使いハウスで収穫試験を行った。福島県にある株式会社ワンダーファームの大型ハウスにも持ち込んで試
験を行った。 
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図 3-65．「トマト収穫ロボット試作６号機」外観と収穫試験の様子 
 

２）アウトリーチ活動 
事業化につなげるためのアウトリーチ活動として２０２２国際ロボット展 NEDO ブースへ出展した。認識、ハ

ンド、収穫の様子をデモ上映した。来場者６９名以上に紹介することができた。 
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２．４ 自動配送ロボットによる配送サービスの実現 
      研究開発項目⑤ 「自動配送ロボットによる配送サービスの実現」 については、2020 年度から 2021 年度にか

けて、自動走行ロボット・システムの高機能化に関わる技術開発、開発した自動走行ロボットの実証、社会受容性
向上に向けた取組の在り方等の分析・検討を実施した。 

 
表 3-12． 

番
号 

実証環境  
配送物 備考 

屋内 
屋外 

私有地 公道 
1  〇  宅配荷物 団地内（小売店～各住戸前） 
2 〇   宅配物 マンション内（エレベータ連携） 
3   〇 小型荷物、野菜等の収穫物 地方（中山間地域） 
4   〇 宅配物等 都市部（住宅地域） 
5  〇 〇 スーパーの商品等 地方（大学構内） 
6 〇   レターパックや小型荷物 オフィスビル内（エレベータ連携、異種ロボット連携） 
7 〇 〇 〇 ドリンク・事務用品・郵便物など 都市部（信号連携） 
8 〇 〇  生活用品 ショッピングモール内～駐車場 
9 〇   物流倉庫内のかご台車に乗せられる荷物全般 物流倉庫内 
10   〇 ドリンク・事務用品・郵便物など 地方（工業地域）、中速中型ロボット 
 

1 団地の居住者や団地内でのサービス提供者に向けた配送サービスの実現 
2 セキュリティマンション向け複数台自動走行ロボットによるラストワンマイル配送サービスの実現 
3 中山間地域の生活支援向けロボットシェアリング型配送サービスの実現 
4 住宅街向け小型低速ロボットによる安全・安定なラストマイル配送サービスの実現 
5 個人向け自動走行ロボットによる安全な配送サービスの実現 
6 大規模オフィスビル向け異種ロボット連携による館内配送サービスの実現 
7 オフィス街向けオフィスビル内外配送サービスの実現 
8 大型商業施設向け店舗から駐車場への商品自動配送サービスの実現 
9 商業施設バックヤード向け複数ロボット連携システムによる配送サービスの実現 
10  工業地域向けロボットシェアリング型配送サービスの実現 

 
２．４．１ 研究開発成果 

次ページより、これまでの各事業者の成果を報告する。 
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テーマ：セキュリティマンション向け複数台自動走行ロボットによるラストワンマイル配送サービスの実現 
研究開発機関：日本郵便 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 

複数機体を平行して運行させつつ、配送サービスの提供者が配送業務の現場で特定の専門性や高度な訓練を
要さずとも適切な管理を実施可能とするために必要となる運行管理システムを開発した。 
 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年 2 月下旬～3 月下旬 
○場所：千葉県習志野市マンション内 
○配送物：宅配物 
○実証内容：20 戸程度マンション屋内における複数台の自律走行ロボットによる配送実証 

－住民とロボットの共生を前提としたオペレーション方法、特に、ＥＶに人と同乗する実証はこれまで前例がなかっ
たが安全に実施できることが確認できた。 

－運行管理システムを活用した複数機体の監視等の必要機能を確認した。 
－自動ドアをシステム連携ではなく、物理的にセンサーで検知して開けるという方法が有効であることを確認した。 
－自社の既存基幹システムと荷物ステータス管理機能の連携にはコストも含め検討が必要。 
－遠隔画像の画角についても活用場所に合わせた調整が必要と分かった。 

 
(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 

ロボットとの共生環境や受取利便性等に関するアンケート、機体・運行管理システムの評価反省内容と照らし、
総合的な評価を実施。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）日本初！宅配分野における複数台の配送ロボットによる屋内配送試行
https://www.post.japanpost.jp/notification/pressrelease/2021/00_honsha/0225_01_01.pdf 
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テーマ：住宅街向け小型低速ロボットによる安全・安定なラストマイル配送サービスの実現 
研究開発機関：パナソニック ホールディングス 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 回避障害物の明確化と適切なセンサ構成の案策定 
② 走行環境の状況により回避動作が異なる為、考慮すべき環境要素の検討と環境に応じた回避動作の実現と

データ蓄積 
③ 屋内/屋外など走行モードの切り替えが発生する際の精度のよいスムーズな切り替え可能なシステムの構築 
④ 遠隔操縦／自律走行制御／近接操作等の各モードやその優先順位について、ロボットに必要な仕様案の検

討・策定合わせて、必要な通信セキュリティ等に必要な対応の分析検討も実施 
⑤ 防水性等の屋外対応仕様の検討と技術的検証 
⑥ 屋外環境にて稼働する場合のリスクアセスメントを実施し、リスク分析と必要な設計対策の検討 
⑦ 独立した制御系により、センサ故障時には確実に停止させる構成の実現 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2020/12 月・2021/2 月（雨天以外の 9:00～16:00） 
○公道の種類：原則歩道、必要に応じて車道/横断歩道（信号無） 
○場所：神奈川県藤沢市藤沢 SST（住宅街） 
○走行距離：累計で 100 ㎞以上 
○配送物：宅配物等 
○実証内容： 

1. 屋外を安定に走行するための小型低速ロボット向け自律移動技術の検証 
－安全上考慮すべき障害物を明確にし、必要なセンサ配置を決定  
－ロボット自体での回避と遠隔操作との切り分けを明確化し、機能検証を行った。 
2. 運用継続性を支える操作性の良い遠隔監視/操縦技術の検証 
－バッファ削減等の対応により 500ms 程度の遅延達成に目処。 
－セキュリティについては脅威分析し、VPN、ファイアウォール、モニタリング機能等を実証、運用可能であることを

確認 
3. 屋外環境に適した機体とその安全性の検証 
－リスクアセスを実施。IPX3 を実現。 
 

(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 
○宅配サービス提供時のエンドユーザ視点・店舗視点でのサービス受容性 
○住民視点での安全性の受容性、事業者視点でのオペレーションコストの分析（遠隔システム含む） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考）小型低速ロボットによる住宅街向け配送サービスの実証実験を Fujisawa サスティナブル・スマートタウン

で実施 
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テーマ：人共存下における配送ロボット・運行管理システムの開発と屋外環境調査 
研究開発機関：パナソニック ホールディングス 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 人共存下における安全技術 

－最高速 6km/h 以下 
－降雨量 10mm/h を想定した雨天走行 
－公道上で共存する人とのインタラクション機能（進行方向表示 LED や発話インタラクション機能） 

② 歩道等における人共存化技術 
－安全面、人共存を考慮した歩道走破性改善の技術要件抽出。 
－要求仕様定義。 

③ 遠隔監視と自律移動における安全確保の技術実装 
－走行エリア区分に応じて変更が必要なロボット走行要件の明確化 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年 10 月～2022 年 3 月 
○公道の種類：原則歩道、必要に応じて車道/横断歩道（信号無） 
○場所：神奈川県藤沢市藤沢 SST（住宅街） 
○走行距離：累計で 1,000km 以上（２０２２年２月現在） 
○配送物：宅配物等 
○実証内容： 

1. 配送ロボット／遠隔監視・制御システムでの現地実証 
－藤沢 SST 全エリア（約 500m×500m）での走行検証完了。総走行距離 1000km 以上を無事故で達

成。 
－一人の遠隔操縦者により４台までのロボット走行を実現。 
－横断歩道での自律停止を回避する機能を実現。 
2. 実証走行実績に基づく環境側課題や条件の整理 
－歩道幅は実走行可能エリアとして 2.0m を満たすことが必要（自動走行ロボットが幅 1.0m 以内を走行可

能な経路追従性を有することを前提）。ただし、植樹飛び出しにより本要件を満たせないケースがあるため、植
樹管理体制に課題がある。 

 
 

 



９４ 
 

テーマ：オフィス街向けオフィスビル内外配送サービスの実現 
研究開発機関：ソフトバンク、佐川急便 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 館内配送用自律走行ロボットを原動機付自転車として保安基準に対応した、屋外配送用ロボットへの改造 
② ユーザーインターフェイスとなるロボット配送予定の案内通知及び受取手段の開発 
③ セルラー通信を用いた遠隔操作の検証 
④ スマートフォンアプリを利用したロボット現在地の確認及び指定場所到着通知の開発 
⑤ 実際の信号システムからの情報を受信し、それをもとに信号機に同調させる技術の確立 
⑥ エレベータシステムと連携させるための情報、制御信号の通信技術の確立 
⑦ 屋外配送用ロボットのバッテリーを活用した冷蔵・冷凍装置設置の有効性検証 
⑧ 配送中の宅配荷物への振動、衝撃の検証や温度変化の検証 
 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
■屋外配送実証 
○期間：2020/12 月～2021/6 月末（隔週水・木の 10:00～17:00(12:00∼13:00 除く） 
○公道の種類：原則歩道／横断歩道（信号有） 
○場所：東京都港区竹芝エリア（オフィス街） 
○走行距離： 3 つのルート（125m,125m,250m）を設定 

信号を横断するルートを主として走行し、のべ約 8.25km を走行 
○配送物：ドリンク・事務用品・郵便物など 
○実証内容： 

1.遠隔・非対面・非接触での配送サービスに必要なユーザーインターフェイスの検証 
→音声アナウンスによる注意喚起の有効性を確認。UI の高度化が今後の課題 
2.信号機との協調機能の検証 
→歩行者信号の通信を用いた連携に成功 
 

■屋内配送実証 
○期間：2021/6 月～2021/7 月末（平日午前の館内配送タイミングに合わせ実施） 
○走行場所の種類：屋内 
○場所：東京都港区竹芝エリア オフィスビル内フロア 
○走行距離：1 フロアあたり 20m 程度、エレベータシステムと連携して複数フロアを移動 
○配送物：事務用品・機械部品など実際の配送物の一部 
○実証内容： 

1.遠隔・非対面・非接触での配送サービスに必要なユーザーインターフェイスの検証 
→バーコードベースでの簡便な操作インターフェイス、ユーザスマートフォンへのメール通知、QR コードを用いた解錠
などの有効性を確認。積載性能の向上が今後の課題 
2.セルラー通信を利用した自律走行ロボットの遠隔監視・操作機能の検証 
→LTE による遠隔監視システムを検証（異常時一旦停止できる等の機能） 
3.エレベータシステムとの協調機能の検証 
→ロボットに搭載した LTE による連携に成功 
 
 
 
 



９５ 
 

(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 
○改善課題の洗い出し及び社会実装に向けた評価 

→本提案事業の関係者及び一般向けにデモ視察日を設け、アンケートの配布・収集 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）日本初、自動走行ロボットと信号機の連携による屋外配送に成功 
～竹芝エリアの公道でロボットが信号機の表示情報を受信して交差点を横断し、安全に走行しながら荷物
を配送～ 
https://www.softbank.jp/corp/news/press/sbkk/2021/20210615_01/ 

  



９６ 
 

テーマ：個人向け自動走行ロボットによる安全な配送サービスの実現 
研究開発機関：楽天グループ、本田技術研究所 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 人混在環境における安全配送を行うため、危険源の特定、リスク見積、安全対策手法の検証 
② 経済性と安全性を備えたシステムの開発 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：（私有地内）2020 年 11 月～2021 年 2 月 

（公道）2021 年 7 月～8 月 
○場所：（私有地内）ひたちなか市自動車安全運転センター内 交通公園 

（公道）筑波大学構内（公道横断を含む） 
○（公道）の走行環境：筑波大学構内の宿舎周辺と一部公道を含む全長約 500m 

一部公道の走行は歩行者専用道の横断 
○実証内容： 

■私有地内 
公道環境に近く、且つ通行をコントロール可能なクローズドエリアを活用した実証実験の実施 
→自動走行ロボットの基本移動機能の開発及び、ラストワンマイル搬送の機能要件抽出を実施した。 
■公道 
オープンエリア（段差、移動体や構造物あり）において商品等を配送するサービスを想定した実証 
→・安全運行のためのリスクマップを作成し、本質安全、機能安全、運行ルールの要件を定義。 

    要件に基づいて走行実験を実施し、71 ㎞の距離を受入れ不可能なリスクがない状態で走行した。 
・機体に搭載するボックスを試作、その検討結果を踏まえて改修版を製作。 当該ボックスを用いてユーザビリテ

ィテストを実施。サービス時の利用者の目線、課題を把握した。 
 
(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 

サービス利用者へのアンケートや機体・運行サービスに関する安全性を含めた実現性などについて分析等を勘案
して社会的受容性の総合的評価を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）Honda と楽天が自動配送ロボットの走行実証実験を共同で開始 
https://www.honda.co.jp/news/2021/c210719.html 

       



９７ 
 

テーマ：工業地域向けロボットシェアリング型配送サービスの実現 
研究開発機関：京セラコミュニケーションシステム 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 高精度地図とセンサーによる走行制御 
② 遠隔監視および遠隔操作機能 
③ 情報セキュリティ機能 
④ 無人自動配送ロボットの走行を周囲の人々へ通知する機能 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年５月以降 
○公道の種類：原則車道、必要に応じて歩道 
○場所：北海道石狩市（工業地域） 
○配送物：小売店商品・宅配物・クリーニング衣類品など 
○実証内容：港湾地区の工業団地就労者向け無人配送サービスの実証 

－期間中の走行距離は 232.7km 、1 日当りの走行距離も最高で 18.1km。また直線部分では安定して
時速 10km 以上に達し、実証実験エリアのいずれの地点へも 15 分以内に到達できたことにより、オンデマ
ンドサービス実現に必要な機動性を確認できた。 

－遠隔監視用の高精細な映像伝送を実現する為、高速・大容量・低遅延の通信環境とそのコスト負担が必要 
－遠隔操縦のクオリティが高いと大抵運行可能と言うことが本実証で判明した。通信環境などの良いところであれ

ば、複数台運用で実装することも出来そうな見込み。 
－利用する企業の業務形態や利用者の年齢層に応じて、使用するデバイスやインターフェースの使い分けが必

要。 
○実証環境の特徴：信号機の無い交差点、歩道付き道路の車道車線、歩行者、自動車、駐車場有り。晴天・

昼・夕方を想定。 
○走行ルート総延長：約 5km 
 
(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 

地域における配送ニーズ調査を実施する自動配送ニーズ研究会を設立し、当該研究会によるニーズ調査方法
の検討および調査実施、地域の社会受容性向上にむけた説明会、ヒアリングを実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）北海道石狩市の公道において無人自動配送ロボットによるロボットシェアリング型配送サービスの実証実験
を開始 

https://www.kccs.co.jp/news/release/2021/0817/ 
 

    



９８ 
 

テーマ：中山間地域の生活支援向けロボットシェアリング型配送サービスの実現 
研究開発機関：TIS 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 低コスト（初期コスト、運用コスト）且つ高精度（10cm 級）な自己位置推定技術の開発 
② 脆弱なネットワーク環境下でも安全安定的に稼働可能な自律走行機体の開発 
③ 社会受容性の高いインターフェイス、汎用性、安全性を備えた機体の開発 
④ 異なる事業主体間でロボットを管理可能なロボット管理プラットフォームの開発 
 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年 7 月～8 月の内 5 日程度（予備含む） 
○公道の種類：歩道と車道の分離の無い道路 
○場所：福島県会津若松市湊町西田面地区（界隈） 
○配送物：小型荷物、野菜等の収穫物 
○実証内容：ラストワンマイル配送 に加えて、配送物や収穫物 の集荷など地域住民の生活支援の実証。 

－事前地図生成を伴わない衛星測位を利用した自己位置推定システムにより、誤差±10cm 以内の精度での
公道走行が可能なことを実証 

－デプスカメラを使った自律走行が可能であることを実証。但し、方位精度に課題が残る。 
－ロボットを配送として利用する仕組み（BOX の開閉・認証の簡素化、高齢者でも使えるインターフェイス、など

のサービス提供するための仕組み）が社会受容性を高めるうえで重要であることが明確化 
－中山間地域で事業者をまたいで配送を実施（公共交通など含む）。様々な事業者を接続する際に人の介

在が必要で効率が下がるため、オペレーション検討が必要。本取組みに多くの事業者が参加したことにより、そ
れぞれに取組の価値を感じてもらえた。 

 
(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 

事業推進検討委員会を発足し、新たな配送サービス実現に向けての課題抽出や、配送サービスが継続的に提
供できるための事業のありかた、サービスを取り巻くプレーヤの役割の明確化を検討分析し、さらにサービスモデルのひ
な型作成に向けて整理。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（参考）TIS、「中山間地域での生活支援向けロボットシェアリング型配送サービス」の実証実験を会津若松市で

実施～ 地域コミュニティ、行政、企業一体で社会課題解決を目指す ～
https://www.tis.co.jp/news/2021/tis_news/20210929_2.html   



９９ 
 

テーマ：団地の居住者や団地内でのサービス提供者に向けた配送サービスの実現 
研究開発機関：NTT ドコモ 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 高速、低遅延通信でセキュアな閉域ネットワークによる通信経路の提供（実証実験における電波環境やロボ

ットからの通信状況の変動によって顕在化する課題の抽出） 
② 複数の走行ロボットの高精度な位置や走行状態、機体のテレメトリなどを遠隔から把握できる動態管理技術

の検証と確立 
③ 荷物の積載状態の確認や、顔認証による本人確認技術を活用した荷物の積み込み・受け渡しの実現性や

受容性の検証 
④ 積載物を搭載した状態での安全走行、異常検知の検証 
 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間： 2021 年 8 月 
○場所：UR 団地（金沢シーサイドタウン並木一丁目第二団地）敷地内の歩道と車道の区別のない道路、歩

道 
○配送物：近隣商店からの宅配荷物 
○実証内容：自動走行ロボット試作機による物流サービス実証 

－遠隔操作時に影響を及ぼす最も大きな要素は「映像遅延」の「ゆらぎ」であることが確認できた。 
－ロボット専門家ではない運用担当者でも、半日程度の講習で操作習熟可能なシステムを構築し、運用できる

体制を整備した。 
－2km 走行時に 2m 先の障害物を検知した場合、速度を 1km に落とし、さらに 70 ㎝の距離で停止する機

能を開発した。 
○走行距離等：1 回につき約 360m 
 

(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 
○高齢者等の親和性，受容性に必要な機能及び最適な運用方法検討のための調査 
○サービサーによるサービスの仮説立案、経済性、採算性の分析のための調査 

⇒周辺住民（一般住民）、サービス利用者（一般住民）、サービサー（商店運営者、店員など）、エリアオー
ナー（団地敷地、商店敷地所有者など）、ロボットメーカー（本件協力者、その他など） などへのアンケート
実施の上、検討や分析を行った。 

 
  



１００ 
 

テーマ：大型商業施設向け店舗から駐車場への商品自動配送サービスの実現 
研究開発機関：アイシン精機 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 低コスト（初期コスト、運用コスト）且つ高精度（10cm 級）な自己位置推定技術の開発 
② 脆弱なネットワーク環境下でも安全安定的に稼働可能な自律走行機体の開発 
③ 社会受容性の高いインターフェイス、汎用性、安全性を備えた機体の開発 
④ 異なる事業主体間でロボットをシェア可能なロボット管理プラットフォームの開発 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年 1 月、2021 年 6 月 
○場所：岐阜市 カラフルタウン岐阜(大型商業施設） 
○配送物：生活用品 
○実証内容：施設内指定位置から駐車場指定位置までの自律走行(配送及び帰還)技術の確認 

－安価な低分解能・検出距離の 2D LiDAR であっても、歩行者等のオクルージョンに強い位置推定が可能とな
ることが分かった。 

－測距エラーを評価し、低価格 LiDAR でも使用に耐えることが分かった。 
－回避対象とのインタラクション機能を追加し、荷物搬送効率の向上と安全性の担保を両立するシステム設計・

開発を行う必要があることを確認した。 
－開発した運用システムに対し初期設定時間を計測。短時間で設定可能となることが分かった。 

○走行距離等：1 回につき約 300m 
 
(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 
① 実証実験開始前の意見収集（2021 年 2 月）〈対象者〉：店舗運営者、施設利用者 

⇒うれしさ、懸念点、要望、などの意見を収集し、本サービス(システム)の改善点、収益化に向けたポイント、
及び、新しいサービスのアイデアを抽出 

② 営業時間内実証実験中の意見収集（2021 年 6 月～7 月） 
〈対象者〉：店舗運営者、施設利用者 
⇒使い勝手、懸念点、利用しなかった理由、などの意見を収集し、本サービス(システム)の改善点、収益化に

向けたポイントを抽出 
③ 実証実験終了後の意見収集〈対象者〉：地域住民、商業施設運営者 

⇒本サービスに関する期待度・要望・懸念点などの意見を収集し、収益向上、サービス展開のポイントを抽出 
  



１０１ 
 

テーマ：大規模オフィスビル向け異種ロボット連携による館内配送サービスの実現 
研究開発機関：Qbit Robotics 
 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 自律走行ロボット向け異種ロボットの群制御ソフトウェアの開発 
② 外部搬送と施設内ロボット搬送とのシステム連携プラットフォームの開発 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年 4 月～5 月 
○場所：森トラスト社ビル（大規模オフィスビル） 
○配送物：レターパックや小型荷物 
○実証内容： 

館内物流において人手不足や感染リスク問題を解決する自律搬送ロボットの実証 
－ロボット群制御基盤ソフトをベースに、位置管理方法や走行制御方法が違なる３つの自動走行ロボットがビル

館内のセキュリティ付自動ドアやエレベータと連携しながらビル館内を走行し、ロボットアーム UR5e が小型荷
物を荷物棚から Relay に自動的に登載するといったエッジ側ロボット/ビル設備の連携制御を実現した。 

外部搬送と施設内ロボット搬送とのシステム連携プラットフォーム 
－自動ドア、エレベーター、利用者端末機器、配送業者の営業所、QBIT 運用監視の各所で、実用レベルでの

データ・情報共有が出来る統合システムを構築できた。 
 

(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 
館内物流関係者と、オフィスでロボット化館内物流に遭遇した人の両方へヒアリングとアンケート調査により、接触

頻度低減への評価、館内で自動走行ロボットに遭遇した際の感覚、自動走行ロボットの発話や表情などへの評価
を把握し、社会受容されるためのポイントについて分析。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（参考）QBIT が、森トラストと、異種複数台の自動搬送ロボットとロボットアームを用いた館内配送集荷サービスの
実証実験を開始～6/2 より 城山トラストタワーで 1 ヵ月間実施～  

https://www.qbit-robotics.jp/post/20210601_001 
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テーマ：商業施設バックヤード向け複数ロボット連携システムによる配送サービスの実現 
研究開発機関：東芝 

 
(1)配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発 
① 走行ロボット用協調連携システムにおける通信プロトコル及び通信インターフェイスの開発 
② 異機種・複数ロボット共存環境における走行ロボット用自律センシングユニットの開発 

 
(2)配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 
○期間：2021 年 8 月～9 月 
○場所：公共施設（深川江戸資料館）および商業施設バックヤードを模した実験場 
○配送物：商業施設で用いられる 6 輪台車に乗せられる荷物全般 
○実証内容：ロボットが無線 LAN の無線環境を使用して相互通信状態を確立し、ロボット同士が直接情報を交

換することで、相互回避動作（2 台のロボットの衝突回避を伴うすれ違い動作）と、協調搬送動作（1 つの搬
送物を 2 台のロボットがタイミングを合わせながら運搬する協調搬送）を実証する。 
－無線 LAN マルチホップ方式による低遅延（10ms 以内）のロボット間直接通信を実現。 
－小型低速ロボットを複数使うことで、大型荷物を安全・安心に搬送出来る事を実証。 
－ロボット間直接通信に最適な通信プロトコルの策定および通信ユニットの開発。 
－「異種ロボットの相互回避」と「複数同種ロボットによる協調搬送」を実証。 
 

(3) 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討 
移動や搬送を伴う異種ロボットの連携システムを用いたサービスが、対象となる商業施設等において安全に運用

できるかの調査・検討を実施する。また、連携システムを用いたサービスが商業施設等に対し十分に受容されるかを
調査するとともに、有識者の意見を聴取する場を設けるなど、社会受容性の向上について検討を実施する。 
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４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
   本事業での実用化・事業化の考え方は以下の通りとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   この考え方に基づき、各事業者にて実用化・事業化を検討する。 
 
  １．産業用ロボットの機能向上・導入容易化のための産学連携による基礎技術研究（ROBOCIP） 
      組合員企業他での開発成果(要素技術)活用による製品・サービス事業強化を支援し、ロボットサービスプラットフ

ォーム提供と継続したエンハンスによるイノベーション創出支援により製造業・サービス業の生産性向上、産業用ロボ
ットの国際競争力強化を図っていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-1．実用化に向けた取組み 
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  １．１ 汎用動作計画・ハンドリング技術 
本研究開発により開発する技術を他社に先駆けていち早く事業化するために、データベース(DB)システムは

ROBOCIP でプラットフォーム化し、各大学・組合員企業が機能を搭載できるようにし，継続して維持・管理していく。
また、DB アプリケーション(DB ツール(UI), 制御 SW はベンダー(組合員他)で連携して検討を進めている。 

・ ROBOCIP はデータベース利用/データ利用サービスを提供する 
・ ベンダーは DB ツールや制御 SW を商品/サービスとして提供する 
・ ユーザ(SIer 等)は DB 利用により SI コスト低減を享受できる 

 
  １．２ 遠隔制御技術 

本事業により開発した要素技術を製品/サービス他への組込・活用を検討する。 (本プロジェクトでは組込支援) 
センサ・通信技術により遠隔復旧・遠隔メンテが可能になり、DB 活用、通信活用などでサプライチェーンの動的再構
成、地政学的リスク回避する。また、運用データ収集による品質管理、遠隔制御のデータ蓄積(自律化へ活用)によ
る生産手法の改善、他分野への応用を進めている。これにより、地球レベルでの働き方改革(タイムゾーンの差を利
用して労働時間の柔軟化)となるよう連携して検討を進めている。 

 
  １．３ ロボット新素材・センサ応用技術 

ロボット新素材は、産業用ロボットへ活用可能な特性を有する CFRP/複合材素材の製造工程を確立し、組合
員企業と共有。各社のロボットへの適用を支援し、軽量化によるカーボンニュートラルへ貢献していく。 

センサ応用技術は、印刷型有機センサーのロボット実装での信頼性・設計要領等を確立し、組合員企業と共有
し、各社製品へのセンサー実装を支援していく。  

      軽量化にて、30％の省エネ性能を見込む。各ロボットメーカにて、製造方法、構造検討など製品化に向けた研究
開発を連携して進めていく。 
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  ２．変種変様な多能工作業を可能にするセンシング技術搭載エンドエフェクタの開発と実証 
（パナソニックホールディングス・東北大学） 

   ２．１ ハンドリング技術 
     実用化戦略として、ターゲットとする市場と技術開発の関係性を下図に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-2．事業化・実用化のターゲット 
 

協働ロボットの市場は急速な伸びが予測されており、業種内訳で見ると、小売、配送そして三品（食品・化粧
品・医薬品）での伸びが大きい。 

金額ベースでは、2020 年 898 億円が 2030 年 2231 億円に成長すると見込まれていて、エンドエフェクタの市
場規模はその 10%程度の 2030 年約 223 億円と推定される。 

特に、小売現場、食品工場など従来産業用ロボットの導入が進んでこなかった領域において、今後急速に市場が
大きくなることが予測され、それらを重要なターゲットと考えている 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-3．協働ロボットの世界市場規模推移と業種内訳 
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《戦略》 
パナソニック社内の現場で技術を鍛え、工場・物流現場で事業化、リサイクル、食品加工、小売など異業種に

展開していく。そのために技術を着実に高め、展開先を広げる戦略とする。 
・ 2026 自社・同業種 年間 4 億円販売 
・ 2027 他業種展開 年間 10 億円 
・ 2028 食品加工、小売等に展開 年間 20 億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-5．ターゲット市場予想 
 

《ビジネスモデル》 
従来のシステム販売以外に、プラットフォーム販売や RaaS モデルも検討する。 
・ プラットフォーム販売： 

典型的なタスクは DB からロードするだけで SI ができるため、お客様で SI が可能となる(ROBOCIP 連携) 
・ RaaS モデル： 

ロボットの稼働に応じて費用を請求するモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4-6．ビジネスモデル例 
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  ３．果菜作物収穫システムの開発（ヤンマーホールディングス） 
   ３．１ 汎用動作計画、ハンドリング技術 
   [ターゲット顧客層] 

大玉トマト大規模施設栽培生産者（要件…温湯管/レールあり，通路：舗装）にて実用化を進めていく。 
 
  ４．自動配送ロボットによる配送サービスの実現 

現在、人手で実施されている小売店や倉庫などから最終消費者に製品を配達するプロセスを、人間がほとんど、
または全く関与せずに、ロボットにより最終消費者に商品を届けるようにすることで、急増する宅配需要による人手不
足解消やコロナ時代に求められる非接触での宅配を実現することを目指す事業を創出できる。 

      配送ロボ事業は、ロボットの製造販売だけでなく、下記のように３つの領域にまたがった事業化が考えられる。得意
な領域のみを専業とする企業もあれば、３つの領域をパッケージとして提供可能な企業も出現することが予想され、
事業の裾野は極めて大きく、パナソニック ホールディングス、京セラコミュニケーションシステム、ZMP、LOMBY、TIS、
Qbit Robotics、NTT ドコモ、佐川急便、日本郵便、東芝、本田技術研究所、楽天、ソフトバンク、アイシンといっ
た業種の異なる様々な企業が事業化の検討を進めている。 

 
・ ハード：ラストワンマイル搬送を行うための屋内外を走行可能なロボット 
・ システム：複数の搬送ロボットを管理するためのマネジメントシステム。マネジメントシステムには、ロボットの状態

（位置情報、バッテリー残量など）を管理する機能、ユーザのデマンドに応じて複数台を最適な経路で配車す
る機能、それらの機能を遠隔から管理（必要に応じて介入操作）する機能、ユーザから受注を受ける機能を
含むものとする。 

・ サービス：顧客に応じてハード、システムを活用した搬送サービスのオペレーション事業  
 

2022 年に入り、関連する動きも活発化しており、２月には民間主体による一般社団法人ロボットデリバリー協会
が発足、４月には低速・小型の自動配送ロボットに関する制度化を含む「道路交通法の一部を改正する法律」が
成立し、2023 年までに施行される予定となっており、社会実装のスピードは今後ますます加速していくと期待される。 

現在のラストワンマイル配送は完全に労働集約型の業務となっており、人件費が総コストの ８～９割を占めてい
る。国内デリバリー事業のシェア ９０％を占めるヤマト HD、SGHD、日本郵便のデリバリー事業売上高（約４兆
３８００億円）に対して、ラストワンマイル配送はサプライチェーンの中で最も人手とコストがかかることから、コスト率
４０％とすると、国内におけるラストワンマイル配送の国内市場が約２兆円であると考えられる。また近年では、宅配
便取扱個数が毎年約１０%増加している状況を鑑みると、今後ますますの市場拡大が予想される。 

屋外を含むラストワンマイルの配送ロボットに関しては、既に海外などで先行するメーカ（Starship など）は存在
しているものの、絶対的なチャンピオン企業が存在している状態ではないと考えられる。本事業で取り組む１０台以
上のロボットを遠隔監視・操作可能なシステムを開発することで、安全性・効率性の面で優位となり国内での社会実
装の加速が期待できる。 
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〈添付資料 D：特許論文等リスト〉 
 
【特許】リスト例 

番

号 
出願者 出願番号 

国内外

国 PCT 
出願日 状態 名 称 発明者 

１ 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

特願 

2020-185035 
国内 2020/11/5 出願中 移動体  

2 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

特願 

2020-185043 
国内 2020/11/5 出願中 

自己位置推定装置

および移動体 
 

３ 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

中国 

202111299157.5 

米国 17/453035 

欧州 

 21206363.0 

PCT 2021/11/4 出願中 
移动体 

MOBILE OBJECT 
 

4 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

中国 

202111299146.7 

米国 17/453505 

欧州 

 21206364.8 

PCT 2021/11/4 出願中 

自身位置估计装置

及移动体 

SELF-POSITION 

ESTIMATION 

APPARATUS AND 

MOBILE OBJECT 

 

5 東北大学 
特願 

2021-201325 
国内 2021/12/13 出願中 運搬装置  

6 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

特願 

2022-029907 
国内 2022/2/28 出願中 

保持装置および保持

方法 
 

7 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

特願 

2022-034501 
国内 2022/3/7 出願中 物品保持装置  

8 
パナソニックホー

ルディングス㈱ 

意願 

2022-004347 
国内 2022/3/3 出願中 ロボットハンド  

9 東北大学 
特願 

2022-031799 
国内 2022/3/2 出願中 巻き掛け伝動装置  

10 
ヤンマーホール

ティングス(株) 

特願 

2021-174380 
国内 2021/ 出願中 吸着パッド  

11 
ヤンマーホール

ティングス(株) 

特願 

2021-182695 
国内 2021/ 出願中 農作物操作装置  

12 
ヤンマーホール

ティングス(株) 

特願 

2021-199854 
国内 2021/ 出願中 

推定システム、実収穫

システム、枝茎推定シス

テム、学習システム、実

推定方法及び実推定

プログラム 

 



xix 
 

13 
岡山大学、 

ROBOCIP 

特願 

2022- 078971 
国内 2022/2/12 出願中 

ロボット動作計画支援

システム、ロボット動作

計画支援方法、および

コンピュータプログラム 

 

14 
岡山大学、 

ROBOCIP 

特願 

2022- 078972 
国内 2022/2/12 出願中 

ロボット制御システム、ロ

ボット制御方法、および

コンピュータプログラム 

 

（Patent Cooperation Treaty: 特許協力条約） 

 
【論文】リスト例 
番
号 

発表者 所属 タイトル 発表誌名、ページ番号 査読 発表年月 

１ 陳浩、他 大阪大学 

視覚情報に基づく把持デ
ータベースとの意味的かつ
幾何的なマッチングによる
未知物体把持 

RSJ2021 レター 無 YYYY/MM/DD 

 
 
【外部発表】リスト例 
(a) 学会発表・講演 

番
号 

発表者 所属 タイトル 会議名 発表年月 

１ 恩田一生、他 東北大学 多様分解性ロボット機構 
第 39 回日本ロボット学会
学術講演会 

2021/9/8 

２ 髙橋優太、他 東北大学 
後方崩し式ヘラ挿入用隙間生成メカニ
ズム 

第２２回計測自動制御学 
会システムインテグレーション
部門講演会 

2021/12/15 

３ 磯邉柚香、他 
パナソニック
ホールディン
グス(株) 

大きさや硬さの異なる物体をつまみ上げ
可能な画像を用いた 
ロボットハンド制御 

第 27 回ロボティクスシンポ
ジア 

2022/3/16 

４ 髙橋優太、他 東北大学 張力調整型柔剛体切替えヘラ機構 
日本機械学会Robomech
２０２２ 

2022/6/3 

５ 佐竹陽一、他 東北大学 流路内包型スプロケット機構 
日本機械学会Robomech
２０２２ 

2022/6/3 

６ 黒田和暉、他 大阪大学 
Mixed Reality を用いた仮想環境上で
の組立作業の教示 

SI2021  

７ 川嶋太陽、他 岡山大学 
逆強化学習による AGV のデッドロック回
避経路計画問題に対する報酬設計 

日本機械学会 生産システ
ム部門研究 発表講演会
2021 

 

８ 
野々山和樹、
他 

岡山大学 
遺伝的アルゴリズムを用いた双腕ロボッ
トの PID ゲイン調整による省エネルギー
動作計画 

SCI'21  

９ 
野々山和樹、
他 

岡山大学 
Every-EfficientMotion Planning 
for Dual-Armed Robot by PID 
Gain Optimizationwith Genetic 

CASE2021  



xx 
 

Algorithm 

10 
Zhengtao 
Hu、他 

大阪大学 

Reducing Uncertainty  
Using Placement 
 and RegraspPlanning on 
 a Triangular Corner Fixture 

TASE2021  

11 Hao Chen、他 大阪大学 

Vision-Based Novel Object 
 Grasping based on 
 Object-Semantics 
Matchingwith Grasp Database 

RSJ2021  

12 金澤洸輝、他 
東 京 工 業
大学 

3D プリンタの産業応用に向けたロボット
アームを用いた実践的検 

SII2022  

13 
Floris Erich、
他 

産 業 技 術
総 合 研 究
所 

A Framework for 3D Scanning 
Using RGB-D Cameras and 
An Automated Rotary Table 

SII2022  

14 竹田泰典、他 山形大学 
ロボット分野へのフレキシブル有機センサ
応用 

JFlex2022  

15 
Takuma 
Bando、他 

岡山大学 

Automatic Generation of 
Optimization Model using 
Process Mining and Petri Nets for 
Optimal Motion Planning of 
6DOF anipulators 

IEEE IROS 2022  

16 Hao Chen、他 大阪大学 

Category-Association based 
Similarity Matching with Grasp 
Databasefor Novel Object Pick 
and Place Task 

ICRA2022＋IEEE RA-L  

17 竹田泰典、他 山形大学 
高感度フレキシブル圧力センサアレイを
用いたロボットハンドの触覚機能 

応用物理学会  

18 金澤洸輝、他 
東 京 工 業
大学 

産業応用に向けた 3D プリンタ製ロボッ
ト機構部品-第 3 報：造形中組立
法と積み勾配法の提案 

ロボティクス・メカトロニクス 
講演会 2022 in Sapporo 

 

19 牟田真尋、他 大阪大学 
迅速な箱詰め作業のための投射物の状
態を考慮したトス動作の学習 

ロボティクス・メカトロニクス 
講演会 2022 in Sapporo 

 

20 
Tomoya 
Kawabe、他 

岡山大学 

A Flexible Collision-Free 
Trajectory Planning for Multiple 
Robot Arms by Combining 
Q-Learning and RRT 

IEEE CASE 2022 with 
RAL 

 

21 
Kosuke 
Watanabe 、
他 

筑波大学 
Handling-Design Method by 
Multi-primitive Recognition of 
Object Shape 

IEEE CASE 2022 with 
RAL 

 

22 
Tomoya 
Kawabe、他 

岡山大学 

A Flexible Collision-Free 
Trajectory Planning for Multiple 
Robot Arms by Combining 
Q-Learning and RRT 

IEEE CASE 2022 with 
RAL 

 

23 
Takuma 
Bando、他 

岡山大学 

Automatic Generation of 
Optimization Model using 
Process Mining and Petri Nets for 
Optimal Motion Planning of  
6DOF anipulators 

IEEE IROS 2022  
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24 竹田泰典、他 山形大学 
印刷型フレキシブル圧力センサアレイを
用いたロボットハンドの触覚機能 

ROBOMECH2022  

25 
Md Moktadir 
Alam、他 

岡山大学 

Inclusion of Rapidly Exploring 
Random Tree based Optimal 
Motion Planning Algorithm for  
6-DOF Industrial Robot 

International 
Symposium on Flexible 
Automation 2022 

 

26 髙橋哲平、他 岡山大学 
PSO による消費エネルギーを考慮したロ
ボットアームの動作計画と配置問題の
同時最適化 

システム制御情報学会研究
発表講演会(SCI)2022 

 

27 板東巧真、他 岡山大学 
ペトリネットを用いたプロセスマイニングに
よるロボットの動作計画最適化システム 

システム制御情報学会研究
発表講演会(SCI)2022 

 

28 大山裕士、他 岡山大学 
ロボットアームのピックプレース動作のため
の機器選定決定支援システム 

システム制御情報学会研究
発表講演会(SCI)2022 
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所属 タイトル 掲載誌名 発表年月 

１ 
パナソニックホールティング
ス(株)、東北大学 

平行グリッパー開発 
つかんだまま持ち変え 
パナ・東北大 柔らかい対象把持 

日刊工業新聞 
朝刊 22 面 

2022/3/24 
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２．分科会公開資料 
次ページより、プロジェクト推進部署・実施者が、分科会においてプロジェクトを説明す

る際に使用した資料を示す。 
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参考資料１ 分科会議事録及び書面による質疑応答 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 

研究評価委員会 
「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」（中間評価）分科会 

議事録及び書面による質疑応答 
 

日 時：2022年9月26日（月）10：45～17：05 
場 所：NEDO川崎 23F 2301,2302,2303会議室（リモート有り） 

 
出席者（敬称略、順不同） 

＜分科会委員＞ 
分科会長   倉爪 亮   九州大学 大学院システム情報科学研究院 教授 
分科会長代理 長谷川 泰久 東海国立大学機構 名古屋大学 

未来社会創造機構 ナノライフシステム研究所 教授 
委員     大場 光太郎 国立研究開発法人 産業技術総合研究所 イノベーション人材部 審議役 
委員     瀬川 友史  PwCコンサルティング合同会社 テクノロジー&デジタルコンサルティング 

ディレクター 
委員     中川 友紀子 株式会社アールティ 代表取締役 
委員     野田 哲男  大阪工業大学 ロボティクス&デザイン工学部 ロボット工学科 教授 
委員     水内 郁夫  東京農工大学 大学院工学研究院 先端機械システム部門 教授 
 
＜推進部署＞ 
古川 善規 NEDO ロボット・AI部 部長 
竹葉 宏(PM) NEDO ロボット・AI部 専門調査員 
鶴田 壮広(PM) NEDO ロボット・AI部 主査 
千田 和也 NEDO ロボット・AI部 主幹 
佐藤 知正 NEDO ロボット・AI部 アドバイザー 
細谷 克己 NEDO ロボット・AI部 主査 
江口 豊 NEDO ロボット・AI部 主査 
土井 浩史 NEDO ロボット・AI部 主査 
  
＜実施者＞ 
榊原 伸介 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）理事長 
馬場 裕康 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）研究部 研究員 
蓮沼 仁志 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）研究部 研究員 
松浦 英典 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）研究部 研究員 
泉田 直樹 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）研究部 部長 
中川 慎一郎 技術研究組合 産業用ロボット次世代基礎技術研究機構（ROBOCIP）研究部 研究員 
東島 勝義 パナソニックホールディングス株式会社 テクノロジー本部デジタル技術AIセンター 部長 
笹井 裕之 パナソニックホールディングス株式会社 マニュファクチャリングイノベーション本部 ロボ 

ティクス推進室 主幹技師 
 
＜オブザーバー＞ 
板橋 洋平 経済産業省 産業機械課 ロボット政策室 室長補佐（総括） 
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板垣 宏知 経済産業省 産業機械課 ロボット政策室 情報化推進係長 
秦野 耕一 経済産業省 産業機械課 ロボット政策室 調査員 
佐藤 大樹 経済産業省 産業機械課 ロボット政策室 係長 
脇谷 恭輔 経済産業省 商務・サービスグループ 物流企画室 係長 
 
＜評価事務局＞ 
森嶋 誠治   NEDO評価部 部長 
木村 秀樹   NEDO評価部 専門調査員 
大和 菜穂子  NEDO評価部 調査員 
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議事次第 
（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 
２．分科会の設置について 
３．分科会の公開について 
４．評価の実施方法について 
５．プロジェクトの概要説明 

5.1 事業の位置付け・必要性 
5.2 研究開発マネジメント 
5.3 研究開発成果 
5.4 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し 
5.5 質疑応答 

 
（非公開セッション） 
６．プロジェクトの詳細説明 

6.1 ROBOCIP全体概要説明 
「産業用ロボットの機能向上・導入容易化のための産学連携による基礎技術研究」 

6.2 研究開発項目①：汎用動作計画技術、②：ハンドリング関連技術 
6.3 研究開発項目③：遠隔制御技術 
6.4 研究開発項目⑤：自動配送ロボットによる配送サービスの実現 
「ラストマイル配送サービスの創出に向けた屋外搬送ロボットの開発と実証，自動配送ロボットによる 
配送サービスの実現」 

７．全体を通しての質疑 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定 
１０．閉会  
 
議事内容 
（公開セッション） 
１．開会、資料の確認 
・開会宣言（評価事務局） 
・配布資料確認（評価事務局） 

２．分科会の設置について 
・研究評価委員会分科会の設置について、資料1に基づき事務局より説明。 
・出席者の紹介（評価事務局、推進部署） 

３．分科会の公開について 
評価事務局より行われた事前説明及び質問票のとおりとし、議事録に関する公開・非公開部分について 
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説明を行った。 
４．評価の実施方法について 

評価の手順を評価事務局より行われた事前説明のとおりとした。 
５．プロジェクトの概要説明 

5.1 事業の位置付け・必要性 
推進部署より資料5に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

5.2 研究開発マネジメント 
引き続き推進部署より資料5に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

5.3 研究開発成果 
引き続き推進部署より資料5に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

5.4 成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通し 
引き続き推進部署より資料5に基づき説明が行われ、その内容に対し質疑応答が行われた。 

5.5 質疑応答 
 
【倉爪分科会長】 ご説明いただきありがとうございました。これから質疑応答に入ります。技術の詳細につ

いては議題 6 での扱いとなるため、ここでは、主に事業の位置づけ、必要性、それからマネジメント

について議論してまいります。事前にやり取りをした質疑応答も踏まえて、ご意見、ご質問等はござい

ますか。 
それでは、瀬川様お願いいたします。 

【瀬川委員】 PwCコンサルティングの瀬川です。ご説明ありがとうございました。本事業の社会産業に対

する重要性を非常に感じてございます。その重要性を考えると、本事業と他事業との連携、そして、さ

らなるインパクト創出というところをより一層取り組んでいくことが望ましいと考えている次第です。

その目線で、先ほどのご説明にありましたロボットフレンドリーとの連携をはじめ、ロボット領域の

他事業はもちろんのこと、例えばAIや他領域の事業等との連携についても何かお考えがあればお聞か

せください。 
【NEDOロボット・AI部_竹葉PM】 他事業の関係については、今、NEDO事業として同時に並行してい

る「人と共に進化する次世代人工知能に関する技術開発」において、革新的ロボットで実施している小

売等での商品の認識、物の形から、どのようにつかめばよいのかといったインテグレーションの一部

になるようなものではありますが、その商品の認識等々の技術において、実際にAIを活用しながら小

売でのバックヤードや、物流事業でうまく応用できないかといったところで新たなプロジェクトを立

ち上げております。これから、データベースの構築とともに推進していくといったところで今動き始

めた段階です。そのほかにも、今後新たに、例えば今までにないハンドリングの技術、こんなつかめな

かった物がつかめるようになるといったところで、SIP の第 3 期やムーンショットの開発といった事

業においても流用できるようにと考えております。 
【瀬川委員】 ありがとうございます。事業の後半に向けて、より社会実装の加速、事業成果の活用という点

で、他事業との連携の芽というのがまた多々出てくるかと思います。そうしたところを他事業と一体

となり、こうしたロボット技術の拡大について、よりインパクトのある形で進められるとよいと思い

ました。 
【NEDOロボット・AI部_竹葉PM】 ありがとうございます。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。中川様、お願いします。 
【中川委員】 アールティの中川です。ご説明ありがとうございました。先ほどの質問とも少し関連いたしま
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すが、9ページにある事業の位置づけの必要性等々のところで伺います。連携される事業もあると思い

ますが、政策、あるいはまだ法律化されていない部分もあるのではないでしょうか。ですので、そうい

うところへの支援体制がもしあれば教えてください。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 法整備に対し、今期待している部分、早く法整備を進めていただき

たい点としては、主に自動配送ロボットのほうが、まさにそこに直面している部分だと考えます。これ

について鶴田のほうから説明をさせていただきます。 
【NEDOロボット・AI部_鶴田PM】 ロボット・AI部の鶴田です。まず法整備についてですが、こちらは

9ページにあるように、2022年4月に道路交通法の改正法が国会成立し、自動配送ロボットに関わる

法整備が進められており、2023年4月までに施行される状況となっています。また、こちらには記載

ございませんが、民間の団体においてロボットデリバリー協会というものが設立し、そちらのほうで

安全認証やリスクアセスメントの方法といった部分を、民間のほうで認証のフローや検討、制度化を

進めておりますように、官民一体の下、こちらの事業を推進できればと考えている次第です。 
【中川委員】 ありがとうございます。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 加えまして、もう一つロボット側で補足をいたします。ロボットフ

レンドリーな環境構築活動というものも経産省のほうで並行して進めておる状況です。やはり、ロボ

ットを我々一般人が受け入れる体制として、「これは、ロボットでやったものであるからここまでなの

です」と。そういった面で、ロボットが動いているのがもう当たり前であり、我々がロボットを受け入

れる考え方においてもどんどん醸成していく必要がございます。そのため、そういった活動も併せて

続けていきたいと考えております。 
【中川委員】 分かりました。ありがとうございます。ただ、ロボットフレンドリーというのが、あまり外に

見えている部分が多くはないとも言われておりますので、もう少し何らかのアピールがあってもよい

のではないかと個人的には思うところがございます。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。大場様、お願いします。 
【大場委員】 産総研の大場です。ご説明ありがとうございました。事業目標として、例えばSI費用の50％

削減というところは非常にチャレンジングな目標設定だと思います。ですが、この目標と各事業者様

が行われている開発の目標というのがあまりつながっていないような印象を受けました。ですので、

そこが見えるような形でのマネジメントをしていただけるとよいと思います。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 ありがとうございます。当然、各事業者においても、中間目標、最

終目標に掲げられている項目は認識をされており、その上で研究開発を進めていただいております。

午後に報告させていただくROBOCIP では、具体的な 50％削減等に対する方策についても紹介があ

ると思います。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。長谷川様、お願いします。 
【長谷川分科会長代理】 名古屋大学の長谷川です。先ほど自動化率30％の向上を目標にされていましたが、

これは、恐らく人をロボットに置き換えることにより30％というアプローチをされているものと考え

ます。本来は、ロボットを使うことによって、通常のつくる工程ではない工程というところでの期待が

持てると思うのですが、そういった面からの検討ですとか、そういった目標は持っておられますか。 
【NEDOロボット・AI部_竹葉PM】 作業工程とは違った部分での効率化ということでしょうか。 
【長谷川分科会長代理】 本来、全く人をロボットで置き換えるということも一つの方法でありますが、せっ

かくロボットを使用するのであれば、人と同じことをする必要はないとも思うのです。そうすると、別

の、例えばパス化や、いろいろなことができるはずだと。要するに、同じ物をつくるにおいても、その

工程を変えられることもあり得ると考えます。ですので、そういうところに対する何か目標があれば

教えてください。 
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【NEDOロボット・AI部_竹葉PM】 私の中では、ちょっとその考えに及んでいない部分がございます。 
【NEDOロボット・AI部_古川部長】 ロボット・AI部長の古川です。先生のご指摘はごもっともでござい

ます。SIer 様も、生産工程のロボット化、自動化を検討するにあたっては、まず全工程を見て、どの

ように自動化したらいいのかということを考えながら設計していくことが求められていると思います。

ただ、既存の生産工程を全部取り換えてしまう場合、導入コストが高くなりますので、既存の生産ライ

ンを尊重しつつも、自動化とうまく組み合わせていくことを指向されることになると思われます。先

ほどの図は、率の計算を分かりやすくするために既存の工程を記載しておりますが、もちろん先生ご

指摘のように、生産工程でロボットを使うことでどのように全体を効率化していくかということも当

然含まれているものと捉えております。その場合、どのように30％という計算をするかは単純でなく

なってしまうため、ここでは示しにくいのですが、ご指摘の点も十分に加味しながら進めていきたく

存じます。ありがとうございました。 
【長谷川分科会長代理】 よく分かりました。ありがとうございます。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。そのほかございますか。野田様、お願いします。 
【野田委員】 大阪工業大学の野田です。2点伺います。1点は、事業原簿（公開版）の24ページのところ

で、達成度が前倒しで達成できたというご説明をいただきましたが、前倒しということは良いことも

あれば、悪いことも含まれていると考えます。例えば、この達成された分のリソースをこの後どのよう

に活用なさるお考えなのか。あるいは、なぜ早く達成できたのかという点をぜひお教えいただきたい

です。2点は、ここまでの議論に上がっている30％、50％という数値について。閾値で切るといいま

すが、これは恐らく何パーセント改善されたのかという頻度の分布で語るべきものではないかという

思いがございます。あえて閾値で切らず、頻度分布で評価するほうがいいのではないかという点に関

して議論させていただきたく思いますが、いかがでしょうか。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 ありがとうございます。最初のご質問、前倒しになることによって

そのリソースがどうなるかについては、次年度の計画を先に持ってくるという形で進めているという

部分もございます。そして、なぜ早くなったのかについては、これは各事業者においても異なります

が、試作段階において、その構想が思ったよりうまく実現が可能となりつつある等々、そういった良い

方向で期待を裏切っていただいたということで、早期実現に至ったものと捉えております。また、30％
や50％という数字についてのご指摘ですが、ここは非常にごもっともな部分で、我々としても実際に

評価をするにあたって、何をもってこれで50％といえるのか、そういったところについて、先ほどの

自動化率30％の部分も同様に、何を分母として、それでなぜ50％と。それが本当にいいのかどうかと

いう点については、課題として受け止めるとともに、まだ明確な解を示せていないという状況です。少

なくとも、今の技術に対して、例えば今これをつくれば 100 時間かかるものを、今回の成果を使えば

50 時間にできるというところでの 50％削減という成果を見るといった、そういう尺度での検討を行

っているのが現状となります。 
【NEDOロボット・AI部_古川部長】 ロボット・AI部長の古川です。ご指摘ありがとうございます。1点

目については、もしかすると設定されている目標が簡単過ぎるのではないかという意図も含まれてい

るのではないかという気がいたしました。何にしても、前倒しで達成した部分については、より質の高

いアウトプット目標になるように後半のところでより重点として開発を進めていきたく思っておりま

す。他方で、ほかの研究開発項目において予算が少し不足しているなど、必ずしも計画のとおりうまく

いかないケースもございます。ですので、プロジェクト全体のリソースの配分を俯瞰の上で適切にア

ロケーションしていくということをもって、プロジェクト全体の質的向上につなげていきたいと考え

ます。また、2点目の頻度については、ご指摘のとおり、生産工程によって、簡単なところだけ自動化

することにより、工程の数で30％という目標の捉え方にならないように、難しい作業工程もしくはロ

参考資料1-6



 
 

ボットでこれを代替することができれば、全体としてインパクトがあるなど、そういったことも加味

しながら、対象ターゲットも決めていきたいと思っております。具体的にどこの部分がどう変わって

くるのかについては、ぜひ午後の非公開部分において、応用事例を見ながらもう一度議論させていた

だけるとありがたいです。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。水内様、お願いします。 
【水内委員】 東京農工大学の水内です。ご発表ありがとうございました。サービス部門や非製造業等におい

てのロボット活用というのはずっと課題でありますし、その難しさの一つとして、技術面もあれば、コ

スト面が結構大きいのではないかと思うところです。現在、置き換えるにあたって、主たるコストとい

いますか、システムインテグレーションコストを上げられていますが、実際にその事業者の方が本当

にロボットを活用していこうと思うと、もろもろ全部をまとめたコストと利益というのを考えていく

と思います。ですので、そのシステムインテグレーションコストがどのぐらいの割合を占めているの

か。また、その他のコストについてはどのように考えているのか。そのあたりを少し教えてください。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 システムインテグレーションのコストについても、どんな作業をさ

せるかというところで大分変わっていく部分はございます。以前、ロボット学会から2018年頃に紹介

された資料によれば、「ざっと平均すると、ロボットの本体価格とシステムインテグレーション価格は

ほぼ同額である」といった統計が出ておりました。100 万円を投資してロボットを買ってくれば自分

の仕事が楽になると思っていたら、実はその倍の値段を払わなければいけないというようなことで、

それでは買えないといったそういう障壁をなくすため、まずは最低でもシステムインテグレーション

コストを下げていこうということを目標にしております。ご質問の割合という部分では、現状、ロボッ

ト本体と今1対1であるというところです。 
【水内委員】 運用上、ランニングコストなども考えられているのでしょうか。もちろんNを増やせばとい

うお考えであろうとは思うのですが。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 保守サポートもそのインテグレーションの中に入ってまいります。

これに関しても、一々人が全て介在するということではなく、遠隔制御技術を使用し、うまく保守運用

をできるようにといったことも併せて今検討しておるところです。こういったこともトータルとして

のインテグレーションコストの削減ということに期待ができるのではないかと考えております。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。大場様、お願いします。 
【大場委員】 産総研の大場です。先ほどの長谷川先生からのご質問等でもございましたが、今ある既存のプ

ロセスの自動化であるとか、いろいろそのサービスの展開の仕方も、今ある現在のものの置き換えと

いうイメージがすごく強いような気がいたしました。ですが、恐らくイノベーションを起こすときに

は、そうではないと思うのです。例えばサービスの形態も大きく変わってきている。そして、ユーザー

側が歩み寄ってくれることも多いかと思うのです。例えばコンビニも、自分たちがピピッとやって決

済することも、昔はそんなことできるのだろうかと思っていたものが、それでもやれてしまっている

と。また、リンゴを取るのも、生食を前提に考えると一個一個取るしかないのですが、海外とかです

と、もう木をすごくゆすって、ばばっと落とすように自動化されているやつもあるのです。生食ではな

くジュースを作るためということであれば、前提を変えてしまうとがらりとプロセスが変わるはずだ

と思います。ですので、そこはもしかするとユーザーの意見をもう少し聞くとよいのかもしれません。

例えば配送システムも、居宅まで持ってきてほしいというユーザーはあまりいないように思います。

私の周りで聞く声としては、「近くの公園まで持ってきてくれればいい」という考えも多いです。何か

そういったところで下手にハードルを上げてしまっている感じもするので、ユーザーの意見と歩み寄

り、何から何までロボット側でやる必要があるのかどうかという部分を一度検討されるとよいのでは

ないかと思いました。 
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【NEDOロボット・AI部_古川部長】 ご指摘の点は、まさしくそのとおりだと思っております。配送ロボ

ットのほうにつきましても、午後の中で多分どこかであるかもしれませんが、宅配ボックスと連動す

るような形のシステムも考えておるところです。特に、ご指摘の点については、ロボットフレンドリー

という視点の中で、今の環境の中に入れるのではなくて、ロボット側に優しい環境をつくって、導入の

しやすいもので社会をつくっていこうという枠組みもございます。ご指摘のように、今あるものをそ

のままロボット化するのではなく、プラスアルファのことを考えていく必要があると思っている次第

です。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。長谷川様、お願いします。 
【長谷川分科会長代理】 先ほどのご説明の中で、実際に加速予算なども準備されているという話があり、そ

れは大変よいかと思ったのですが、今既にもう配分をつけられたところがあれば、どの程度の成果が

進んだことに対してつけられたのかという部分で、その実績を少し教えていただきたいです。 
【NEDOロボット・AI 部_竹葉PM】 こちらの表が加速に対する説明となっております。これはパナソニ

ック様とヤンマー様ですが、エンドエフェクタの原理、実機試作等々を進めていくにあたってそれぞ

れこの金額での加速予算をつけました。実際に次の試作をもっと前倒しするとか、そういったところ

にこういった予算を割り当てて進めていただいている状況です。また、その試作の前倒しについても、

もう少し高度な試作機を造っていくという、そういったところでの予算の付与ということで考えてお

ります。 
【長谷川分科会長代理】 もう少し情報をいただけるとありがたいのですが。実際には、どこを目標にされて

いて、それに対して上回る成果があったので幾らをさらに加速資金を出したというような流れで伺え

ると助かります。 
【NEDOロボット・AI部_竹葉PM】 今、そういったデータを持ち合わせておらず、申し訳ございません。

付与している金額としては、ここに記載している1,400万円、600万円となってございます。 
【NEDOロボット・AI部_細谷】 担当の細谷です。内容については、目標を達成したからではなく、今の

目標にプラス社会実装を加速するために、ルールづくりのようなところもやりたいということで、よ

り社会実装を加速させるための追加目標を行うための研究として 1,400 万円ということにさせていた

だいた次第です。 
【長谷川分科会長代理】 ありがとうございました。新しく追加した課題があり、それに対して予算をつけら

れたということですね。理解をいたしました。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにございますか。中川様、お願いします。 
【中川委員】 アールティの中川です。少し本筋から外れてしまうかもしれませんが、先ほど20ページの工

程の部分で50％あるいは30％ぐらいの削減という話がございました。その中で、ロボットフレンドリ

ーとの兼ね合いという内容もございましたが、少し矛盾するのではないかと感じています。ロボット

フレンドリーとは、ロボットがこれぐらいしかできないから仕方ないよねといったところでの受入れ

と理解しているのですが、この工程が、例えば1時間かかるところを半分になれば50％の効率化とい

う話ですと、人間作業よりも倍動くロボットとして期待されているものと受け取れます。このあたり

の理解としては今の考えで合っているでしょうか。 
もう少し具体的にいいますと、例えば海外なんかですと、ロボットフレンドリーとは言わないものの、

100個の物をつくるとなったときに、ロボットは20％ぐらいミスをするので、120個から130個ぐら

いつくって、それで同じ時間でできればいいという考え方をするのです。先ほどのお話しですと、50％
の時間で 100 個できればいいという内容でしたので、大分スピードアップで、大分ロボットに対して

過大な期待なのではないかと思った次第です。 
【NEDOロボット・AI部_古川部長】 ロボットフレンドリーのコンセプトはいろいろあり、単純に一つで
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はございません。例えば今のような歩留まりのことを考えて行うというのも一つのアイデアだと思い

ます。人とロボットが協調して動く環境を想定する場合、ロボットの動くスピードを速くすると、人に

対してけがをさせてしまうかもしれません。人と協調を前提に全体の工程という意味では、スピード

をアップするのではなく、より人の重労働な部分にロボットを入れていくなどの考えもあります。そ

れにより人が作業する時間帯をより高度な知的ワークに向けていただくと。そういった様々な使い方

があると考えております。このスライドは、今分かりやすく数字を計算するために出しているので、い

ろいろな議論が出てくると思いますが、実際のところはいろいろな考え方がございますので、作業工

程30％をどういった中身で実現するのか全体として捉えていただけたらと思います。必ずしもこうい

った単純に置き換えるということではございません。だからこそ、システムインテグレータ様が、まず

は現場のことを理解しながら、それを既存のロボットを使ってどのように組み立てていくと生産効率

が上がるのかということを考え、いろいろな新しいラインの設計をされます。そこが多分一番重要で

あり、それゆえにコストも、そして時間もかかっております。今回のプロジェクトでも取り上げている

ような、実際に汎用性の高いロボットが少しでもできてくれば、ティーチングの部分がかなり削減で

きますし、割と細かい仕様に分かれているものをきちんと理解し、それを工程ごとにピックアップし

ていき積み上げていくという部分のタスクも削減され、楽にもなってくると考えます。そういった全

体工程を理解しながら、SIer 様の仕事をなるべく単純化していくことが重要ですし、それによって生

産工程自身も変わってくると思います。何にしても、1製品に対してかかっている原価というものが、

ロボットの活用によって減ってこなければ、企業様としてはビジネスが強くなっていきませんので、

そういう視点の下でロボットを活用していくことが重要だと思っている次第です。 
【中川委員】 ありがとうございます。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。ほかにもご質問等々あるかと思いますが、時間がまいりました

ので、以上で議題5を終了といたします。 
 
（非公開セッション） 
６．プロジェクトの詳細説明 
  省略 
７．全体を通しての質疑 
  省略 
 
（公開セッション） 
８．まとめ・講評 

 
【倉爪分科会長】 これから議題 8 に移ります。講評いただく順番につきましては、最初に水内委員から始

まりまして、最後に私、倉爪からということで進めさせていただきます。 
それでは、水内様よろしくお願いいたします。 

【水内委員】 東京農工大学の水内です。本日は、いろいろと今後のビジネスにつながり得るロボット技術に

ついて伺いましたが、実際にそれらが見える形であり、非常に面白く、かつ期待を持てるものとして聞

いておりました。プロジェクト全体としては、今回少し時間が足りずに見えなかったところもありま

したが、全て有機的につながり、ゴールに向かっていけるとよいのではないかと感じた次第です。ま

た、私はコストに関する質問を何度かさせていただきましたが、やはりロボットの難しさの一つは、既

存のコストよりも高くなってしまいがちなところでしょうか。そこをどう解決するかということで、
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大量生産等でうまくその道を見つけてきたところですが、サービス系ですとそこが難しいと思うため、

そのあたりをうまく解決していっていただけるとよいかと思います。あとは、日本の特殊性といいま

すか、諸外国との安全面に対する意識の比較などもありましたが、逆に、どこの国だとうまく使っても

らえるのかというように、その規模の大きさを生かすような場が多い国というところももしかしたら

あるのかもしれません。ですので、海外展開としてもうまく見つけていけるようになれればよいと思

います。また、国によって社会システムが違うところで、どのように対応するかというのも一つ大事か

と思います。安全面ですと、例えば保険をどうするのかと。そのあたりが解決に至れば、国内でうまく

いくというところもあると思いますし、そういうものを気にしなくていい国で最初は実験していくと

いうことの可能性もあり得るでしょうか。そういった日本の中から出てきた技術、知財などが強みを

持って活用され、それが世界につながっていくとよいのではないかと感じました。本日はどうもあり

がとうございました。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。それでは、野田様よろしくお願いいたします。 
【野田委員】 大阪工業大学の野田です。非常に期待を持って拝見していたプロジェクトの中身について、本

日じっくりと聞かせていただく機会を得て、その期待が確信に変わった次第です。実施者の皆様の理

念、熱い思いを直接聞かせていただけたことが非常に大きな収穫でありました。その反面、資料だけで

はそのことが読み取れないということの裏返しでもございますので、それは非常にもったいないなと

思うところです。今後とも引き続き期待を持ってウォッチしていきたいプロジェクトですので、ぜひ

とも大学側の学術的な知見を基にといいますか、直接的には大学成果が事業で実装されないにしても、

理論に基づいた技術が社会実装されることを期待しております。本日はありがとうございました。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。それでは、中川様よろしくお願いいたします。 
【中川委員】 アールティの中川です。今日は、本当に幅広い分野のロボットを見させていただきました。搬

送とマニュピレーションという、ある意味、二大巨頭のロボットの分野だとは思いますが、それぞれに

課題はある中で、やれること、それから将来像を描き切れていなかったという部分も幾つかあったか

と思いますが、2024 年、2025 年に向けてどのようにあるべきか、いうところを拝見させていただい

たものと理解しております。特に、ハンドリングの世界、新素材の世界、それからデリバリーに対する

サービスというところまでを含め、研究開発・実用化・事業化というそれぞれ異なる 3 つのフェーズ

において難しさが全部あると思うのですが、このプロジェクトの中でどのように統合されていくのか

というところを今後とも非常に興味を持ちながら見ていきたく思ってございます。それぞれにおいて

の実証実験、事業化に向けて頑張っていただけたらと思います。ありがとうございました。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。それでは、瀬川様よろしくお願いいたします。 
【瀬川委員】 PwCコンサルティングの瀬川です。本日はありがとうございました。冒頭のご説明でもあり

ましたように、ロボット導入の拡大の余地が多々あり、世界各国、そして産官学で取組が行われている

中、まさに国際競争力の視点からも本事業は大変重要な事業であると認識しています。だからこそと

いうところですが、事業で十分にインパクトのある成果を創出するという点では、事業後半に向けて、

改めて各事業者には達成目標の具体化、出口戦略の明確化、このあたりがポイントであるということ

を申し上げたく思います。達成目標の具体化というところでは、もちろんコンセプトとしては現在の

計画でも掲げていらっしゃると思いますが、その具体的な達成の要件、また数値目標であればその捉

え方、実現されたいユースケースの姿といったところの具体化の余地はまだあるように見受けられま

した。また、出口戦略については、社会実装の担い手、エコシステムをどうつくるのか、アップデート

していくか、そして一足飛びにはいけない中、どのようなステップでそれを成し遂げるのかという部

分がより具体的になるとプロジェクトが力強さを増すのではないでしょうか。また、その際に、大半の

プロジェクト、アカデミアも含めて複数の研究機関で分担され、協調されて実施されていたかと思い

参考資料1-10



 
 

ますので、くれぐれも事業としての成果が、そうした個別の研究実施主体の個別の研究成果を束ねた

ものにはならないように、関係者でそうした達成目標及び出口戦略を十分に共有して進められると、

より力強いプロジェクト推進になるかと思います。以上です。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。それでは、大場様よろしくお願いいたします。 
【大場委員】 産総研の大場です。研究課題の内容としては、30年来課題になっていたマテリアルハンドリ

ングから自動搬送までの非常に広い範囲で研究開発されており、非常に今後ともウォッチしていきた

いプロジェクトだと感じております。ただ、1点だけ気になった点がございました。それというのは、

今までのやり方、人がやっているやり方をそのまま置き換えるという考えではなく、このプロジェク

トが終了する 2025 年、その先の 2030 年、2040 年というのは恐らく社会はもう変わっているように

思いますから、2040年ぐらいの社会像を何となくイメージしながらぜひ技術開発をしていただき、日

本の価値というのを何か競争して世界に発信できるような技術を開発していただければと思いました。

以上です。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。それでは、長谷川様よろしくお願いいたします。 
【長谷川分科会長代理】 名古屋大学の長谷川です。日本の強みとして、産業ロボットの売上げが世界で1位

であると。そして、それをずっとキープできているという点がございますが、海外を見ると、ロボット

の社会実装が大変早く、コストもかなり低くできているという状況です。そして日本をもう一度見て

みますと、一方、少子高齢化、生産人口の減少等々いろいろな課題先進国だと言われています。さら

に、日本は都市だけでなく田舎にも人が住んでいるというように、非常にばらばらになっているとも

言える状況があります。そのため、今回ご説明いただいた遠隔操作、ハンドリングというのは様々な支

援につながると思います。また、新素材などを中心とした今回のロボットの技術というのは大変重要

であり、今後の日本に対してすごく伸びていかなくてはならないテーマだと思っております。これら

の研究テーマというのは、その基盤構築というのが今は目的になっていますが、いろいろなサービス

につながるような実証実験、POCをしていただきたいと思っている次第です。また、こういった遠隔

操作、ハンドリングですと、デリバリーと負けないぐらいにいろいろなキラーアプリがあると、これが

起爆になって社会実装になるのではないかと思います。ですので、できるだけアプリケーションを。ロ

ボットでしかできないアプリというところをしっかりと見据えて進めていただけたらと思います。以

上です。 
【倉爪分科会長】 ありがとうございました。それでは最後に、本日の分科会長を務めました九州大学の倉爪

より講評をさせていただきます。目標のテーマ設定としては、もちろん基盤技術や要素技術の共有化

として、共有化できるところは共有化をし、競うところは競うと。そして共有化することによって、エ

ネルギーや導入費用を削減しようというところを目指したものでありました。それというのは、今後

それを実現しない限り日本のロボティクスは残念ながら衰退していく可能性があるということで、非

常に重要なテーマであると今回再認識をさせていただいた次第です。一方で、気になった点としまし

ては、大学の方が非常に多く入っていらっしゃるプロジェクトばかりで、ひょっとすると研究で終わ

ってしまうのではないかと。SIer の意見をしっかり聞かずに研究だけを進めていき、それで最終的に

何か出来てしまうというような形に終わってしまわないように、ぜひ出口戦略、目標について、先ほど

瀬川様もおっしゃっていましたように明確化をし、それで再定義しながら進めていっていただきたい

と思いました。それからもう一つ、他のプロジェクトとの連携、そして分担、そして他のプロジェクト

の成果の利用というのもぜひ積極的に進めていただきたいと思っています。分担すべきことは分担を

する。連携すべきことは当然連携をするということで、重複がないように気をつけながら進めていた

だけたらと思います。これはROBOCIPやNEDO様のマネジメントにかかっていると思いますので、

そこは十分注意しながら進めていってください。最終的にこの成果を統合して、2年後に日本でしかで
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きないようなものを、これまでにできなかったものが形となってデモンストレーションしていただけ

ることを期待しておりますので、ぜひ目標に向かって進んでいっていただけたらと思います。以上で

す。 
【木村専門調査員】 皆様、ご講評を賜りまして誠にありがとうございました。それでは、今の講評に対しま

して、推進部署から一言いただきたく存じます。ロボット・AI部 古川部長、よろしくお願いいたしま

す。 
【NEDOロボット・AI部_古川部長】 本日はありがとうございました。様々な多面的な視点での意見を賜

りました。今は中間評価という段階ですから、あと 2 年間時間がございます。いただいたコメントを

しっかりと受け止め、進めてまいりたく思います。逆に言えば、最初の 3 年間においては、可能性を

広げるということで、なるべく多様なものにチャレンジをする時期でもございました。あとの 2 年間

では、今度は形にまとめていくことが後半プロジェクトのマネジメントとして最も重要な部分だと考

えておるところです。過分な期待もいただいておりますし、なかなか難しい技術、親和性が高くないよ

うなものも入っているかもしれませんが、最後に分科会長からもお言葉がありましたように、何とか

一つの姿として見せられるようなデモンストレーションというものを、ぜひ頭を使いながら考えてま

いりたく思います。また、他のプロジェクトとの連携としては、ご指摘のとおり、例えば商品情報デー

タベースのところで重複がないようにうまくすみ分けつつ、連携を取って最後のデモンストレーショ

ンで、データの統合等においてその姿を見せられたらと思っております。また、私自身としては、あま

り将来のことを考えて今から準備をするということになると、あまりにも先過ぎてしまい、今後の技

術開発の結果、そこに到達する前に新しい何らか技術や考え方が出てきてしまうと、それまでの開発

が無駄になってしまうようなこともあるのではないかと思うところがございます。ですので、先のこ

とをきちんと考えつつも、まずはトランジションというところを考えながら、今の生態系をよりよく

していくという部分も重要な視点として見据えてまいりたく思います。とはいえ、将来を大胆に構想

していくことも重要であり、意外にも近い将来に実現してしまうかもしれないと思うところがありま

す。例えばコンビニエンス・ストアの話もありましたが、今は、店内に入って、棚にあるものを自分で

見て選び、そしてレジに行くことになりますが、もしかすると、スマホで、コンビニに行く前に自分の

買いたい物をぽちぽちとカートの中に入れて、店舗には実際に物を受け取りにいくだけということに

もなっていくかもしれません。そうすると、店舗の中に人とロボットが共存するという関係ではなく

なりますので、まさしく個別の配送物流センター的な店舗になってくるようなこともあり得るでしょ

うか。そうすると、もうバックヤードでロボットだけが、ある程度決められた棚から、注文に応じて商

品をピックアップし、買い物かごのような何かに入れて、お客様はお店に来たら、レジでペイ払いをす

るだけといったような形の小売り像となるのかもしれません。ただ、そこには非常に多大な投資も必

要になっていきますし、そういう店舗に全て変えていくのには多分限界もあると思われます。ですの

で、そういう先を大胆な仮説として立ててそこに必要となるロボットというよりも、まずは現状のエ

コシステムの中でどこまで効率化できるかというところで、地に足のついた設計をしながらうまくト

ランジションをしていけるかが重要だと思っておるところです。そういった両方の視点を持ちながら、

プロジェクトの成果を最大化できるように、そして社会実装に少しでも開発成果がつながるように進

めていけたらと思います。以上です。 
【倉爪分科会長】 それでは、以上で議題8を終了といたします。 
 
 
９．今後の予定 
１０．閉会 
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配布資料 
資料1 研究評価委員会分科会の設置について 
資料2 研究評価委員会分科会の公開について 
資料3 研究評価委員会分科会における秘密情報の守秘と非公開資料の取り扱いについて 
資料4-1 NEDOにおける研究評価について 
資料4-2 評価項目・評価基準 
資料4-3 評点法の実施について 
資料4-4 評価コメント及び評点票 
資料4-5 評価報告書の構成について 
資料5 プロジェクトの概要説明資料（公開） 
資料6 プロジェクトの詳細説明資料（非公開） 
資料7-1 事業原簿（公開） 
資料7-2 事業原簿（非公開） 
資料8 評価スケジュール 

 
 
分科会前に実施した書面による質疑応答は、全ての質問について質問または回答が非公開情報を含んでいるた

め、記載を割愛する。 
以上 
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参考資料２ 評価の実施方法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて実施する。 
 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究評価では、

以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分科会にて研究評価を行い、評

価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会において確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

N E D O 

評価報告書(案)確定 

理 事 長 

報告 

国 民 

評価結果公開 

分 科 会 Ａ 

研究評価委員会 

評価結果の事業等への反映 推 進 部 署 

評 価 部 

分科会 B 

評価報告書（案）作成 

分科会 C 

分科会 D 

推 進 部 署 

実 施 者 

事 務 局 

プロジェクトの説明 
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を促進する 

としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画の妥当性、計

画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等について検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識者からなる委

員会方式により評価を行う。分科会委員は、以下のような観点から選定する。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題、国際標準、その他社会的ニー

ズ関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

 
また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象から除外する。 
これらに基づき、委員を分科会委員名簿の通り選任した。 
なお、本分科会の事務局については、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発

機構評価部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」を評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プロジェクトの

内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び実施者からのヒアリング及び実施者側等との

議論を行った。それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価によ

り評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認められる場合

等を除き、原則として分科会は公開とし、実施者と意見を交換する形で審議を行うこととし

た。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。これは、NEDO

が定める「標準的評価項目・評価基準」をもとに、当該事業の特性を踏まえ、評価事務局が

カスタマイズしたものである。 
評価対象プロジェクトについて、主に事業の目的、計画、運営、達成度、成果の意義、実

用化に向けての取組や見通し等を評価した。 
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「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」に係る 

評価項目・評価基準 
 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) 事業目的の妥当性 

 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、

国際貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 

 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 

 

(2) NEDO の事業としての妥当性 

 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、

NEDO の関与が必要とされる事業か。 

 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開

発費との比較において十分であるか。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。 

 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 

 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含

む）となっているか。 

 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 

 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 

 

(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 

 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 

 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが

関与する体制を構築しているか 

 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携

関係は明確であり、かつ機能しているか。 

 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体

制は企業の取組に貢献しているか。 

 

(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

 技術の取捨選択や技術の融合、必要な実施体制の見直し等を柔軟に図っているか。 

 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 

 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討

し、必要に応じて適切に対応しているか。 
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(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 

  成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 

  想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

 

 

(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 

 知的財産や研究開発データに関する取扱についてのルールを整備し、かつ適切に

運用しているか。 

 

３． 研究開発成果について 

(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

 成果は、中間目標を達成しているか。 

 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明

確にしているか。 

 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 

 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場

合、積極的に評価する。 

 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

 

(2) 成果の最終目標の達成可能性 

 最終目標を達成できる見通しはあるか。 

 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

 

(3) 成果の普及 

 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 

（研究開発項目①－④の場合は実用化のみ） 

 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用

化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。（研究開発項目①－④の場合は実

用化のみ） 

 一般に向けて、情報を発信しているか。 

 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組 

 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外で

適切に行っているか。（研究開発項目①－④の場合は実用化のみ） 

 

４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

  

研究開発項目⑤：自動配送ロボットによる配送サービスの実現の場合 

「実用化・事業化」の考え方 

実用化とは、当該研究開発における技術、試作品等が、特定地域において社会的

利用（顧客への提供等）が開始されることであり、さらに、事業化とは、当該研

究開発の成果を用いた商品、製品、サービス等の販売や利用により、企業活動

（売上等）に貢献することである。 
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(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組 

 実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。 

 実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 

 実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 

 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しが

あるか。 

 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通

しはあるか。 

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、

積極的に評価する。 

 

研究開発項目①：汎用動作計画技術 

研究開発項目②：ハンドリング関連技術 

研究開発項目③：遠隔制御技術 

研究開発項目④：ロボット新素材技術、上記 4項目の場合 

「実用化」の考え方 

実用化とは、当該研究開発における技術、試作品等が、社会的利用（産業分野へ

の提供等）が開始されることをいう。 

 

(1) 成果の実用化に向けた戦略 

 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 

 

(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

 実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

 

(3) 成果の実用化の見通し 

 想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。 

 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、

積極的に評価する。 
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「プロジェクト」の中間評価に係る標準的評価項目・基準 
※「プロジェクト」の特徴に応じて、評価基準を見直すことができる。 

 
「実用化・事業化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化・事業化」の考え方 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始さ

れることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の販売や

利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することをいう。 
 
なお、「プロジェクト」が基礎的・基盤的研究開発に該当する場合は、以下のとおりとする。 
・「実用化・事業化」を「実用化」に変更する。 
・「４．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて」は該当するものを選択する。 
・「実用化」の定義を「プロジェクト」毎に定める。以下に例示する。 

「実用化」の考え方 
当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開始さ

れることをいう。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 
(1) 事業の目的の妥当性 

・ 内外の技術動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、政策動向、国

際貢献可能性等の観点から、事業の目的は妥当か。 
・ 上位の施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 

(2) NEDO の事業としての妥当性 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること又は公共性が高いことにより、NEDO

の関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされると期待される効果は、投じた研究開発費

との比較において十分であるか。 
 
２．研究開発マネジメントについて 
(1) 研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標を設定しているか。 
・ 達成度を判定できる明確な目標を設定しているか。 

(2) 研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール及び研究開発費（研究開発項目の配分を含む）

となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術の開発は網羅されているか。 
・ 計画における要素技術間の関係、順序は適切か。 
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・ 継続または長期の「プロジェクト」の場合、技術蓄積を、実用化の観点から絞り込ん

で活用を図っているか。【該当しない場合、この条項を削除】 
(3) 研究開発の実施体制の妥当性 

・ 技術力及び事業化能力を有する実施者を選定しているか。 
・ 指揮命令系統及び責任体制は明確であり、かつ機能しているか。 
・ 成果の実用化・事業化の戦略に基づき、実用化・事業化の担い手又はユーザーが関与

する体制を構築しているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために実施者間の連携が必要な場合、実施者間の連携関係

は明確であり、かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 
・ 目標達成及び効率的実施のために実施者間の競争が必要な場合、競争の仕組みがあり、

かつ機能しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 
・ 大学または公的研究機関が企業の開発を支援する体制となっている場合、その体制は

企業の取組に貢献しているか。【該当しない場合、この条項を削除】 
(4) 研究開発の進捗管理の妥当性 

・ 研究開発の進捗状況を常に把握し、遅れが生じた場合に適切に対応しているか。 
・ 社会・経済の情勢変化、政策・技術の動向等を常に把握し、それらの影響を検討し、

必要に応じて適切に対応しているか。 
(5) 知的財産等に関する戦略の妥当性 

・ 知的財産に関する戦略は、明確かつ妥当か。 
・ 知的財産に関する取扱（実施者間の情報管理、秘密保持及び出願・活用ルールを含む）

を整備し、かつ適切に運用しているか。 
・ 国際標準化に関する事項を計画している場合、その戦略及び計画は妥当か。【該当しな

い場合、この条項を削除】 
 
３．研究開発成果について 
(1) 研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義 

・ 成果は、中間目標を達成しているか。 
・ 中間目標未達成の場合、達成できなかった原因を明らかにして、解決の方針を明確に

しているか。 
・ 成果は、競合技術と比較して優位性があるか。 
・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、汎用性等の顕著な成果がある場合、

積極的に評価する。 
・ 設定された目標以外の技術成果がある場合、積極的に評価する。 

(2) 成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見通しはあるか。 
・ 最終目標に向けて、課題とその解決の道筋は明確かつ妥当か。 

(3) 成果の普及 
・ 論文等の対外的な発表を、実用化・事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 
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・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザーに向けて、成果を普及させる取組を実用化・

事業化の戦略に沿って適切に行っているか。 
・ 一般に向けて、情報を発信しているか。 

(4) 知的財産権等の確保に向けた取組 
・ 知的財産権の出願・審査請求・登録等を、実用化・事業化の戦略に沿って国内外に適

切に行っているか。 
・ 国際標準化に関する事項を計画している場合、その計画は順調に進捗しているか。【該

当しない場合、この条項を削除】 
 
４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 
【基礎的・基盤的研究開発の場合を除く】 

(1) 成果の実用化・事業化に向けた戦略 
・ 成果の実用化・事業化の戦略は、明確かつ妥当か。 
・ 想定する市場の規模・成長性等から、経済効果等を期待できるか。 

(2) 成果の実用化・事業化に向けた具体的取組 
・ 実用化・事業化に取り組む者について検討は進んでいるか。 
・ 実用化・事業化の計画及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 

(3) 成果の実用化・事業化の見通し 
・ 実用化・事業化に向けての課題とその解決方針は明確か。 
・ 想定する製品・サービス等は、市場ニーズ・ユーザーニーズに合致する見通しがある

か。 
・ 競合する製品・サービス等と比較して性能面・コスト面等で優位を確保する見通しは

あるか。 
・ 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積

極的に評価する。 
 
４．成果の実用化に向けた取組及び見通しについて【基礎的・基盤的研究開発の場合】 
(1) 成果の実用化に向けた戦略 

・ 成果の実用化の戦略は、明確かつ妥当か。 
(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

・ 実用化に向けて、課題及びマイルストーンの検討は進んでいるか。 
(3) 成果の実用化の見通し 

・ 想定する製品・サービス等に基づき、市場・技術動向等の把握は進んでいるか。 
・ 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積

極的に評価する。 
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【基礎的・基盤的研究開発の場合のうち、知的基盤・標準整備等を目標としている場合】 
(1) 成果の実用化に向けた戦略 

・ 知的基盤・標準の整備及び活用の計画は、明確かつ妥当か。 
(2) 成果の実用化に向けた具体的取組 

・ 知的基盤・標準を供給・維持するための体制の検討は進んでいるか。 
(3) 成果の実用化の見通し 

・ 整備する知的基盤・標準について、利用の見通しはあるか。 
・ 顕著な波及効果（技術的・経済的・社会的効果、人材育成等）を期待できる場合、積

極的に評価する。 
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参考資料３ 評価結果の反映について 

 

 



 

 

「革新的ロボット研究開発基盤構築事業」（中間評価）の評価結果の反映について 

評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

【1】国内外の同分野に対する研究事例の調査・比較が必ずし

も十分ではないとの指摘もあり、現在の日本の立ち位置、日本

または世界における研究の位置づけの総括や、汎用動作計画、

ハンドリング、遠隔制御、新素材、自動配送ロボットのそれぞ

れの分野における達成目標についてのベンチマークも必要で

あろう。さらに、本事業の社会・産業での重要性を考え、ロボ

ット領域の他の事業や AI 領域の事業等と本事業の連携による

さらなる成果・インパクトの拡大についても検討頂けるとなお

良いと思われる。 
 
【2】研究開発項目間の関係性の整理が十分でなく、また、個別

の研究成果とプロジェクト全体の目標の関係も不明確な点が

あり、要素開発の全体的なロードマップと戦略が捉えにくい様

に思われる。 
【3】今後 10 年の要素開発と全体的なロードマップについてよ

り具体的に見直しを図り、例えば、それぞれの項目でシステム

インテグレーション費用 50％削減、自動化率 30％の目標につ

いて、定義や達成要件、想定されるユースケース等を示し、ど

のように社会実装を実現していくのかを明確にしていく事を

期待したい。また、自動配送ロボットについては、実証実験に

必要な知識、手続きなどに加えて、可能な限り技術面での実施

者間の情報共有も図っていただきたい。さらに、個々に研究開

発を実施するだけではなく、研究開発項目・各テーマ間の相乗

【1】・2022 年度調査事業において各要素技術の国内及び海外（欧

州・米国・中国等）の技術動向調査を実施中。本成果と事業者

からの情報を活用し、各要素技術の開発内容や目標値について

ベンチマークを実施する。 

・本事業の社会実装に向け、他 PJ との連携を強化し成果の最大

化を目指す。具体的には AI 領域の他事業（共進化 PJ/商品情

報 DB※１）と、小売現場のデータ活用や動作計画に必要な情報

等について相互に連携する。 

 

 

【2】・研究開発項目間の関係性を再整理し、要素開発成果をど

のように統合して、全体目標を達成するかという開発ロードマ

ップを明確化する。 

 

【3】・要素開発成果の統合により全体目標を達成していくため、

目標の定義や達成要件、目標達成に向けた各研究開発項目の役

割と実用化に向けた戦略を整理する。また、事業化に向けた具

体的ロードマップを作成し、本事業成果により得られる効果を

ユースケースにより明確化し、具体的施策を示す。 

・自動配送ロボットにおいては、実証実験に必要な知識、手続

き、社会受容性向上へ向けた取組等のうち、共有可能なものに

ついて実施者間で議論を深めることができる場を設けること

等により、効率的な事業推進を図る。 

【反映先】 ・実施方針 
・実施者事業計画書 
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

効果が得られるように、連携を深める仕組みも考えていただき

たい。 
 
 
 
 
 
【4】System Integrator（SIer）など現場の意見を十分に反映

していないとも思われるテーマが見受けられ、特にデータベー

ス開発については、現場で必要とされている技術を精査し、現

場導入を見据えた目標を設定していく必要があると思われる。

また、新素材による軽量化・省エネ化については、詳細なモデ

リングや省エネ効果の計算方法等、研究的な視点からのアプロ

ーチが少なく、遠隔制御については、構築された遠隔制御シス

テムの遠隔制御性能の数値化と、作業品質などを評価する指標

の設定、実現目標値の早期設定等を望みたい。 
 
 
 
 
 
 
【5】現場で求められる目標を再検討し、出口戦略を明確化し

たうえで、何がいつまで出来ると何が社会実装できるのかを議

・各実施者間での連携とそれらの統合成果を最大化するため、

実施者間での相互の情報共有を活性化する仕組みを取り入れ

る。事業体制の見直しも視野に検討し、テーマ間での無駄や重

複を生じさせない体制を構築し最終目標の達成を目指す。 

 

 

 

【4】・最終目標成果においては、一部の事例に特化したもので

はなく、未活用領域でのロボット導入推進のために効果を発揮

できるものとする。具体的には、複数の SIer 企業や SIer 協会

に協力を仰ぎ、成果を定期的（四半期に一回等）に共有し、ニ

ーズ、意見を取り入れた上、現場導入を見据えた目標設定を行

う。 

・新素材については評価にて実証された有効な素材において実

機部材の製作での検証、あるいは CAE による検証にて機械的信

頼性を確認する。またそれによる省電力性能をロボット試作機

にて確認する。 

・遠隔制御についても個別成果に留まることなく、動作計画や

ハンドリング技術の一部に組み込むことで統合成果としての

有効活用を検証する。評価指標の策定については引き続き研究

開発を進めながら検討していく。 

 

【5】上述の【2】～【4】の通り、SIer の協力のもと、戦略やユ

ースケースを明確にし、成果を統合していく。 

【反映先】 ・実施方針 
・実施者事業計画書 
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評価のポイント 反映（対処方針）のポイント 

論しながら研究開発を進めていただきたい。また、プロジェク

トの成果が個別の研究成果を束ねたものとならないよう、関係

者で改めて認識共有した上で、事業完了に向けて個別の研究成

果をプロジェクト全体の成果として融合していくことが重要

と考えられる。 
 
【6】プロジェクトとして掲げている目標の定義や達成要件、

実現したいユースケースが十分に明確化されていないテーマ

もあり、事業終了時の達成状態をより具体化し、関係者で認識

を共有していくことを期待したい。例として、果菜作物収穫シ

ステムでは、対象の認識・把持では目標に近い性能が得られて

いるものの、収穫ロボット全体では課題が多く、また、価格・

性能等の目標設定についても、より詳細な検討が必要と思わ

れ、さらに、自動配送ロボットでは、社会受容性を考慮した戦

略的な取り組みを望みたい。 
 
 
【7】実用化・事業化の構想と整合するよう、プロジェクトの目

標をより具体的に再定義し、実用化・事業化の担い手やエコシ

ステムのあり方なども、より具体的に検討することを期待した

い。 
 

 

 

 

 

 

【6】・上述の【2】～【4】の通り、最終目標達成に向けユース

ケース等を明確にして進めていく。 

・また、果菜作物収穫システムについては、事業化における価

格・性能等の目標設定の妥当性について引き続き、精査する。

また、ハンド部においては汎用動作計画のデータベースと連携

する。 

・自動配送ロボットでは、技術推進委員会等を通じて、各事業

者が実証実験を通じて、社会受容性向上につながった事例を共

有するとともに、シンポジウム、セミナー、ニュースリリース

等の各種媒体による周知活動を推進する。 

 

【7】上述の【2】～【4】の通り、戦略やロードマップを定め具

体的に検討する。 

 

【反映先】 ・実施方針 
・実施者事業計画書 

参
考
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本研究評価委員会報告は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技

術総合開発機構（NEDO）評価部が委員会の事務局として編集して

います。 
 
 

NEDO 評価部 
部長 森嶋 誠治 
担当 木村 秀樹 

 

 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO のホームページに掲載しています。 

（https://www.nedo.go.jp/introducing/iinkai/kenkyuu_index.html） 
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